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１．概要

 本資料は、再処理施設の技術基準に関する規則「第 44 条 工場等外への

放射性物質等の放出を抑制するための設備」に関して、基本設計方針に

記載する事項、添付書類に記載すべき事項、補足説明すべき事項につい

て整理した結果を示すものである。

 整理にあたっては、「共通 06：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書

類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通 07：添付

書類等を踏まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて実施した。

２．本資料の構成

 「共通 06：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明書）、

添付図面で記載すべき事項」及び「共通 07：添付書類等を踏まえた補足

説明すべき項目の明確化」を踏まえて本資料において整理結果を別紙と

して示し、別紙を以下の通り構成する。

 別紙１：基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較

事業変更許可 本文、添付書類の記載をもとに設定した基本設計

方針と発電炉の基本設計方針を比較し、記載程度の適正化等を図

る。

 別紙２：基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の

展開

基本設計方針の項目ごとに要求種別、対象設備、添付書類等への

展開事項の分類、第１回申請の対象、第２回以降の申請書ごとの

対象設備を展開する。

 別紙３：基本設計方針の添付書類への展開

基本設計方針の項目に対して、展開事項の分類をもとに、添付書

類単位で記載すべき事項を展開する。

 別紙４：添付書類の発電炉との比較

添付書類の記載内容に対して項目単位でその記載程度を発電炉

と比較し、記載すべき事項の抜けや論点として扱うべき差がない

かを確認する。なお、規則の名称、添付書類の名称など差がある

ことが明らかな項目は比較対象としない。（概要などは比較対象

外）

 別紙５：補足説明すべき項目の抽出

基本設計方針を起点として、添付書類での記載事項に対して補足

が必要な事項を展開する。発電炉の補足説明資料の実績との比較

を行い、添付書類等から展開した補足説明資料の項目に追加すべ

きものを抽出する。

 別紙６：変更前記載事項の既設工認等との紐づけ

基本設計方針の変更前の記載事項に対し、既認可等との紐づけを

示す。
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３．本資料の位置付けについて

本資料の進捗は下表のとおりである。

今回の資料提出の目的は，事業変更許可の八号及び添付書類八の記載事項

の基本設計方針への展開方針を示すことである。 

資料 対応事項 未対応事項
別紙 1 ・3/15 ヒアリングにおける蒸

発乾固 00-01 等への指摘事項
の反映
・3/15 ヒアリングにおける抑
制 00-01 への指摘事項の反映
・別添へ重大事故等の同時発
生時に必要な要員及び資源の
評価に関する記載の追加 
・別添の「設工認に該当しない
理由」の欄の記載事項に関す
る条文間横並びの精査 

・別紙１①別添の「設工認に該当
しない理由」の欄の記載事項の
精査 
・試験・検査について，重事 17
における記載方針の整理結果を
反映 
・3/23 ヒアリングにおける蒸発
乾固 00-01 等への指摘事項の反
映 

別紙 2 －（前回提出内容から変更な
し） 

・機能要求②に紐付く機器の再
確認（共通 09 の確認含む）
・基本設計方針の展開（別紙１の
反映）
・添付書類記載事項の展開(別紙
4 の反映)
・共通項目記載部分の分割

別紙 3 －（前回提出内容から変更な
し） 

・添付書類記載事項の展開(別紙
4 の反映)
・補足説明すべき項目の追記
・共通項目記載部分の分割

別紙 4 －（前回提出内容から変更な
し） 

・基本設計方針の展開（別紙 1 の
反映）
・2/16 ヒアリングにおける蒸発
乾固 00-01 への指摘事項の反映

・本文・添付書類間，添付書類・

添付書類間のつながりの比較表

の作成 

・添付書類記載事項の充実（上記
のつながりを受けて，根拠の記
載を拡充する等の対応）
・別紙 2 の機能要求②の機器に
紐付く設定値根拠書の添付。

別紙 5 －（前回提出内容から変更な
し） 

・添付書類記載事項を受けた補
足説明すべき項目の再洗い出し
及び追記。
・共通項目記載部分の分割

別紙 6 －（前回提出内容から変更な
し） 

・記載の体裁の確認（変更前の記
載がない場合の記載作法）
・基本設計方針の展開（別紙 1 の
反映）
・共通項目記載部分の分割
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再処理施設　設工認に係る補足説明資料　別紙リスト 令和５年３月２４日　Ｒ４

資料№ 名称 提出日 Rev

別紙１ 基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 3/24 4

別紙２ 基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開 1/5 2

別紙３ 基本設計方針の添付書類への展開 1/5 0

別紙４ 添付書類の発電炉との比較 1/5 0

別紙５ 補足説明すべき項目の抽出 1/5 0

別紙６ 変更前記載事項の既設工認等との紐づけ 1/5 0

抑制00-01　【本文、添付書類、補足説明項目への展開（抑制）】

別紙
備考

(1/1)

4



 

 

 

 

 

 

別紙 

  

5



令和５年３月２４日 Ｒ４ 

 

 

 

 

 

別紙１ 
 

 

 

基本設計方針の許可整合性、 

発電炉との比較 

 
・別紙１①別添の「設工認に該当しない理由」の欄の記載事項の精査 

・試験・検査について，重事 17 における記載方針の整理結果を反映 

・3/23 ヒアリングにおける蒸発乾固 00-01 等への指摘事項の反映 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 

 第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（1 / 28） 
 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
（工場等外への放射性物質等

の放出を抑制するための設

備） 

第四十四条 

再処理施設には、重大事故が

発生した場合において工場等

外への放射性物質及び放射線

の放出を抑制するために必要

な設備が設けられていなけれ

ばならない。放①,注①,抑① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 個別項目 

7 その他再処理設備の附属施設 

7.3 その他の主要な事項 

 

 

 

 

 

7.3.7 放出抑制設備 

放出抑制設備の設計に係る共通的な設

計方針については，第 1章 共通項目の

「2. 地盤」，「3. 自然現象等」，

「5. 火災等による損傷の防止」，「6. 

再処理施設内における溢水による損傷の

防止」，「7. 再処理施設内における化

学薬品の漏えいによる損傷の防止」及び

「9. 設備に対する要求」に基づくもの

とする。 

 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋にお

いて重大事故等が発生した場合におい

て，工場等外への放射性物質及び放射線

の放出を抑制するために必要な重大事故

等対処設備として放出抑制設備を設ける

設計とする。放①-1,注①-1,抑①-1 

 

放出抑制設備は，放水設備，注水設備

及び抑制設備で構成する。放①-2,注①-

2,抑①-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．再処理施設の一般構造 

(７) その他の主要な構造 

(ⅱ) 重大事故等対処施設（再処理施設

への人の不法な侵入等の防止，安全避難

通路等，制御室，監視測定設備，緊急時

対策所及び通信連絡を行うために必要な

設備は(ⅰ)安全機能を有する施設に記

載） 

（ｉ）工場等外への放射性物質等の放出

を抑制するための設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋にお

いて重大事故等が発生した場合におい

て，工場等外への放射性物質等の放出を

抑制するために必要な重大事故等対処設

備を設置及び保管する。放①-1,注①-1,

抑①-1 

 

工場等外への放射性物質等の放出を抑

制するための設備は，放水設備，注水設

備及び抑制設備で構成する。放①-2,注

①-2,抑①-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.9 再処理施設に関する「再処理施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則」への適合性 

 

 

 

 

 

1.9.40 工場等外への放射性物質等の放

出を抑制するための設備 

（工場等外への放射性物質等の放出を抑

制するための設備） 

第四十条 再処理施設には、重大事故が

発生した場合において工場等外への放射

性物質及び放射線の放出を抑制するため

に必要な設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第４０条に規定する「放出を抑制す

るために必要な設備」とは、以下に掲

げる措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置を講じた設備をいう。 

一 再処理施設の各建物に放水できる

設備を配備すること。 

二 放水設備は、再処理施設の各建物

周辺における航空機衝突による航空

機燃料火災、化学火災に対応できる

こと。 

三 放水設備は、移動等により、複数

の方向から再処理施設の各建物に向

けて放水することが可能なこと。 

四 放水設備は、再処理施設の各建物

で同時使用することを想定し、必要

な台数を配備すること。 

五 建物への放水については、臨界安

全に及ぼす影響をあらかじめ考慮す

ること。 

六 海洋、河川、湖沼等への放射性物

質の流出を抑制する設備を整備する

こと。 

 

適合のための設計方針 

工場等外への放射性物質等の放出を抑

制するための設備として，再処理施設の

各建物で重大事故等が発生し，大気中へ

放射性物質の放出に至るおそれがある場

合において，大気中への放射性物質の放

出を抑制するために放水設備を設ける設

計とする。放◇1  

工場等外への放射性物質等の放出を抑

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

設工認において設計として

明確化するため記載を適正

化した。（以下同じ） 

【「等」の解説】 

「工場等」については再処理施設

の技術基準に関する規則に基づく

用語として許可の記載のとおりと

した。（以下同じ） 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

事業変更許可申請書に基づ

き工場等外への放射性物質

等の放出抑制に係る設計上

の考慮すべき事項に係る基

本設計方針を記載した。 

（以下同じ） 

【凡例】 

下線：基本設計方針に記載する事項(丸数字で紐づけ) 
波線：基本設計方針と許可の記載の内容変更部分 
灰色ハッチング：基本設計方針に記載しない事項 
黄色ハッチング：発電炉設工認と基本設計方針の記載内容が一致する箇所 
  ：発電炉との差異の理由     ：許可からの変更点等  
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 

 第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（2 / 28） 
 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3.7.1 放水設備 

7.3.7.1.1 放水設備の基本的な設計 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋にお

いて重大事故等が発生し，大気中への放

射性物質の放出に至るおそれがある場

合，建物に放水し，放射性物質の放出を

抑制するために必要な重大事故等対処設

備として，放水設備を設ける設計とす

る。放①-3 

再処理施設の各建物周辺における航空機

衝突による航空機燃料火災，化学火災が

発生した場合，泡消火又は放水による消

火活動を実施するために必要な重大事故

等対処設備として，放水設備を設ける設

計とする。放①-6 

 

放水設備は，大型移送ポンプ車，可搬

型放水砲，ホイールローダ及び可搬型建

屋外ホースで構成する。放①-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リ．その他再処理設備の附属施設の構造

及び設備 

(ロ) 重大事故等対処設備 

 

(ⅷ) 放出抑制設備 

(ａ) 放水設備 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋にお

いて重大事故等が発生し，大気中への放

射性物質の放出に至るおそれがある場

合，建物に放水し，放射性物質の放出を

抑制するために必要な重大事故等対処設

備を設置及び保管する。放①-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制するための設備として，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋で重大事故等が発生し，

工場等外への放射線の放出に至るおそれ

がある場合において，工場等外への放射

線の放出を抑制するために注水設備を設

ける設計とする。注◇1  

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

に対応できる設備として，放水設備を設

ける設計とする。放◇1  

放水設備は，移動等により複数の方向

から再処理施設の各建物に向けて放水す

ることが可能な設計とする。放◇1  

放水設備は，再処理施設の各建物で同

時使用することを想定し，必要な台数を

配備する。放◇1  

建物への放水については，臨界安全に

及ぼす影響をあらかじめ考慮し，実施す

る。放◇1  

海洋，河川，湖沼等への放射性物質の

流出を抑制するために抑制設備を設ける

設計とする。抑◇1  

 

 

 

 

9.15 放出抑制設備 

9.15.1 放水設備 

9.15.1.1 概 要 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋にお

いて重大事故等が発生し，大気中への放

射性物質の放出に至るおそれがある場

合，建物に放水し，放射性物質の放出を

抑制するために必要な重大事故等対処設

備を設置及び保管する。放◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.10 原子炉建屋放水設備 

(1) 大気への拡散抑制及び航空機燃料火

災対応 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損に至った場合において，発電所外

への放射性物質の拡散を抑制するための

重大事故等対処設備及び原子炉建屋周辺

における航空機衝突による航空機燃料火

災に対応できる設備として，原子炉建屋

放水設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放①-6（P3 から） 

 

 

 

 

 

 

放①-7（P3 から） 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

事業変更許可申請書に基づ

き設備構成を基本設計方針

へ記載した。（以下同じ） 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

再処理施設の事業変更許可

申請書の記載に合わせて化

学火災について記載してい

るが，再処理施設特有の事

象のため発電炉では記載し

ていない。（以下同じ） 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 

 第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（3 / 28） 
 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大気中への放射性物質の放出に至るお

それがある場合及び航空機衝突による航

空機燃料火災，化学火災が発生した場合

に必要な重大事故等対処設備として，放

水設備の他，水供給設備の第 1貯水槽，

補機駆動用燃料補給設備の第 1軽油貯

槽，第 2 軽油貯槽，軽油用タンクローリ

及び燃料補給用可搬型ホース，計測制御

設備の可搬型放水砲圧力計等並びに代替

安全冷却水系のホース展張車及び運搬車

を使用する設計とする。なお，水供給設

備に係る設計方針については第 2 章 個

別項目の「7.3.8 水供給設備」に，補

機駆動用燃料補給設備に係る設計方針に

ついては第 2 章 個別項目の「7.1.1 

電気設備」の「7.1.1.11 補機駆動用燃

料補給設備」に，計測制御設備に係る設

計方針については第 2 章 個別項目の

「4.1 計測制御設備」に，代替安全冷

却水系に係る設計方針については第 2 章 

個別項目の「7.2 給水施設及び蒸気供

給設備」の「7.2.2.3 代替安全冷却水

系」に示す。放①-4,5,8,9,放⑧-1,2,3,

⑨-1,2,3,⑩-1,2,3,4,⑪-1,2,3,4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性物質の放出を抑制するための対

処及び航空機燃料火災，化学火災への対

処では，放水設備の大型移送ポンプ車，

可搬型放水砲，ホイールローダ及び可搬

型建屋外ホース【放①-4】，水供給設備

の一部である第１貯水槽【放⑧-1】，代

替安全冷却水系の一部であるホース展張

車及び運搬車【放⑨-1】，補機駆動用燃

料補給設備の軽油貯槽及び軽油用タンク

ローリ【放⑩-1】並びに計装設備の一部

【放⑪-1】を使用する。放①-5 

 

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

が発生した場合，泡消火又は放水による

消火活動を実施するために必要な重大事

故等対処設備を設置及び保管する。放①

-6 

放水設備は，大型移送ポンプ車，可搬

型放水砲，ホイールローダ及び可搬型建

屋外ホースで構成する。放①-7 

 

 

 

水供給設備の一部である第１貯水槽

【放⑧-2】，補機駆動用燃料補給設備の

一部である軽油貯槽【放⑩-2】及び計装

設備【放⑪-2】の一部を常設重大事故等

対処設備として設置する。放①-8 

 

代替安全冷却水系の一部であるホース

展張車及び運搬車【放⑨-2】，補機駆動

用燃料補給設備の一部である軽油用タン

クローリ【放⑩-3】並びに計装設備の一

部【放⑪-3】を可搬型重大事故等対処設

備として配備する。放①-9 

 

水供給設備については「リ．

(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)１） 水供給設備」

に，【放⑧-3】補機駆動用燃料補給設備

については「リ．(４)(ⅶ) 補機駆動用

燃料補給設備」に，【放⑩-4】計装設備

については「ヘ．(３)(ⅱ)(ａ) 計装設

備」に，【放⑪-4】代替安全冷却水系に

ついては「リ．(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)２） 

代替安全冷却水系」【放⑨-3】に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

が発生した場合，航空機燃料火災，化学

火災に対応するために必要な重大事故等

対処設備を設置及び保管する。放◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放①-6（P2 へ） 

 

 

 

 

 

放①-7（P2 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

他条文設備の明確化及び基本設計方

針としての記載の適正化 

（以下同じ） 

【許可からの変更点】 

設工認の章構成に合わせ

て引用先を適正化。（以

下同じ） 

【「等」の解説】 

「可搬型放水砲圧力計

等」の指す内容は，可搬

型建屋内線量率計，可搬

型放水砲流量計，可搬型

燃料貯蔵プール等状態監

視カメラ，可搬型燃料貯

蔵プール等空間線量率計

（サーベイメータ）及び

可搬型燃料貯蔵プール等

空間線量率計（線量率

計）であり添付書類で示

す。（以下同じ） 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

事業変更許可申請書に基づ

き設備構成を基本設計方針

へ記載した。（以下同じ） 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 

 第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（4 / 28） 
 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放水設備は，再処理施設のうち使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分

離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス

固化建屋において重大事故等が発生し，

大気中への放射性物質の放出に至るおそ

れがある場合，大型移送ポンプ車から供

給する水を，可搬型建屋外ホースを介し

て可搬型放水砲により建物に放水できる

設計とする。放①-10 

 

また，セル又は建物へ注水できる設計

とする。放①-11 

 

放水設備は，再処理施設の各建物周辺

における航空機衝突による航空機燃料火

災，化学火災が発生した場合，大型移送

ポンプ車から水及び泡消火薬剤 2m3を，

可搬型建屋外ホースを介して可搬型放水

砲へ供給することで，泡消火又は放水に

よる消火活動を行い，航空機燃料火災，

化学火災に対応できる設計とする。放①

-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放水設備は，移動等により複数の方向

から再処理施設の各建物に向けて放水す

ることが可能な設計とする。放①-13 

 

 

 

 

 

 

放水設備の可搬型放水砲は，ホイール

ローダを用いて運搬できる設計とする。

放①-14 

 

 

放水設備は，再処理施設のうち使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分

離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス

固化建屋において重大事故等が発生し，

大気中への放射性物質の放出に至るおそ

れがある場合，大型移送ポンプ車から供

給する水を，可搬型建屋外ホースを介し

て可搬型放水砲により建物に放水できる

設計とする。放①-10 

 

また，セル又は建物へ注水できる設計

とする。放①-11 

 

放水設備は，再処理施設の各建物周辺

における航空機衝突による航空機燃料火

災，化学火災が発生した場合，大型移送

ポンプ車から供給する水を，可搬型建屋

外ホースを介して可搬型放水砲による泡

消火又は放水による消火活動を行い，航

空機燃料火災，化学火災に対応できる設

計とする。放①-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放水設備は，移動等により複数の方向

から再処理施設の各建物に向けて放水す

ることが可能な設計とする。放①-13 

 

 

 

 

 

 

放水設備の可搬型放水砲は，ホイール

ローダを用いて運搬できる設計とする。 

放①-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放水設備は，移動等により複数の方向

から再処理施設の各建物に向けて放水す

ることを可能とする。放◇1  

 

 

放水設備は，再処理施設の各建物で同

時使用することを想定し，必要な台数を

配備する。放◇1  

 

 

 

 

 

 

大気への放射性物質の拡散を抑制する

ための重大事故等対処設備として，原子

炉建屋放水設備は，可搬型代替注水大型

ポンプにより海水を取水し，ホース等を

経由して放水砲から原子炉建屋へ放水で

きる設計とする。 

 

原子炉建屋周辺における航空機衝突に

よる航空機燃料火災に対応するための重

大事故等対処設備として，原子炉建屋放

水設備は，可搬型代替注水大型ポンプに

より泡混合器を通して，海水を泡消火薬

剤と混合しながらホース等を経由して放

水砲から原子炉建屋周辺へ放水できる設

計とする。 

泡消火薬剤容器（大型ポンプ用）は，

航空機燃料火災への泡消火に対応するた

めに必要な容量の泡消火薬剤を保管でき

る設計とする。泡消火薬剤の保有数は，

必要な容量として５m3確保し，故障時の

予備用として５m3の計10m3を保管する。 

なお，泡消火薬剤容器（大型ポンプ

用）の容量は１m3/個であり，確保され

た泡消火薬剤５m3を１m3 毎に分け５

個，予備用の泡消火薬剤５m3を１m3毎に

分け５個の計10個を保管する。 

泡混合器は，航空機燃料火災に対応す

るため，可搬型代替注水大型ポンプ，放

水砲及び泡消火薬剤容器（大型ポンプ

用）に接続することで，泡消火薬剤を混

合して放水できる設計とする。また，泡

混合器の保有数は，航空機燃料火災に対

応するため，１個と故障時の予備として

１個の合計2個を保管する。 

 

可搬型代替注水大型ポンプ及び放水砲

は，設置場所を任意に設定し，複数の方

向から原子炉建屋に向けて放水できる設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

事業変更許可申請書に基

づきセル又は建物へ注水

できる設計を基本設計方

針へ記載した。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

事業変更許可申請書に基

づき可搬型放水砲の運搬

に係る基本設計方針を記

載した。 

【許可からの変更点】 

火災に対応するための設計

方針を明確にするため，記

載を適正化した。 

また，「火災時に対応でき

る設計」に使用する資機材

として泡消火薬剤につい

て，保有量とともに記載し

た。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

航空機燃料火災への対応方針は同じ

であるが、設備構成が異なるため、

該当する記載がない。 

【「等」の解説】 

「移動等」とは、風向き及

び建物の開口部を考慮して

複数の方向から放水できる

よう、設置場所を任意に設

定し、放水砲の移動や放水

方向を変更することであ

る。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 

 第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（5 / 28） 
 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物への放水については，臨界安全に

及ぼす影響をあらかじめ考慮して行うこ

とを，保安規定に定めて，管理する。放

①-15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3.7.1.2 多様性，位置的分散 

 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲及び可搬型建屋外ホースは，共通

要因によって同時にその機能が損なわれ

るおそれがないよう，故障時のバックア

ップを含めて必要な数量を使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分離建

屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化

建屋から 100m 以上の離隔距離を確保し

た複数の外部保管エリアに分散して保管

することで位置的分散を図る設計とす

る。放② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放水設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共

用する。放③-1 

 

放水設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃料

加工施設における重大事故等対処に同時

に対処することを考慮し，十分な数量を

確保することで，共用によって重大事故

等時の対処に影響を及ぼさない設計とす

る。放③-2,④-1 

 

 

 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲及び可搬型建屋外ホースは，故障

時バックアップを含めて必要な数量を使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建

屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液

ガラス固化建屋から 100ｍ以上の離隔距

離を確保した複数の外部保管エリアに分

散して保管することで位置的分散を図

る。放② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物への放水については，臨界安全に

及ぼす影響をあらかじめ考慮し，実施す

る。放①-15 

 

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

に対応するために放水設備による消火活

動を行う。放◇1  

 

 

放水設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共

用する。放◇1  

 

 

 

 

 

 

 

9.15.1.2 設計方針 

(１) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18 (１) 

ａ．多様性，位置的分散」に示す。放◇1  

 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲及び可搬型建屋外ホースは，故障

時バックアップを含めて必要な数量を使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建

屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液

ガラス固化建屋から 100ｍ以上の離隔距

離を確保した複数の外部保管エリアに分

散して保管することで位置的分散を図

る。放◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放③-1 

（P6 へ） 

 

放③-2,④-1 

（P6 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

事業変更許可申請書に基

づき臨界安全に及ぼす影

響の考慮に係る基本設計

方針を記載した。 

【許可からの変更点】 

設計方針の内容を明確にす

るため 36 条重大事故等対

処設備の基本設計方針に記

載する位置的分散に係る設

計方針を追記した。（以下

同じ） 

【許可からの変更点】 

運用要求について「保安規定に定

めて，管理する」との記載に適正

化する。 

【許可からの変更点】 

36 条展開に伴う記載の適正化 

（以下同じ） 

【許可からの変更点】 

記載の適性化 

（「対処」の重複） 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時に

事業指定基準規則の 33条

重大事故等対処設備の設計

方針を各 SA 設備条文に展

開して記載した。 
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7.3.7.1.3 悪影響防止 

放水設備は，MOX 燃料加工施設と共用

する。放③-1 

 

 

 

放水設備は，再処理施設及び MOX 燃料

加工施設における重大事故等に同時に対

処することを考慮し，十分な数量を確保

することで，共用によって重大事故等時

の対処に悪影響を及ぼさない設計とす

る。放③-2,④-1 

 

なお，数量に係る設計方針について

は，「7.3.7.1.4 個数及び容量」に示

す。放③-3 

 

放水設備の大型移送ポンプ車は，回転

体が飛散することを防ぐことで他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

放③-4 

 

屋外に保管する放水設備の大型移送ポ

ンプ車，可搬型放水砲及び可搬型建屋外

ホースは，竜巻により飛来物とならない

よう必要に応じて固縛等の措置をとるこ

とで他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。放③-5 

 

 

7.3.7.1.4 個数及び容量 

 

 

MOX 燃料加工施設と共用する大気中へ

の放射性物質の放出を抑制するために使

用する放水設備の大型移送ポンプ車は，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建

屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液

ガラス固化建屋の最高点である屋上全般

にわたって放水設備の可搬型放水砲で放

水するための水を供給する設計とする。

放③-6,④-2 

 

放水設備の可搬型放水砲で放水する最

大の流量が約 900m3/h であり，放水設備

の可搬型放水砲の 2台同時放水を可能に

するために，放水設備の大型移送ポンプ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外に保管する放水設備の大型移送ポ

ンプ車，可搬型放水砲及び可搬型建屋外

ホースは，竜巻により飛来物とならない

よう必要に応じて固縛等の措置をとるこ

とで他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。放③-5 

 

 

 

 

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する大気中

への放射性物質の放出を抑制するために

使用する放水設備の大型移送ポンプ車

は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処

理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル

廃液ガラス固化建屋の最高点である屋上

全般にわたって放水設備の可搬型放水砲

で放水するための水を供給する。放③-

6,④-2 

 

放水設備の可搬型放水砲で放水する最

大の流量が約 900ｍ３／ｈであり，放水

設備の可搬型放水砲の２台同時放水を可

能にするために，放水設備の大型移送ポ

 

(２) 悪影響防止 

基本方針については，「1.7.18 (１) 

ｂ．悪影響防止」に示す。放◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

放水設備の大型移送ポンプ車は，回転

体が飛散することを防ぐことで他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

放③-4 

 

屋外に保管する放水設備の大型移送ポ

ンプ車，可搬型放水砲及び可搬型建屋外

ホースは，竜巻により飛来物とならない

よう必要に応じて固縛等の措置をとるこ

とで他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。放◇1  

 

(３) 個数及び容量 

基本方針については，「1.7.18 (２) 

個数及び容量」に示す。放◇1  

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する大気中

への放射性物質の放出を抑制するために

使用する放水設備の大型移送ポンプ車

は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処

理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル

廃液ガラス固化建屋の最高点である屋上

全般にわたって可搬型放水砲で放水する

ための水を供給する。放◇1  

 

 

放水設備の可搬型放水砲で放水する最

大の流量が約 900ｍ３／ｈであり，放水

設備の可搬型放水砲の２台同時放水を可

能にするために，放水設備の大型移送ポ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放③-1 

（P5 より） 

 

 

 

放③-2,④-1 

（P5 より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「等」の解説】 

「固縛等」が示す具体的内

容は設備によって異なり，

添付書類において明確化す

るため，基本設計方針では

等のままとした。（以下同

じ） 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時に

事業指定基準規則の 33条

重大事故等対処設備の設計

方針を各 SA 設備条文に展

開して記載した。 

【許可からの変更点】 

36 条展開に伴う記載の適正化 

（以下同じ） 

【許可からの変更点】 

記載の適正化（全角半角変換） 

（以下同じ） 

【許可からの変更点】 

記載の適性化 

（「対処」の重複）

（以下同じ） 
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車は，必要な容量を有する設計とすると

ともに，保有数は，必要数並びに予備と

して故障時のバックアップ及び点検保守

による待機除外時のバックアップを含め

必要な台数を確保する設計とする。放③

-7,④-3 

 

MOX 燃料加工施設と共用する再処理施

設の各建物周辺における航空機衝突によ

る航空機燃料火災，化学火災に使用する

放水設備の大型移送ポンプ車は，再処理

施設の各建物周辺における航空機衝突に

よる航空機燃料火災，化学火災に対応す

るために放水設備の可搬型放水砲で放水

するための水及び泡消火薬剤を供給する

設計とする。放③-8,④-4 

 

放水設備の可搬型放水砲で放水する最

大の流量が約 900m3/h に対して放水設備

の大型移送ポンプ車は，必要な容量を有

する設計とする。放③-9,④-5 

 

 

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

に使用する放水設備の大型移送ポンプ車

の必要数は 2 台であり，大気中への放射

性物質の放出を抑制するために使用する

放水設備の大型移送ポンプ車を使用する

設計とする。放③-10,④-6 

 

MOX 燃料加工施設と共用する大気中へ

の放射性物質の放出を抑制するために使

用する放水設備の可搬型放水砲は，使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラ

ス固化建屋の最高点である屋上全般にわ

たって放水するために必要な容量を有す

る設計とするとともに，保有数は，必要

数及び予備として故障時のバックアップ

を含め必要な台数を確保する設計とす

る。放③-11,④-7 

 

MOX 燃料加工施設と共用する再処理施

設の各建物周辺における航空機衝突によ

る航空機燃料火災，化学火災に使用する

放水設備の可搬型放水砲は，再処理施設

の各建物周辺における航空機衝突による

ンプ車は，約 1,800ｍ３／ｈ【放□1 】の

送水流量を有する設計とするとともに，

保有数は，必要数として８台，【放□1 】

予備として故障時及び保守点検による待

機除外時バックアップを９台の合計 17

台以上【放□1 】を確保する。放③-7,④-

3 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理

施設の各建物周辺における航空機衝突に

よる航空機燃料火災，化学火災に使用す

る放水設備の大型移送ポンプ車は，再処

理施設の各建物周辺における航空機衝突

による航空機燃料火災，化学火災に対応

するために放水設備の可搬型放水砲で放

水するための水を供給する。放③-8,④-

4 

 

放水設備の可搬型放水砲で放水する最

大の流量が約 900ｍ３／ｈに対して放水

設備の大型移送ポンプ車は，約 1,800ｍ
３／ｈ【放□1 】の送水流量を有する設計

とする。放③-9,④-5 

 

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

に使用する放水設備の大型移送ポンプ車

の必要数は２台であり，大気中への放射

性物質の放出を抑制するために使用する

放水設備の大型移送ポンプ車を兼用す

る。放③-10,④-6 

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する大気中

への放射性物質の放出を抑制するために

使用する放水設備の可搬型放水砲は，使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建

屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液

ガラス固化建屋の最高点である屋上全般

にわたって放水するために必要な容量を

有する設計とするとともに，保有数は，

必要数として７台，【放□1 】予備として

故障時バックアップを７台の合計 14 台

以上【放□1 】を確保する。放③-11,④-7 

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理

施設の各建物周辺における航空機衝突に

よる航空機燃料火災，化学火災に使用す

る放水設備の可搬型放水砲は，再処理施

設の各建物周辺における航空機衝突によ

ンプ車は，約 1,800ｍ３／ｈの送水流量

を有する設計とするとともに，保有数

は，必要数として８台，予備として故障

時及び保守点検による待機除外時バック

アップを９台の合計 17台以上を確保す

る。放◇1  

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理

施設の各建物周辺における航空機衝突に

よる航空機燃料火災，化学火災に使用す

る放水設備の大型移送ポンプ車は，再処

理施設の各建物周辺における航空機衝突

による航空機燃料火災，化学火災に対応

するために放水設備の可搬型放水砲で放

水するための水を供給する。放◇1  

 

 

放水設備の可搬型放水砲で放水する最

大の流量が約 900ｍ３／ｈに対して放水

設備の大型移送ポンプ車は，約 1,800ｍ
３／ｈの送水流量を有する設計とする。

放◇1  

 

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

に使用する放水設備の大型移送ポンプ車

の必要数は２台であり，大気中への放射

性物質の放出を抑制するために使用する

放水設備の大型移送ポンプ車を兼用す

る。放◇1  

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する大気中

への放射性物質の放出を抑制するために

使用する放水設備の可搬型放水砲は，使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建

屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液

ガラス固化建屋の最高点である屋上全般

にわたって放水するために必要な容量を

有する設計とするとともに，保有数は，

必要数として７台，予備として故障時バ

ックアップを７台の合計 14 台以上を確

保する。放◇1  

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理

施設の各建物周辺における航空機衝突に

よる航空機燃料火災，化学火災に使用す

る放水設備の可搬型放水砲は，再処理施

設の各建物周辺における航空機衝突によ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

仕様表対象設備の具体的な仕様は仕

様表にて示すため，個数，容量につ

いては基本設計方針に記載しない。

（以下同じ） 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時に

事業指定基準規則の 33条

重大事故等対処設備の設計

方針を各 SA 設備条文に展

開して記載した。 

【許可からの変更点】 

36 条展開に伴う記載の適

正化（以下同じ） 

【許可からの変更点】 

火災に対応するための設

計方針を明確にするた

め，記載を適正化。 

 

【許可からの変更点】 

同じ条文内で使用する設

備であるため，記載の適

正化。（「兼用する」を

「使用する」へ変更）。

（以下同じ） 
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航空機燃料火災，化学火災に対応するた

めに必要な容量を有する設計とする。放

③-12,④-8 

 

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

に使用する放水設備の可搬型放水砲の必

要数は 1 台であり，大気中への放射性物

質の放出を抑制するために使用する放水

設備の可搬型放水砲を使用する設計とす

る。放③-13,④-9 

 

MOX 燃料加工施設と共用する放水設備

の可搬型建屋外ホースは，重大事故等へ

の対処に必要となる流路を確保するた

め，保有数は，必要数及び予備として故

障時のバックアップを含め必要な台数を

確保する設計とする。放③-14,④-10 

 

MOX 燃料加工施設と共用する放水設備

のホイールローダの保有数は，必要数と

して 3台並びに予備として故障時のバッ

クアップ及び点検保守による待機除外時

のバックアップを 4台の合計 7台を確保

する設計とする。放③-15,④-11 

 

7.3.7.1.5 環境条件等 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車及び可搬

型放水砲は，汽水の影響に対して耐腐食

性材料を使用する設計とする。放⑤-1 

 

屋外に保管する放水設備の大型移送ポ

ンプ車及び可搬型放水砲は，風（台風）

及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻

による風荷重を考慮し，当該設備の転倒

防止，固縛等の措置を講じて保管する設

計とする。放⑤-2 

 

屋外に保管する放水設備の可搬型建屋

外ホースは，風（台風）及び竜巻に対し

て，風（台風）及び竜巻による風荷重を

考慮し，収納するコンテナ等に対して転

倒防止，固縛等の措置を講じて保管する

設計とする。放⑤-3 

 

 

る航空機燃料火災，化学火災に対応する

ために必要な容量を有する設計とする。

放③-12,④-8 

 

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

に使用する放水設備の可搬型放水砲の必

要数は１台であり，大気中への放射性物

質の放出を抑制するために使用する放水

設備の可搬型放水砲を兼用する。放③-

13,④-9 

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する放水設

備の可搬型建屋外ホースは，重大事故等

への対処に必要となる流路を確保するた

めの必要数を確保することに加えて，予

備として故障時バックアップを確保す

る。放③-14,④-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車及び可搬

型放水砲は，汽水の影響に対して耐腐食

性材料を使用する設計とする。放⑤-1 

 

屋外に保管する放水設備の大型移送ポ

ンプ車及び可搬型放水砲は，風（台風）

及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻

による風荷重を考慮し，当該設備の転倒

防止，固縛等の措置を講じて保管する設

計とする。放⑤-2 

 

屋外に保管する放水設備の可搬型建屋

外ホースは，風（台風）及び竜巻に対し

て，風（台風）及び竜巻による風荷重を

考慮し，収納するコンテナ等に対して転

倒防止，固縛等の措置を講じて保管する

設計とする。放⑤-3 

 

 

る航空機燃料火災，化学火災に対応する

ために必要な容量を有する設計とする。 

放◇1  

 

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

に使用する放水設備の可搬型放水砲の必

要数は１台であり，大気中への放射性物

質の放出を抑制するために使用する放水

設備の可搬型放水砲を兼用する。放◇1  

 

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する放水設

備の可搬型建屋外ホースは，重大事故等

への対処に必要となる流路を確保するた

めの必要数を確保することに加えて，予

備として故障時バックアップを確保す

る。放◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 環境条件等 

基本方針については，「1.7.18 (３) 

環境条件等」に示す。放◇1  

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

放水設備の大型移送ポンプ車及び可搬

型放水砲は，汽水の影響に対して耐腐食

性材料を使用する設計とする。放◇1  

 

屋外に保管する放水設備の大型移送ポ

ンプ車及び可搬型放水砲は，風（台風）

及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻

による風荷重を考慮し，当該設備の転倒

防止，固縛等の措置を講じて保管する設

計とする。放◇1  

 

屋外に保管する放水設備の可搬型建屋

外ホースは，風（台風）及び竜巻に対し

て，風（台風）及び竜巻による風荷重を

考慮し，収納するコンテナ等に対して転

倒防止，固縛等の措置を講じて保管する

設計とする。放◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放③-15,④-11 

（P12 より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「等」の解説】 

「コンテナ等」とは屋外に保管する

可搬型重大事故等対処設備を収納す

るための手段のうち，保管庫以外の

手段の総称として示した記載であ

る。具体的な内容は添付書類で示す

ため，当該箇所では許可の記載を用

いた。（以下同じ） 

【許可からの変更点】 

基本設計方針対象設備の個数

については，許可本文に記載

の個数を踏まえ基本設計方針

にて記載する。（以下同じ） 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時に

事業指定基準規則の 33条

重大事故等対処設備の設計

方針を各 SA 設備条文に展

開して記載した。 

【許可からの変更点】 

可搬型建屋外ホースにつ

いては、具体的な数量を

仕様表にて示すため，大

型移送ポンプ車等の保有

数と同じ表現に適正化し

た。（以下同じ） 

14



別紙１① 
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 第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（9 / 28） 
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地震を要因とする重大事故等が発生し

た場合に対処に用いる放水設備の大型移

送ポンプ車は，第１章 共通項目の「9.2 

重大事故等対処設備」の「9.2.7 地震を

要因とする重大事故等に対する施設の耐

震設計」に基づく設計とすることで，重

大事故等への対処に必要な機能を損なわ

ない設計とする。放⑤-4 

 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲及び可搬型建屋外ホースは，内部

発生飛散物の影響を考慮し，外部保管エ

リアの内部発生飛散物の影響を受けない

場所に保管することにより，重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計

とする。放⑤-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車及び可搬

型放水砲は，想定される重大事故等が発

生した場合においても操作に支障がない

ように線量率の高くなるおそれの少ない

屋外で操作可能な設計とする。放⑤-6 

 

7.3.7.1.6 操作性の確保 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲及び可搬型建屋外ホースは，コネ

クタ接続に統一することにより，速やか

に，容易かつ確実に現場での接続が可能

な設計とする。放⑥ 

 

 

 

 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる放水設備の大型移送ポンプ車

は，「ロ．(７)(ⅱ)(ｂ)（ホ） 地震を

要因とする重大事故等に対する施設の耐

震設計」に基づく設計とすることでその

機能を損なわない設計とする。放⑤-4 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲及び可搬型建屋外ホースは，内部

発生飛散物の影響を考慮し，外部保管エ

リアの内部発生飛散物の影響を受けない

場所に保管することにより，機能を損な

わない設計とする。放⑤-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車及び可搬

型放水砲は，想定される重大事故等が発

生した場合においても操作に支障がない

ように線量率の高くなるおそれの少ない

屋外で操作可能な設計とする。放⑤-6 

 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲及び可搬型建屋外ホースは，簡便

なコネクタ接続に統一することにより，

現場での接続が可能な設計とする。放⑥ 

 

 

 

 

 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる放水設備の大型移送ポンプ車

は，「1.7.18（５） 地震を要因とする

重大事故等に対する施設の耐震設計」に

基づく設計とすることでその機能を損な

わない設計とする。放◇1  

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲及び可搬型建屋外ホースは，内部

発生飛散物の影響を考慮し，外部保管エ

リアの内部発生飛散物の影響を受けない

場所に保管することにより，機能を損な

わない設計とする。放◇1  

 

放水設備の大型移送ポンプ車及び可搬

型放水砲は，積雪及び火山の影響に対し

て，積雪に対しては除雪する手順を，火

山の影響（降下火砕物による積載荷重）

に対しては除灰する手順を整備する。 

放◇2  

 

放水設備の可搬型建屋外ホースは，コ

ンテナ等に収納して保管し，積雪及び火

山の影響に対して，積雪に対しては除雪

する手順を，火山の影響（降下火砕物に

よる積載荷重）に対しては除灰する手順

を整備する。放◇2  

 

放水設備の大型移送ポンプ車及び可搬

型放水砲は，想定される重大事故等が発

生した場合においても操作に支障がない

ように線量率の高くなるおそれの少ない

屋外で操作可能な設計とする。放◇1  

 

(５) 操作性の確保 

基本方針については，「1.7.18 (４) 

ａ．操作性の確保」に示す。放◇1  

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲及び可搬型建屋外ホースは，コネ

クタ接続に統一することにより，現場で

の接続が可能な設計とする。放◇1  

 

9.15.1.3 主要設備の仕様 

放水設備の主要設備の仕様を第 9.15

－１表に示す。放◇3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

設計方針の内容を明確

にするため 36 条重大事

故等対処設備の基本設

計方針に記載する操作

性に係る内容を追記し

た。（以下同じ） 

【許可からの変更点】 

記載の適正化。（「簡便

な」を削除） 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時に

事業指定基準規則の 33条

重大事故等対処設備の設計

方針を各 SA 設備条文に展

開して記載した。 

【許可からの変更点】 

設計方針の内容を明確に

するため 36 条重大事故等

対処設備の基本設計方針

に記載する環境条件等に

係る内容を適正化した。

（以下同じ） 
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9.15.1.4 系統構成及び主要設備 

再処理施設の各建物で重大事故等が発

生し，大気中への放射性物質の放出に至

るおそれがある場合において，大気中へ

の放射性物質の放出抑制及び再処理施設

の各建物周辺における航空機衝突による

航空機燃料火災，化学火災の対応を行う

ための重大事故等対処設備として，放水

設備を使用する。放◇1  

 

放水設備は，大型移送ポンプ車，可搬

型放水砲，ホイールローダ及び可搬型建

屋外ホースで構成する。放◇1  

 

放射性物質の放出を抑制するための対

処では，放水設備に加えて水供給設備の

一部である第１貯水槽，代替安全冷却水

系の一部であるホース展張車及び運搬

車，補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽

及び軽油用タンクローリ，計装設備の一

部である可搬型放水砲流量計，可搬型放

水砲圧力計，可搬型建屋内線量率計，可

搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サ

ーベイメータ）及び可搬型燃料貯蔵プー

ル等空間線量率計（線量計）を使用す

る。放◇1  

 

航空機燃料火災，化学火災への対処で

は，放水設備に加えて，水供給設備の一

部である第１貯水槽，代替安全冷却水系

の一部であるホース展張車及び運搬車，

補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽及び

軽油用タンクローリ及び計装設備の一部

である可搬型放水砲流量計及び可搬型放

水砲圧力計を使用する。放◇1  

 

水供給設備の一部である第１貯水槽及

び補機駆動用燃料補給設備の一部である

軽油貯槽を常設重大事故等対処設備とし

て設置する。放◇1  

 

代替安全冷却水系の一部であるホース

展張車及び運搬車，補機駆動用燃料補給

設備の一部である軽油用タンクローリ並

びに計装設備の一部である可搬型放水砲

流量計，可搬型放水砲圧力計，可搬型建

屋内線量率計，可搬型燃料貯蔵プール等

空間線量率計（サーベイメータ）及び可

搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線
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量計）を可搬型重大事故等対処設備とし

て配備する。放◇1  

 

水供給設備については「9.4.2.1.4 系

統構成及び主要設備」に，補機駆動用燃

料補給設備については「9.14.4 系統構

成」に，代替安全冷却水系については，

「9.5.2.1.2 系統構成及び主要設備」

に，及び計装設備については「6.2.1.4 

系統構成及び主要設備」に示す。放◇1  

 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理

建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃

液ガラス固化建屋において重大事故等が

発生し，大気中への放射性物質の放出に

至るおそれがある場合，放射性物質の放

出を抑制するために，可搬型放水砲の設

置場所を任意に設定し，大型移送ポンプ

車から供給する水を，可搬型建屋外ホー

スを介して可搬型放水砲へ供給し，建物

へ放水できる設計とする。放◇1  

 

また，セル又は建物へ注水できる設計

とする。放◇1  

 

再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災

の対応を行うために，可搬型放水砲の設

置場所を任意に設定し，大型移送ポンプ

車から供給する水を，可搬型建屋外ホー

スを介して可搬型放水砲へ供給し，泡消

火又は放水による消火活動ができる設計

とする。放◇1  

 

可搬型放水砲は，ホイールローダを用

いて運搬できる設計とする。放◇1  

 

放水設備の系統概要図を第 9.15－１

図及び第 9.15－２図に示す。放◇3  
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7.3.7.1.7 試験・検査 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車は，通常

時において，重大事故等に対処するため

に必要な機能を確認するため，外観点

検，員数確認，機能・性能確認が可能な

設計とする。また，当該機能を健全に維

持するため，分解点検が可能な設計とす

る。放⑦-1 

 

放水設備の大型移送ポンプ車は，車両

として運転状態の確認が可能な設計とす

る。放⑦-2 

 

 

放水設備の可搬型放水砲は，通常時に

おいて，重大事故等に対処するために必

要な機能を確認するため，外観点検が可

能な設計とする。また，当該機能を健全

に維持するため，保修が可能な設計とす

る。放⑦-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車は，再処

理施設の運転中又は停止中に外観点検，

員数確認，性能確認，分解点検等が可能

な設計とする。放⑦-1 

 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車は，車両

として運転状態の確認が可能な設計とす

る。放⑦-2 

 

 

放水設備の可搬型放水砲は，再処理施

設の運転中又は停止中に外観の確認が可

能な設計とする。放⑦-3 

 

 

 

 

(イ) 主要な設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

大型移送ポンプ車（ＭＯＸ燃料加工施

設と共用） 

17台（予備として故障時及び待機除外

時のバックアップを９台） 

容量約1,800ｍ３／ｈ／台放□1  

 

可搬型放水砲（ＭＯＸ燃料加工施設と

共用） 

14台（予備として故障時のバックアッ

プを７台）放□1  

 

ホイールローダ（ＭＯＸ燃料加工施設

と共用） 

７台（予備として故障時及び待機除外

時のバックアップを４台）放③

-15,④-11 

 

可搬型建屋外ホース（ＭＯＸ燃料加工

施設と共用） 

１式放□1  

 

 

 

9.15.1.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18 (４) 

ｂ．試験・検査性」に示す。放◇1  

放水設備の大型移送ポンプ車は，再処

理施設の運転中又は停止中に外観点検，

員数確認，性能確認，分解点検等が可能

な設計とする。放◇1  

 

 

 

 

放水設備の大型移送ポンプ車は，車両

として運転状態の確認が可能な設計とす

る。放◇1  

 

 

放水設備の可搬型放水砲は，再処理施

設の運転中又は停止中に外観の確認が可

能な設計とする。放◇1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放③-15,④-11 

（P8 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の 33

条重大事故等対処設備の

設計方針を各 SA 設備条文

に展開して記載した。 

【許可からの変更点】 

機器に対する試験・検査項目の

明確化（以下同じ） 

【許可からの変更点】 

設計方針の内容を明確に

するため，36 条重大事故

等対処設備の基本設計方

針に記載する試験・検査

に係る内容を追記した。 

（以下同じ） 
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7.3.7.2 注水設備 

7.3.7.2.1 注水設備の基本的な設計 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋において重大事故等が発生し，

工場等外への放射線の放出に至るおそれ

がある場合，燃料貯蔵プール等へ注水

し，放射線の放出を抑制するために必要

な重大事故等対処設備として，注水設備

を設ける設計とする。注①-3 

 

注水設備は，大型移送ポンプ車，可搬

型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

で構成する。注①-4 

 

 

大型移送ポンプ車及び可搬型建屋外ホ

ースは，放水設備と兼用し，可搬型建屋

内ホースは「1.2.1 使用済燃料貯蔵設

備」のスプレイ設備と兼用する設計とす

る。注①-5,⑧-1,⑩-1 

 

工場等外への放射線の放出に至るおそ

れがある場合の重大事故等対処設備とし

て，放水設備の大型移送ポンプ車及び可

搬型建屋外ホース，水供給設備の第 1 貯

水槽，スプレイ設備の可搬型建屋内ホー

ス，代替安全冷却水系のホース展張車及

び運搬車，補機駆動用燃料補給設備の第

1 軽油貯槽及び第 2軽油貯槽，軽油用タ

ンクローリ及び燃料補給用可搬型ホース

並びに計測制御設備の可搬型放水砲流量

計等を使用する設計とする。なお，放水

設備に係る設計方針については第 2章 

個別項目の「7.3.1 放水設備」に，水

供給設備に係る設計方針については第 2

章 個別項目の「7.3.8 水供給設備」

に，スプレイ設備に係る設計方針につい

ては第 2 章 個別項目の「1.2 使用済

燃料の貯蔵施設」の「1.2.1 使用済燃料

貯蔵設備」の「1.2.1.7 スプレイ設

備」に，代替安全冷却水系に係る設計方

針については第 2 章 個別項目の「7.2 

給水施設及び蒸気供給設備」の

「7.2.2.3 代替安全冷却水系」に，補

機駆動用燃料補給設備に係る設計方針に

リ．その他再処理設備の附属施設の構造

及び設備 

(ロ) 重大事故等対処設備 

 

 

(ｂ) 注水設備 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋において重大事故等が発生し，

工場等外への放射線の放出に至るおそれ

がある場合，燃料貯蔵プール等へ注水

し，放射線の放出を抑制するために必要

な重大事故等対処設備を設置及び保管す

る。注①-3 

 

注水設備は，大型移送ポンプ車，可搬

型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

で構成する。注①-4 

 

 

大型移送ポンプ車及び可搬範型建屋外

ホースは，放水設備と兼用し，可搬型建

屋内ホースはスプレイ設備と兼用する。 

注①-5,⑧-1,⑩-1 

 

 

放射線の放出を抑制するための対処で

は，放水設備の一部である大型移送ポン

プ車及び可搬型建屋外ホース【注⑧-

2】，水供給設備の一部である第１貯水

槽【注⑨-1】，スプレイ設備の一部であ

る可搬型建屋内ホース【注⑩-2】，代替

安全冷却水系の一部であるホース展張車

及び運搬車【注⑪-1】，補機駆動用燃料

補給設備の軽油貯槽及び軽油用タンクロ

ーリ【注⑫-1】並びに計装設備の一部

【注⑬-1】を使用する。注①-6 

 

水供給設備の一部である第１貯水槽

【注⑨-2】，補機駆動用燃料補給設備の

一部である軽油貯槽【注⑫-2】及び計装

設備の一部【注⑬-2】を常設重大事故等

対処設備として設置する。注①-7 

 

放水設備の一部である大型移送ポンプ

車及び可搬型建屋外ホース【注⑧-3】，

スプレイ設備の一部である可搬型建屋内

ホース【注⑩-3】，代替安全冷却水系の

一部であるホース展張車及び運搬車【注

⑪-2】，補機駆動用燃料補給設備の一部

 

 

 

9.15 放出抑制設備 

9.15.2 注水設備 

9.15.2.1 概 要 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋において重大事故等が発生し，

工場等外への放射線の放出に至るおそれ

がある場合，放射線の放出を抑制するた

めに必要な重大事故等対処設備を設置及

び保管する。注◇1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 代替燃料プール注水系 

（使用済燃料プールの冷却機能又は注水
機能の喪失、または使用済燃料プールか
らの水の漏えいに対処するための重大事
故等対処設備に係る内容であるため省
略） 

また，使用済燃料プールからの大量の

水の漏えいその他の要因により使用済燃

料プールの水位が異常に低下した場合に

おいて，使用済燃料プール内の燃料体等

の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨界

を防止するために必要な重大事故等対処

設備として代替燃料プール注水系を設け

る設計とする。 

（静的サイフォンブレーカに係る内容で
あるため省略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注①-6,⑧-2,⑨-1,⑩

-2,⑪-1,⑫-1,⑬-1

（P14 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注①-7,⑨-2,⑫-2,⑬

-2（P14 へ） 

 

 

 

 

注①-8,⑧-3,⑩-3,⑪

-2,⑫-3,⑬-3（P14

へ） 

 

 

 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社の燃料貯蔵プール内の使用済燃

料の著しい損傷の進行を緩和につい

てはスプレイ設備による設計として

おり、別項目「1.2.1.7 スプレイ設

備」にて記載するため。また、当社

の臨界防止は臨界防止設備による設

計としており、別項目「1.2.1.9 臨

界防止設備」にて記載するため。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

事業変更許可申請書に基づ

き兼用する設備を基本設計

方針へ記載した。（以下同

じ） 

【「等」の解説】 

「燃料貯蔵プール等」とは，使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使

用済燃料の受入れ施設の使用済燃料

受入れ設備の燃料取出し設備の燃料

仮置きピット，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の使用済燃料の貯

蔵施設の使用済燃料貯蔵設備の燃料

貯蔵設備の燃料貯蔵プール並びに使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の使用済燃料の貯蔵施設の使用済燃

料貯蔵設備の燃料送出し設備の燃料

送出しピットのことである。（以下

同じ） 
【「等」の解説】 

「可搬型放水砲流量計等」

の指す内容は，可搬型放水

砲流量計、可搬型燃料貯蔵

プール等水位計（超音波

式）、可搬型燃料貯蔵プー

ル等水位計（メジャー）、

可搬型燃料貯蔵プール等状

態監視カメラ、可搬型燃料

貯蔵プール等空間線量率計

（サーベイメータ）、可搬

型燃料貯蔵プール等空間線

量率計（線量率計）であり

添付書類で示す。（以下同

じ） 
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ついては第 2 章 個別項目の「7.1.1 

電気設備」の「7.1.1.11 補機駆動用燃

料補給設備」に，計測制御設備に係る設

計方針については第 2 章 個別項目の

「4.1 計測制御設備」に示す。注①-

6,7,8,⑧-2,3,4,⑨-1,2,3,⑩-2,3,4,⑪-

1,2,3,⑫-1,2,3,4,⑬-1,2,3,4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注水設備は，燃料貯蔵プール等からの

大量の水の漏えいその他の要因により燃

料貯蔵プール等の水位が異常に低下し，

工場等外への放射線の放出に至るおそれ

がある場合，工場等外への放射線の放出

を抑制するために，大型移送ポンプ車か

ら供給する水を，可搬型建屋外ホース及

び可搬型建屋内ホースを介して燃料貯蔵

プール等へ注水できる設計とする。注①

-9 

 

7.3.7.2.2 多様性，位置的分散 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，共通

要因によって補給水設備と同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，電動

駆動ポンプにより構成される補給水設備

とは異なる駆動方式である水冷式のディ

ーゼルエンジンにより駆動し，必要な燃

料は，補機駆動用燃料補給設備からの補

給が可能な設計とすることで，補給水設

備に対して多様性を有する設計とする。

注②-1 

 

注水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

である軽油用タンクローリ【注⑫-3】並

びに計装設備の一部【注⑬-3】を可搬型

重大事故等対処設備として配備する。注

①-8 

 

放水設備については，「リ．

(４)(ⅷ)(ａ) 放水設備」に，【注⑧-

4】水供給設備については「リ

(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)１） 水供給設備」

に，【注⑨-3】スプレイ設備については

「ハ．(２)(ⅱ)(ｂ) スプレイ設備」

に，【注⑩-4】代替安全冷却水系につい

ては「リ．(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)２） 代替

安全冷却水系」に，【注⑪-3】補機駆動

用燃料補給設備については「リ．

(４)(ⅶ) 補機駆動用燃料補給設備」

に，【注⑫-4】計装設備については

「ヘ．(３)(ⅱ)(ａ) 計装設備」【注⑬

-4】に示す。 

 

 

注水設備は，再処理施設のうち使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋において重大事故

等が発生し，工場等外への放射線の放出

に至るおそれがある場合，大型移送ポン

プ車から供給する水を可搬型建屋外ホー

ス及び可搬型建屋内ホースを介し，燃料

貯蔵プール等へ水を注水できる設計とす

る。注①-9 

 

 

 

 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，補給

水設備と共通要因によって同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，電動

駆動ポンプにより構成される補給水設備

とは異なる駆動方式である水冷式のディ

ーゼルエンジンにより駆動し，必要な燃

料は，補機駆動用燃料補給設備からの補

給が可能な設計とすることで補給水設備

に対して，多様性を有する設計とする。 

注②-1 

 

注水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注水設備は，第１貯水槽の水を大型移

送ポンプ車で供給し，可搬型建屋外ホー

ス及び可搬型建屋内ホースを介し，燃料

貯蔵プール等へ注水を行う。注◇1   

 

 

 

 

 

 

9.15.2.2 設計方針 

(１) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18 (１) 

ａ．多様性，位置的分散」に示す。注◇1  

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

注水設備の大型移送ポンプ車は，補給

水設備と共通要因によって同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，電動

駆動ポンプにより構成される補給水設備

とは異なる駆動方式である水冷式のディ

ーゼルエンジンにより駆動し，必要な燃

料は，補機駆動用燃料補給設備からの補

給が可能な設計とすることで補給水設備

に対して，多様性を有する設計とする。 

注◇1   

 

注水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.1.1 代替燃料プール注水系（注水ラ

イン）を使用した使用済燃料プール注水 

（常設低圧代替注水系ポンプによる使用
済燃料プールの注水機能の内容であるた
め省略） 
(2) 可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬

型代替注水大型ポンプによる代替燃料プ

ール注水系（注水ライン） 

可搬型代替注水中型ポンプ又は可搬型

代替注水大型ポンプによる代替燃料プー

ル注水系（注水ライン）は，可搬型代替

注水中型ポンプ（直列 2 台）により西

側淡水貯水設備の水を，可搬型代替注水

大型ポンプにより代替淡水貯槽の水を代

替燃料プール注水系配管等を経由して使

用済燃料プールへ注水することにより，

使用済燃料プールの水位を維持できる設

計とする。 

（電源供給，臨界防止に係る設計方針及
び可搬型代替注水大型ポンプの駆動方式
に係る設計方針のため省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注①-6,7,8,⑧-2,3,

⑨-1,2,⑩-2,3,⑪-

1,2,⑫-1,2,3,⑬-

1,2,3（P15 より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注①-9 

（P19 から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

記載の適正化。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の 33

条重大事故等対処設備の

設計方針を各 SA 設備条文

に展開して記載した。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 

 第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（15 / 28） 
 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は，共通要因によって補給水設備と同時

にその機能が損なわれるおそれがないよ

うに，故障時のバックアップを含めて必

要な数量を補給水設備が設置される建屋

から 100ｍ以上の離隔距離を確保した複

数の外部保管エリアに分散して保管する

ことで位置的分散を図る設計とする。注

②-2 

 

 

7.3.7.2.3 悪影響防止 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，回転

体が飛散することを防ぐことで他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。注③

-1 

 

 

屋外に保管する注水設備の大型移送ポ

ンプ車，可搬型建屋外ホース及び可搬型

建屋内ホースは，竜巻により飛来物とな

らないよう必要に応じて固縛等の措置を

とることで他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。注③-2 

 

7.3.7.2.4 個数及び容量 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，燃料

貯蔵プール等へ大容量の注水を行うため

の必要な容量を有する設計とする。 

注④-1 

 

注水設備の大型移送ポンプ車の必要数

は 2 台であり，「7.3.1 放水設備」の

大型移送ポンプ車を兼用する設計とす

る。注④-2 

 

燃料貯蔵プール等への水のスプレイで

使用する大型移送ポンプ車は，燃料貯蔵

プール等へ水をスプレイするために必要

な容量を有する設計とするとともに，保

有数は，必要数として 2台であり，

「7.3.1 放水設備」の大型移送ポンプ

車を兼用する設計とする。注④-3 

 

 

は，補給水設備と共通要因によって同時

にその機能が損なわれるおそれがないよ

うに，故障時バックアップを含めて必要

な数量を補給水設備が設置される建屋か

ら 100ｍ以上の離隔距離を確保した複数

の外部保管エリアに分散して保管するこ

とで位置的分散を図る。注②-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外に保管する注水設備の大型移送ポ

ンプ車，可搬型建屋外ホース及び可搬型

建屋内ホースは，竜巻により飛来物とな

らないよう必要に応じて固縛等の措置を

とることで他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。注③-2 

 

 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，燃料

貯蔵プール等へ大容量の注水を行うため

の流量として約 1,800ｍ３／ｈ【注□1 】

の送水流量を有する設計とする。注④-1 

 

注水設備の大型移送ポンプ車の必要数

は２台であり，「リ．(4)(ⅷ)(ａ) 放

水設備」の大型移送ポンプ車を兼用す

る。注④-2 

 

燃料貯蔵プール等への水のスプレイで

使用する大型移送ポンプ車は，燃料貯蔵

プール等へ水をスプレイするために必要

な約 1800ｍ３／ｈ／台【注□1 】の送水流

量を有する設計とするとともに，保有数

は，必要数として２台であり，「リ．

(4)(ⅷ)(ａ) 放水設備」の大型移送ポ

ンプ車を兼用する。注④-3 

 

は，補給水設備と共通要因によって同時

にその機能が損なわれるおそれがないよ

うに，故障時バックアップを含めて必要

な数量を補給水設備が設置される建屋か

ら 100ｍ以上の離隔距離を確保した複数

の外部保管エリアに分散して保管するこ

とで位置的分散を図る。注◇1  

 

 

(２) 悪影響防止 

基本方針については，「1.7.18 (１) 

ｂ．悪影響防止」に示す。注◇1  

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

注水設備の大型移送ポンプ車は，回転

体が飛散することを防ぐことで他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。注③

-1 

 

 

屋外に保管する注水設備の大型移送ポ

ンプ車，可搬型建屋外ホース及び可搬型

建屋内ホースは，竜巻により飛来物とな

らないよう必要に応じて固縛等の措置を

とることで他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。注◇1   

 

(３) 個数及び容量 

基本方針については，「1.7.18 (２) 

個数及び容量」に示す。注◇1  

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

注水設備の大型移送ポンプ車は，燃料

貯蔵プール等へ大容量の注水を行うため

の流量として約 1,800ｍ３／ｈの送水流

量を有する設計とする。注◇1  

 

注水設備の大型移送ポンプ車の必要数

は２台であり，「9.15.1 放水設備」の

大型移送ポンプ車を兼用する。注◇1   

 

 

燃料貯蔵プール等への水のスプレイで

使用する大型移送ポンプ車は，燃料貯蔵

プール等へ水をスプレイするために必要

な約 1800ｍ３／ｈ／台の送水流量を有す

る設計とするとともに，保有数は，必要

数として２台であり，「9.15.1 放水設

備」の大型移送ポンプ車を兼用する。 

注◇1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の 33

条重大事故等対処設備の

設計方針を各 SA 設備条文

に展開して記載した。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 

 第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（16 / 28） 
 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注水設備の可搬型建屋外ホースは，重

大事故等への対処に必要となる流路を確

保するため，保有数は，必要数及び予備

として故障時のバックアップを含め必要

な数量を確保する設計とする。注④-4 

 

注水設備の可搬型建屋外ホースは，

「7.3.1 放水設備」の可搬型建屋外ホ

ースと兼用する設計とする。注④-5 

 

注水設備の可搬型建屋内ホースは，重

大事故等への対処に必要となる流路を確

保するため，保有数は，必要数及び予備

として故障時のバックアップを含め必要

な数量を確保する設計とする。注④-6 

 

注水設備の可搬型建屋内ホースは，第

2 章 個別項目の「1.2 使用済燃料の貯

蔵施設」の「1.2.1 使用済燃料貯蔵設

備」の「1.2.1.7 スプレイ設備」の可

搬型建屋内ホースと兼用する設計とす

る。注④-7 

 

7.3.7.2.5 環境条件等 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，汽水

の影響に対して耐腐食性材料を使用する

設計とする。注⑤-1 

 

屋外に保管する注水設備の大型移送ポ

ンプ車は，風（台風）及び竜巻に対し

て，風（台風）及び竜巻による風荷重を

考慮し，当該設備の転倒防止，固縛等の

措置を講じて保管する設計とする。注⑤

-2 

 

屋外に保管する注水設備の可搬型建屋

外ホース及び可搬型建屋内ホースは，風

（台風）及び竜巻に対して，風（台風）

及び竜巻による風荷重を考慮し，収納す

るコンテナ等に対して転倒防止，固縛等

の措置を講じて保管する設計とする。 

注⑤-3 

 

地震を要因とする重大事故等が発生し

た場合に対処に用いる注水設備の大型移

送ポンプ車は，「9.2.7 地震を要因とす

注水設備の可搬型建屋外ホースは，重

大事故等への対処に必要となる流路を確

保するための必要数を確保することに加

えて，予備として故障時バックアップを

確保する。注④-4 

 

注水設備の可搬型建屋外ホースは，

「リ．(4)(ⅷ)(ａ) 放水設備」の可搬

型建屋外ホースと兼用する。注④-5 

 

注水設備の可搬型建屋内ホースは，重

大事故等への対処に必要となる流路を確

保するための必要数を確保することに加

えて，予備として故障時バックアップを

確保する。注④-6 

 

注水設備の可搬型建屋内ホースは，

「ハ．(２)(ⅱ)(ｂ) スプレイ設備」の

可搬型建屋内ホースと兼用する。注④-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，汽水

の影響に対して耐腐食性材料を使用する

設計とする。注⑤-1 

 

屋外に保管する注水設備の大型移送ポ

ンプ車は，風（台風）及び竜巻に対し

て，風（台風）及び竜巻による風荷重を

考慮し，当該設備の転倒防止，固縛等の

措置を講じて保管する設計とする。注⑤

-2 

 

屋外に保管する注水設備の可搬型建屋

外ホース及び可搬型建屋内ホースは，風

（台風）及び竜巻に対して，風（台風）

及び竜巻による風荷重を考慮し，収納す

るコンテナ等に対して転倒防止，固縛等

の措置を講じて保管する設計とする。 

注⑤-3 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる注水設備の大型移送ポンプ車

は，「ロ．(７)(ⅱ)(ｂ)（ホ） 地震を

注水設備の可搬型建屋外ホースは，重

大事故等への対処に必要となる流路を確

保するための必要数を確保することに加

えて，予備として故障時バックアップを

確保する。注◇1  

 

注水設備の可搬型建屋外ホースは，

「9.15.1 放水設備」の可搬型建屋外ホ

ースと兼用する。注◇1   

 

注水設備の可搬型建屋内ホースは，重

大事故等への対処に必要となる流路を確

保するための必要数を確保することに加

えて，予備として故障時バックアップを

確保する。注◇1   

 

注水設備の可搬型建屋内ホースは，

「3.2.2 スプレイ設備」の可搬型建屋内

ホースと兼用する。注◇1   

 

 

 

 

(４) 環境条件等 

基本方針については，「1.7.18 (３) 

環境条件等」に示す。注◇1  

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

注水設備の大型移送ポンプ車は，汽水

の影響に対して耐腐食性材料を使用する

設計とする。注◇1  

 

屋外に保管する注水設備の大型移送ポ

ンプ車は，風（台風）及び竜巻に対し

て，風（台風）及び竜巻による風荷重を

考慮し，当該設備の転倒防止，固縛等の

措置を講じて保管する設計とする。注◇1  

 

 

屋外に保管する注水設備の可搬型建屋

外ホース及び可搬型建屋内ホースは，風

（台風）及び竜巻に対して，風（台風）

及び竜巻による風荷重を考慮し，収納す

るコンテナ等に対して転倒防止，固縛等

の措置を講じて保管する設計とする。 

注◇1   

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる注水設備の大型移送ポンプ車

は，「1.7.18 （５） 地震を要因とする

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の

33 条重大事故等対処設

備の設計方針を各 SA 設

備条文に展開して記載し

た。 
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る重大事故等に対する施設の耐震設計」

に基づく設計とすることで，重大事故等

への対処に必要な機能を損なわない設計

とする。注⑤-4 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外

部保管エリアの内部発生飛散物の影響を

受けない場所に保管することにより，重

大事故等への対処に必要な機能を損なわ

ない設計とする。注⑤-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，想定

される重大事故等が発生した場合におい

ても操作に支障がないように線量率の高

くなるおそれの少ない屋外で操作可能な

設計とする。注⑤-6 

 

7.3.7.2.6 操作性の確保 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

は，コネクタ接続に統一することによ

り，速やかに，容易かつ確実に現場での

接続が可能な設計とする。注⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

要因とする重大事故等に対する施設の耐

震設計」に基づく設計とすることでその

機能を損なわない設計とする。注⑤-4 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外

部保管エリアの内部発生飛散物の影響を

受けない場所に保管することにより，機

能を損なわない設計とする。注⑤-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，想定

される重大事故等が発生した場合におい

ても操作に支障がないように線量率の高

くなるおそれの少ない屋外で操作可能な

設計とする。注⑤-6 

 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

は，コネクタ接続に統一することによ

り，現場での接続が可能な設計とする。

注⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等に対する施設の耐震設計」に

基づく設計とすることでその機能を損な

わない設計とする。注◇1  

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外

部保管エリアの内部発生飛散物の影響を

受けない場所に保管することにより，機

能を損なわない設計とする。注◇1   

 

屋外に保管する注水設備の大型移送ポ

ンプ車は，積雪及び火山の影響に対し

て，積雪に対しては除雪する手順を，火

山の影響（降下火砕物による積載荷重）

に対しては除灰する手順を整備する。注

◇2  

 

屋外に保管する注水設備の可搬型建屋

外ホース及び可搬型建屋内ホースは，コ

ンテナ等に収納して保管し，積雪及び火

山の影響に対して，積雪に対しては除雪

する手順を，火山の影響（降下火砕物に

よる積載荷重）に対しては除灰する手順

を整備する。注◇2  

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，想定

される重大事故等が発生した場合におい

ても操作に支障がないように線量率の高

くなるおそれの少ない屋外で操作可能な

設計とする。注◇1   

 

(５) 操作性の確保 

基本方針については，「1.7.18 (４) 

ａ．操作性の確保」に示す。注◇2  

注水設備の大型移送ポンプ車，可搬型

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

は，コネクタ接続に統一することによ

り，現場での接続が可能な設計とする。

注◇1  

 

9.15.2.3 主要設備の仕様 

注水設備の主要設備の仕様を第 9.15

－２表に示す。注◇3  

 

9.15.2.4 系統構成及び主要設備 

(１) 系統構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の

33 条重大事故等対処設

備の設計方針を各 SA 設

備条文に展開して記載し

た。 
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 第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（18 / 28） 
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使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の燃料貯

蔵プール等からの大量の水の漏えいその

他の要因により燃料貯蔵プール等の水位

が異常に低下し，工場等外への放射線の

放出に至るおそれがある場合において，

工場等外への放射線の放出を抑制するた

めの重大事故等対処設備として，注水設

備を使用する。注◇1  

 

注水設備は，大型移送ポンプ車，可搬

型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホース

で構成する。注◇1  

 

大型移送ポンプ車及び可搬範型建屋外

ホースは，放水設備と兼用し，可搬型建

屋内ホースはスプレイ設備と兼用する。 

注◇1  

 

放射線の放出を抑制するための対処で

は，注水設備に加えて，水供給設備の一

部である第１貯水槽，代替安全冷却水系

の一部であるホース展張車及び運搬車，

補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽及び

軽油用タンクローリ並びに計装設備の一

部である可搬型放水砲流量計，可搬型燃

料貯蔵プール等状態監視カメラ，可搬型

燃料貯蔵プール等空間線量率計（サーベ

イメータ）及び可搬型燃料貯蔵プール等

空間線量率計（線量率計）を使用する。

注◇1  

 

水供給設備の一部である第１貯水槽及

び補機駆動用燃料補給設備の一部である

軽油貯槽を常設重大事故等対処設備とし

て設置する。注◇1   

 

放水設備の一部である大型移送ポンプ

車及び可搬型建屋外ホース，スプレイ設

備の一部である可搬型建屋内ホース，代

替安全冷却水系の一部であるホース展張

車及び運搬車，補機駆動用燃料補給設備

の一部である軽油用タンクローリ並びに

計装設備の一部である可搬型放水砲流量

計，可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カ

メラ，可搬型燃料貯蔵プール等空間線量

率計（サーベイメータ）及び可搬型燃料

貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）

を可搬型重大事故等対処設備として配備

する。注◇1  
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7.3.7.2.7 試験・検査 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，通常

時において，重大事故等に対処するため

に必要な機能を確認するため，外観点

検，員数確認，機能・性能確認が可能な

設計とする。また，当該機能を健全に維

持するため，分解点検が可能な設計とす

る。注⑦-1 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，車両

として運転状態の確認が可能な設計とす

る。注⑦-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，再処

理施設の運転中又は停止中に独立して外

観点検，員数確認，性能確認，分解点検

等が可能な設計とする。注⑦-1 

 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，車両

として運転状態の確認が可能な設計とす

る。注⑦-2 

(イ) 主要な設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

大型移送ポンプ車（リ．(４)(ⅷ)(ａ) 

放水設備と兼用） 

２台 

容量約1,800ｍ３／ｈ／台注□1  

可搬型建屋外ホース（リ．

(４)(ⅷ)(ａ) 

放水設備と兼

 

放水設備については「9.15.1.4 系統

構成及び主要設備」に，水供給設備につ

いては「9.4.2.1.4 系統構成及び主要設

備」に，スプレイ設備については

「3.2.2.2 系統構成及び主要設備」に，

代替安全冷却水系については

「9.5.2.1.2 系統構成及び主要設備」

に，補機駆動用燃料補給設備については

「9.14.4 系統構成」に，及び計装設備

については「6.2.1.4 系統構成及び主要

設備」に示す。注◇1  

 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏

えいその他の要因により燃料貯蔵プール

等の水位が異常に低下し，工場等外への

放射線の放出に至るおそれがある場合，

工場等外への放射線の放出を抑制するた

めに，大型移送ポンプ車から供給する水

を，可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋

内ホースを介して燃料貯蔵プール等へ注

水できる設計とする。注①-9 

 

注水設備の系統概要図を第 9.15－３

図に示す。注◇3  

 

9.15.2.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18 (４) 

ｂ．試験・検査性」に示す。注◇1  

注水設備の大型移送ポンプ車は，再処理

施設の運転中又は停止中に独立して外観

点検，員数確認，性能確認，分解点検等

が可能な設計とする。注◇1  

 

 

 

 

注水設備の大型移送ポンプ車は，車両

として運転状態の確認が可能な設計とす

る。注◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注①-9 

（P14 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の

33 条重大事故等対処設

備の設計方針を各 SA 設

備条文に展開して記載し

た。 
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用） 

１式注□1  

可搬型建屋内ホース（ハ．（２）

（ⅱ）（ｂ）ス

プレイ設備と兼

用） 

１式注□1  
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7.3.7.3 抑制設備 

7.3.7.3.1 抑制設備の基本的な設計 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋にお

いて重大事故等が発生し，大気中へ放出

した放射性物質が建物への放水によって

再処理施設の敷地に隣接する尾駮沼及び

海洋へ流出するおそれがある場合，放射

性物質の流出を抑制するために必要な重

大事故等対処設備として,抑制設備を設

ける設計とする。抑①-3 

 

抑制設備は，可搬型汚濁水拡散防止フ

ェンス，放射性物質吸着材，小型船舶及

び運搬車で構成する。抑①-6 

 

大気中へ放出した放射性物質が建物へ

の放水によって再処理施設の敷地に隣接

する尾駮沼及び海洋へ放射性物質が流出

するおそれがある場合の重大事故等対処

設備として，抑制設備の他，補機駆動用

燃料補給設備の第 1軽油貯槽及び第 2 軽

油貯槽，水供給設備のホース展張車並び

に代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポ

ンプ運搬車を使用する設計とする。な

お，補機駆動用燃料補給設備に係る設計

方針については第 2章 個別項目の

「7.1.1 電気設備」の「7.1.1.11 補

機駆動用燃料補給設備」に，水供給設備

に係る設計方針については第 2章 個別

項目の「7.3.8 水供給設備」に，代替

安全冷却水系に係る設計方針については

第 2 章 個別項目の「7.2 給水施設及

び蒸気供給設備」の「7.2.2.3 代替安

全冷却水系」に示す。抑①-4,5,7,8,⑧-

1,2,3,⑨-1,2,3,⑩-1,2,3 

 

 

 

 

 

 

 

 

リ．その他再処理設備の附属施設の構造

及び設備 

(ロ) 重大事故等対処設備 

(ⅷ) 放出抑制設備 

(ｃ) 抑制設備 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋にお

いて重大事故等が発生し，再処理施設の

敷地に隣接する尾駮沼及び海洋へ放射性

物質が流出するおそれがある場合，放射

性物質の流出を抑制するために必要な重

大事故等対処設備を設置及び保管する。 

抑①-3 

 

 

 

 

 

 

放射性物質の流出を抑制するための対

処では，抑制設備の可搬型汚濁水拡散防

止フェンス，放射性物質吸着材，小型船

舶及び運搬車【抑①-4】，水供給設備の

一部であるホース展張車【抑⑧-1】，代

替安全冷却水系の一部である可搬型中型

移送ポンプ運搬車【抑⑨-1】，並びに補

機駆動用燃料補給設備の一部である軽油

貯槽【抑⑩-1】を使用する。抑①-5 

 

抑制設備は，可搬型汚濁水拡散防止フ

ェンス，放射性物質吸着材，小型船舶及

び運搬車で構成する。抑①-6 

 

補機駆動用燃料補給設備の一部である

軽油貯槽【抑⑩-2】を常設重大事故等対

処設備として設置する。抑①-7 

 

水供給設備の一部であるホース展張車

【抑⑧-2】及び代替安全冷却水系の一部

である可搬型中型移送ポンプ運搬車【抑

⑨-2】を可搬型重大事故等対処設備とし

て配備する。抑①-8 

 

補機駆動用燃料補給設備については

「リ．(４)(ⅶ) 補機駆動用燃料補給設

備」に，【抑⑩-3】水供給設備について

は「リ．(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)１） 水供給

 

 

9.15 放出抑制設備 

9.15.3 抑制設備 

9.15.3.1 概 要 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋にお

いて重大事故等が発生し，【抑◇1 】大気

中へ放出した放射性物質が建物への放水

によって【抑①-3】再処理施設の敷地に

隣接する尾駮沼及び海洋へ放射性物質が

流出するおそれがある場合，放射性物質

の流出を抑制するために必要な重大事故

等対処設備を設置及び保管する。抑◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.10 原子炉建屋放水設備 

(2) 海洋への拡散抑制 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損に至った場合において，発電所外

への放射性物質の拡散を抑制するための

重大事故等対処設備として，海洋拡散抑

制設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

記載の適正化。（主語が

重複しているため「放射

性物質が」を削除） 
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抑制設備は，再処理施設のうち使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分

離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス

固化建屋において重大事故等が発生し，

再処理施設の敷地に隣接する尾駮沼及び

海洋へ放射性物質が流出するおそれがあ

る場合，再処理施設の敷地を通る排水路

に可搬型汚濁水拡散防止フェンス及び放

射性物質吸着材を設置して，放射性物質

の流出を抑制できる設計とする。抑①-9 

 

抑制設備は，海洋への放射性物質の流

出を抑制するために，可搬型汚濁水拡散

防止フェンスを尾駮沼へ設置して，放射

性物質の流出を抑制できる設計とする。

抑①-10 

 

抑制設備の放射性物質吸着材及び小型

船舶は，運搬車により運搬できる設計と

する。抑①-11 

 

排水路に設置する抑制設備の可搬型汚

濁水拡散防止フェンスは，運搬車により

運搬できる設計とする。抑①-12 

 

尾駮沼に設置する抑制設備の可搬型汚

濁水拡散防止フェンスは，ホース展張車

及び可搬型中型移送ポンプ運搬車で運搬

できる設計とする。抑①-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備」に，【抑⑧-3】代替安全冷却水系

については「リ．(２)(ⅰ)(ｂ)(ロ)２）

代替安全冷却水系」【抑⑨-3】に示す。 

 

 

 

抑制設備は，再処理施設のうち使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分

離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス

固化建屋において重大事故等が発生し，

再処理施設の敷地に隣接する尾駮沼及び

海洋へ放射性物質が流出するおそれがあ

る場合，再処理施設の敷地を通る排水路

に可搬型汚濁水拡散防止フェンス及び放

射性物質吸着材を設置して，放射性物質

の流出を抑制できる設計とする。抑①-9 

 

抑制設備は，海洋への放射性物質の流

出を抑制するために，可搬型汚濁水拡散

防止フェンスを尾駮沼へ設置して，放射

性物質の流出を抑制できる設計とする。 

抑①-10 

 

抑制設備の放射性物質吸着材及び小型

船舶は，運搬車により運搬できる設計と

する。抑①-11 

 

排水路に設置する抑制設備の可搬型汚

濁水拡散防止フェンスは，運搬車により

運搬できる設計とする。抑①-12 

 

尾駮沼に設置する抑制設備の可搬型汚

濁水拡散防止フェンスは，ホース展張車

及び可搬型中型移送ポンプ運搬車で運搬

できる設計とする。抑①-13 

 

抑制設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共

用する。抑③-1 

 

抑制設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃

料加工施設における重大事故等対処で同

様の対処を実施することで，共用によっ

て重大事故等時の対処に影響を及ぼさな

い設計とする。抑③-2,④-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設の敷地を通る排水路に可搬

型汚濁水拡散防止フェンス及び放射性物

質吸着材を設置する。抑◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋への放射性物質の流出を抑制する

ために尾駮沼に可搬型汚濁水拡散防止フ

ェンスを設置する。抑◇1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抑制設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共

用する。抑◇1   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋への放射性物質の拡散を抑制する

ための重大事故等対処設備として，海洋

拡散抑制設備は，汚濁防止膜等で構成

し，汚濁防止膜（可搬型）は，汚染水が

発電所から海洋に流出する12箇所（雨水

排水路集水桝9箇所及び放水路3箇所）に

設置できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抑③-1 

（P23 へ） 

 

抑③-2,④-1 

（P23 へ） 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

事業変更許可申請書に基

づき放射性物質吸着材，

小型船舶及び可搬型汚濁

水拡散防止フェンスの運

搬に係る基本設計方針を

記載した。（以下同じ） 

（当社の記載） 

<不一致の理由> 

事業変更許可申請書に基

づき放射性物質の流出抑

制のため放射性物質吸着

材の使用に係る基本設計

方針を記載した。 

【許可からの変更点】 

36 条展開に伴う記載の適正化 
【許可からの変更点】 

記載の適性化 

（「対処」の重複） 
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7.3.7.3.2 多様性，位置的分散 

 

 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス，放射性物質吸着材及び小型船舶

は，共通要因によって同時にその機能が

損なわれるおそれがないよう，故障時の

バックアップを含めて必要な数量を複数

の外部保管エリアに分散して保管するこ

とで位置的分散を図る設計とする。抑② 

 

 

7.3.7.3.3 悪影響防止 

抑制設備は，MOX 燃料加工施設と共用

する。抑③-1 

 

 

 

抑制設備は，再処理施設及び MOX 燃料

加工施設における重大事故等に同時に対

処することを考慮し，十分な数量を確保

することで，共用によって重大事故等時

の対処に悪影響を及ぼさない設計とす

る。抑③-2,④-1 

 

なお，数量に係る設計方針について

は，7.3.7.3.4 個数及び容量」に示

す。抑③-3 

 

屋外に保管する抑制設備の可搬型汚濁

水拡散防止フェンス及び放射性物質吸着

材は，竜巻により飛来物とならないよう

必要に応じて固縛等の措置をとることで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。抑③-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス，放射性物質吸着材及び小型船舶

は，故障時バックアップを含めて必要な

数量を複数の外部保管エリアに分散して

保管することで位置的分散を図る。抑② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外に保管する抑制設備の可搬型汚濁

水拡散防止フェンス及び放射性物質吸着

材は，竜巻により飛来物とならないよう

必要に応じて固縛等の措置をとることで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。抑③-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.15.3.2 設計方針 

(１) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18 (１) 

ａ．多様性，位置的分散」に示す。抑◇1  

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス，放射性物質吸着材及び小型船舶

は，故障時バックアップを含めて必要な

数量を複数の外部保管エリアに分散して

保管することで位置的分散を図る。抑◇1  

 

 

 

 

(２) 悪影響防止 

基本方針については，「1.7.18 (１) 

ｂ．悪影響防止」に示す。抑◇1  

 

 

 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外に保管する抑制設備の可搬型汚濁

水拡散防止フェンス及び放射性物質吸着

材は，竜巻により飛来物とならないよう

必要に応じて固縛等の措置をとることで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。抑◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抑③-1 

（P22 から） 

 

 

 

抑③-2,④-1 

（P22 から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の 33

条重大事故等対処設備の

設計方針を各 SA 設備条文

に展開して記載した。 
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7.3.7.3.4 個数及び容量 

 

MOX 燃料加工施設と共用する抑制設備

の可搬型汚濁水拡散防止フェンスは，海

洋，河川，湖沼等への放射性物質の流出

を抑制するため，設置場所に応じた高さ

及び幅を有する設計とする。抑③-5,④-

2 

 

 

 

MOX 燃料加工施設と共用する抑制設備

の可搬型汚濁水拡散防止フェンスの保有

数は，必要数として排水路５箇所の設置

場所に計 10 本（高さ約 0.50m，幅約

11.0m（４本），高さ約 0.50m，幅約

5.3m（２本），高さ約 0.73m，幅約 4.2m

（２本），高さ約 0.63m，幅約 8.4m（２

本））及び尾駮沼２箇所の設置場所に計

110 本（高さ約 4.0m，幅約 20.0m）の合

計 120 本並びに予備として故障時のバッ

クアップを 120 本の合計 240 本を確保す

る設計とする。抑③-6,④-3 

 

MOX 燃料加工施設と共用する抑制設備

の放射性物質吸着材は，再処理施設の敷

地を通る排水路を考慮して，排水路に設

置する設計とする。抑③-7,④-4 

 

 

 

MOX 燃料加工施設と共用する抑制設備

の放射性物質吸着材の保有数は，必要数

として敷地を通る各排水路に応じた量の

約 5,430 ㎏並びに予備として故障時のバ

ックアップを約 5,430 ㎏の合計約 10,860

㎏を確保する設計とする。抑③-8,④-5 

 

MOX 燃料加工施設と共用する抑制設備

の小型船舶は，尾駮沼に可搬型汚濁水拡

散防止フェンスを設置するために必要な

能力を有する設計とするとともに，保有

数は，必要数として１艇，予備として故

障時のバックアップ及び点検保守による

待機除外時のバックアップを２艇の合計

３艇を確保する設計とする。抑③-9,④-

6 

 

 

 

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する抑制設

備の可搬型汚濁水拡散防止フェンスは，

海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流

出を抑制するため，設置場所に応じた高

さ及び幅を有する設計とするとともに，

必要数を確保することに加えて，予備と

して故障時バックアップを確保する。 

抑③-5,6,④-2,3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する抑制設

備の放射性物質吸着材は，再処理施設の

敷地を通る排水路を考慮して，排水路に

設置する必要数を確保することに加え

て，予備として故障時バックアップを確

保する。抑③-7,8,④-4,5 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する抑制設

備の小型船舶は，尾駮沼に可搬型汚濁水

拡散防止フェンスを設置するために必要

な能力を有する設計とするとともに，保

有数は，必要数として１艇，予備として

故障時及び保守点検による待機除外時の

バックアップを２艇の合計３艇以上を確

保する。抑③-9,④-6 

 

(３) 個数及び容量 

基本方針については，「1.7.18 (２) 

個数及び容量」に示す。抑◇1  

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する抑制設

備の可搬型汚濁水拡散防止フェンスは，

海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流

出を抑制するため，設置場所に応じた高

さ及び幅を有する設計とするとともに，

必要数を確保することに加えて，予備と

して故障時バックアップを確保する。抑

◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する抑制設

備の放射性物質吸着材は，再処理施設の

敷地を通る排水路を考慮して，排水路に

設置する必要数を確保することに加え

て，予備として故障時バックアップを確

保する。抑◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する抑制設

備の小型船舶は，尾駮沼に可搬型汚濁水

拡散防止フェンスを設置するために必要

な能力を有する設計とするとともに，保

有数は，必要数として１艇，予備として

故障時及び保守点検による待機除外時の

バックアップを２艇の合計３艇以上を確

保する。抑◇1  

 

 

 

 

 

汚濁防止膜（可搬型）は，海洋への放

射性物質の拡散を抑制するため，設置場

所に応じた高さ及び幅を有する設計とす

る。 

必要数は，各設置場所に必要な幅に対し

て汚濁防止膜を二重に計 2 本設置するこ

ととし，雨水排水路集水桝 9 箇所の設置

場所に計 18 本（高さ約 3m，幅約 3m（12

本），高さ約 2m，幅約 3m（6 本））及

び放水路 3箇所の設置場所に計 6 本（高

さ約 4m，幅約 4m（6 本））の合計 24 本

使用する設計とする。また，予備につい

ては，保守点検は目視点検であり，保守

点検中でも使用可能であるため，保守点

検用は考慮せずに，破れ等の破損時の予

備用として各設置場所に対して 2 本の計

24 本を保管することとし，予備を含め

た保有数として設置場所 12 箇所分の合

計 48本を保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抑③-9,④-6 

（P28 から） 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

基本設計方針対象設備の仕様に

ついて，発電炉の記載を踏まえ

基本設計方針に記載した。 

【許可からの変更点】 

基本設計方針対象設備の仕様に

ついて，発電炉の記載を踏まえ

基本設計方針に記載した。 

【許可からの変更点】 

記載の適正化。（「以

上」を削除） 
【許可からの変更点】 

設計方針の内容を明確

にするため 36 条重大事

故等対処設備の基本設

計方針に記載する個数

及び容量に係る内容を

適正化した。 

【「等」の解説】 

「海洋，河川，湖沼等」

とは敷地外の水系の総称

として示した記載である

ことから許可の記載を用

いた。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の 33

条重大事故等対処設備の

設計方針を各 SA 設備条文

に展開して記載した。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉では汚濁防止膜を各設

置場所に二重に設置する方針

であるが，再処理施設では，

二重（排水路）または一重

（尾駮沼）で設置する方針で

あるため記載しない。 
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MOX 燃料加工施設と共用する抑制設備

の運搬車は，可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス，放射性物質吸着材及び小型船舶を

運搬するために，保有数は，保有数は，

必要数として１台及び予備として故障時

のバックアップを１台の合計２台を確保

する設計とする。抑③-10,④-7 

点検保守による待機除外時のバックア

ップについては，同型設備である

「7.4.2.1 代替安全冷却水系」の運搬

車の点検保守による待機除外時のバック

アップと兼用する設計とする。抑③-11,

④-8 

 

 

7.3.7.3.5 環境条件等 

 

 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス及び小型船舶は，汽水の影響に対し

て耐腐食性材料を使用する設計とする。 

抑⑤-1 

 

屋外に保管する抑制設備の可搬型汚濁

水拡散防止フェンス及び放射性物質吸着

材は，風（台風）及び竜巻に対して，風

（台風）及び竜巻による風荷重を考慮

し，収納するコンテナ等に対して転倒防

止，固縛等の措置を講じて保管する設計

とする。抑⑤-2 

 

 

抑制設備の小型船舶は，外部からの衝

撃による損傷を防止できる第１保管庫・

貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管

し，風（台風）等により，重大事故等へ

の対処に必要な機能を損なわない設計と

する。抑⑤-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス及び小型船舶は，汽水の影響に対し

て耐腐食性材料を使用する設計とする。 

抑⑤-1 

 

屋外に保管する抑制設備の可搬型汚濁

水拡散防止フェンス及び放射性物質吸着

材は，風（台風）及び竜巻に対して，風

（台風）及び竜巻による風荷重を考慮

し，収納するコンテナ等に対して転倒防

止，固縛等の措置を講じて保管する設計

とする。抑⑤-2 

 

 

抑制設備の小型船舶は，外部からの衝

撃による損傷を防止できる第１保管庫・

貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管

し，風（台風）等により機能を損なわな

い設計とする。抑⑤-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 環境条件等 

基本方針については，「1.7.18 (３) 

環境条件等」に示す。抑◇1  

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス及び小型船舶は，汽水の影響に対し

て耐腐食性材料を使用する設計とする。 

抑◇1  

 

屋外に保管する抑制設備の可搬型汚濁

水拡散防止フェンス及び放射性物質吸着

材は，風（台風）及び竜巻に対して，風

（台風）及び竜巻による風荷重を考慮

し，収納するコンテナ等に対して転倒防

止，固縛等の措置を講じて保管する設計

とする。抑◇1  

 

 

抑制設備の小型船舶は，外部からの衝

撃による損傷を防止できる第１保管庫・

貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管

し，風（台風）等により機能を損なわな

い設計とする。抑◇1  

 

 

屋外に保管する抑制設備の可搬型汚濁

水拡散防止フェンス及び放射性物質吸着

材は，コンテナ等に収納して保管し，積

雪及び火山の影響に対して，積雪に対し

ては除雪する手順を，火山の影響（降下

火砕物による積載荷重）に対しては除灰

する手順を整備する。抑◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抑③-10,④-7 

（P28 から） 

 

 

 

 

 

抑③-11,④-8 

（P28 から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「等」の解説】 

「風（台風）等」について，考慮し

ている自然現象の内容は個々の設備

の評価とあわせて明確化するため，

基本設計方針では等のままとした。 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の 33

条重大事故等対処設備の

設計方針を各 SA 設備条文

に展開して記載した。 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類六 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震を要因とする重大事故等が発生し

た場合に対処に用いる抑制設備の小型船

舶は，第１章 共通項目の「9.2 重大事

故等対処設備」の「9.2.7 地震を要因と

する重大事故等に対する施設の耐震設

計」に基づく設計とすることで，重大事

故等への対処に必要な機能を損なわない

設計とする。抑⑤-4 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス，放射性物質吸着材及び小型船舶

は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外

部保管エリアの内部発生飛散物の影響を

受けない場所に保管することにより，重

大事故等への対処に必要な機能を損なわ

ない設計とする。抑⑤-5 

 

抑制設備の小型船舶は，想定される重

大事故等が発生した場合においても操作

に支障がないように線量率の高くなるお

それの少ない屋外で操作可能な設計とす

る。抑⑤-6 

 

 

7.3.7.3.6 操作性の確保 

 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンスは，接続方式を統一することによ

り，速やかに，容易かつ確実に現場での

接続が可能な設計とする。抑⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる抑制設備の小型船舶は，「ロ．

(７)(ⅱ)(ｂ)（ホ） 地震を要因とする

重大事故等に対する施設の耐震設計」に

基づく設計とすることでその機能を損な

わない設計とする。抑⑤-4 

 

 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス，放射性物質吸着材及び小型船舶

は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外

部保管エリアの内部発生飛散物の影響を

受けない場所に保管することにより，機

能を損なわない設計とする。抑⑤-5 

 

 

抑制設備の小型船舶は，想定される重

大事故等が発生した場合においても操作

に支障がないように線量率の高くなるお

それの少ない屋外で操作可能な設計とす

る。抑⑤-6 

 

 

 

 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンスは，簡便な接続方式とすることで，

現場での接続が可能な設計とする。抑⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震を要因として発生した場合に対処

に用いる抑制設備の小型船舶は，

「1.7.18 （５） 地震を要因とする重大

事故等に対する施設の耐震設計」に基づ

く設計とすることでその機能を損なわな

い設計とする。抑◇1  

 

 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス，放射性物質吸着材及び小型船舶

は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外

部保管エリアの内部発生飛散物の影響を

受けない場所に保管することにより，機

能を損なわない設計とする。抑◇1  

 

 

抑制設備の小型船舶は，想定される重

大事故等が発生した場合においても操作

に支障がないように線量率の高くなるお

それの少ない屋外で操作可能な設計とす

る。抑◇1  

 

 

(５) 操作性の確保 

基本方針については，「1.7.18 (４) 

ａ.操作の確実性」に示す。抑◇1  

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンスは，簡便な接続方式とすることで，

現場での接続が可能な設計とする。抑◇1  

 

9.15.3.3 主要設備の仕様 

抑制設備の主要設備の仕様を第 9.15

－３表に示す。抑◇3  

 

9.15.3.4 系統構成及び主要設備 

(１) 系統構成 

工場等外への放射性物質等の放出を抑

制するための設備として，建物に放水し

た水に放射性物質が含まれていることを

考慮し，再処理施設の敷地を通る排水路

を通じて再処理施設の敷地に隣接する尾

駮沼及び海洋へ放射性物質が流出するこ

とを抑制するための重大事故等対処設備

として，抑制設備を使用する。抑◇1  

 

抑制設備は，可搬型汚濁水拡散防止フ

ェンス，放射性物質吸着材，小型船舶及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【許可からの変更点】 

記載の適正化。（「簡便

な」を削除） 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の 33

条重大事故等対処設備の

設計方針を各 SA 設備条文

に展開して記載した。 
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び運搬車で構成する。抑◇1  

 

放射性物質の流出を抑制するための対

処では，抑制設備に加えて水供給設備の

一部であるホース展張車，代替安全冷却

水系の一部である可搬型中型移送ポンプ

運搬車並びに補機駆動用燃料補給設備の

一部である軽油貯槽を使用する。抑◇1  

 

補機駆動用燃料補給設備の一部である

軽油貯槽を常設重大事故等対処設備とし

て設置する。抑◇1  

 

水供給設備の一部であるホース展張車

及び代替安全冷却水系の一部である可搬

型中型移送ポンプ運搬車を可搬型重大事

故等対処設備として配備する。抑◇1  

 

補機駆動用燃料補給設備については

「9.14.4 系統構成」に，水供給設備に

ついては「9.4.2.1.4 系統構成及び主要

設備」に，代替安全冷却水系について

は，「9.5.2.1.2 系統構成及び主要設

備」に示す。抑◇1  

 

(２) 主要設備 

可搬型汚濁水拡散防止フェンス及び放

射性物質吸着材は，建物に放水した水に

放射性物質が含まれていることを考慮

し，再処理施設の敷地を通る排水路に設

置して，放射性物質の流出を抑制できる

設計とする。抑◇1  

 

放射性物質吸着材及び小型船舶は，運

搬車により運搬できる設計とする。抑◇1  

 

排水路に設置する可搬型汚濁水拡散防

止フェンスは，運搬車により運搬できる

設計とする。抑◇1  

 

尾駮沼に設置する可搬型汚濁水拡散防

止フェンスは，ホース展張車及び可搬型

中型移送ポンプ運搬車で運搬できる設計

とする。抑◇1  

 

抑制設備の配置図を第 9.15－４図に

示す。抑◇3  
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7.3.7.3.7 試験・検査 

 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス及び放射性物質吸着材は，通常時に

おいて，重大事故等に対処するために必

要な機能を確認するため，外観点検が可

能な設計とする。また，当該機能を健全

に維持するため，保修が可能な設計とす

る。抑⑦-1 

 

抑制設備の小型船舶は，通常時におい

て，重大事故等に対処するために必要な

機能を確認するため，外観点検，員数確

認，機能・性能確認が可能な設計とす

る。また，当該機能を健全に維持するた

め，保修が可能な設計とする。抑⑦-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス及び放射性物質吸着材は，再処理施

設の運転中又は停止中に外観の確認が可

能な設計とする。抑⑦-1 

 

 

 

 

抑制設備の小型船舶は再処理施設の運

転中又は停止中に外観点検，員数確認，

性能確認が可能な設計とする。抑⑦-2 

 

 

 

 

 

(イ) 主要な設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型汚濁水拡散防止フェンス（ＭＯ

Ｘ燃料加工施設と共用） 

１式抑◇1  

 

 

放射性物質吸着材（ＭＯＸ燃料加工施

設と共用） 

１式抑◇1  

 

小型船舶（ＭＯＸ燃料加工施設と共

用） 

３艇（予備として故障時及び待機除外

時バックアップを２艇）抑③-

9,④-6 

 

運搬車（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）

２台（予備として故障時のバックアッ 

プを１台）（待機除外時バック

アップを代替安全冷却水系の運

搬車の待機除外時バックアップ

と兼用）抑③-10,11,④-7,8 

 

 

9.15.3.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18 (4) 

ｂ.試験・検査性」に示す。抑◇1  

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス及び放射性物質吸着材は，再処理施

設の運転中又は停止中に外観の確認が可

能な設計とする。抑◇1  

 

 

 

 

抑制設備の小型船舶は再処理施設の運

転中又は停止中に外観点検，員数確認，

性能確認が可能な設計とする。抑◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抑③-9,④-6 

（P24 へ） 

 

 

 

 

抑③-10,11,④-7,8 

（P25 へ） 

 

 

 

 

 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

当社は，事業変更許可時

に事業指定基準規則の 33

条重大事故等対処設備の

設計方針を各 SA 設備条文

に展開して記載した。 
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設工認申請書 各条文の設計の考え方 

1 

 

別紙１② 

第四十四条（工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備） 

１．技術基準の条文，解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 添付書類 

放① 

注① 

抑① 

工場等外への放射線物質等の

放出を抑制するために必要な

設備設計 

技術基準規則（第 44条）の要求事

項を受けている内容 
１項 － c 

放② 

注② 

抑② 

多様性，位置的分散に関する内

容 

技術基準規則（第 36条）に基づく

共通設計方針のうち，技術基準規

則（第 44 条）の設備として考慮す

べき特記事項 

－ 

（36 条２項） 

（36 条３項２号） 

（36 条３項４号） 

（36 条３項６号） 

－ b,c 

放③ 

注③ 

抑③ 

悪影響防止に関する内容 

技術基準規則（第 36条）に基づく

共通設計方針のうち，技術基準規

則（第 44 条）の設備として考慮す

べき特記事項 

－ 

（36 条１項６号） 
－ b,c 

放④ 

注④ 

抑④ 

個数及び容量に関する内容 

技術基準規則（第 36条）に基づく

共通設計方針のうち，技術基準規

則（第 44 条）の設備として考慮す

べき特記事項 

－ 

（36 条１項１号） 
－ a,c 

放⑤ 

注⑤ 

抑⑤ 

環境条件等に関する内容 

技術基準規則（第 36条）に基づく

共通設計方針のうち，技術基準規

則（第 44 条）の設備として考慮す

べき特記事項 

－ 

（36 条１項２号） 

（36 条１項７号） 

（36 条３項３号） 

（36 条３項４号） 

－ b,c 

放⑥ 

注⑥ 

抑⑥ 

操作性の確保に関する内容 

技術基準規則（第 36条）に基づく

共通設計方針のうち，技術基準規

則（第 44 条）の設備として考慮す

べき特記事項 

－ 

（36 条１項３号） 

（36 条１項５号） 

（36 条３項１号） 

（36 条３項５号） 

－ b,c 

放⑦ 

注⑦ 

抑⑦ 

試験・検査性の確保に関する内

容 

技術基準規則（第 36条）に基づく

共通設計方針のうち，技術基準規

則（第 44 条）の設備として考慮す

べき特記事項 

－ 

（36 条１項４号） 
－ b,c 

注⑧ 

工場等外への放射線物質等の放

出を抑制するために使用する設

備 

工場等外への放射線の放出を抑制

するために使用する放水設備に係

る事項 

－ － c 

放⑧ 

注⑨ 

抑⑧ 

工場等外への放射線物質等の放

出を抑制するために使用する設

備 

工場等外への放射線の放出を抑制

するために使用する水供給設備に

係る事項 

－ － c 

35



設工認申請書 各条文の設計の考え方 

2 

 

別紙１② 

注⑩ 

工場等外への放射線物質等の放

出を抑制するために使用する設

備 

工場等外への放射線の放出を抑制

するために使用するスプレイ設備

に係る事項 

－ － c 

放⑨ 

注⑪ 

抑⑨ 

工場等外への放射線物質等の放

出を抑制するために使用する設

備 

工場等外への放射線の放出を抑制

するために使用する代替安全冷却

水系に係る事項 

－ － c 

放⑩ 

注⑫ 

抑⑩ 

工場等外への放射線物質等の放

出を抑制するために使用する設

備 

工場等外への放射線の放出を抑制

するために使用する補機駆動用燃

料補給設備 

－ － c 

放⑪ 

注⑬ 

工場等外への放射線物質等の放

出を抑制するために使用する設

備 

工場等外への放射線の放出を抑制

するために使用する計測制御設備 
－ － c 

２．事業変更許可申請書の本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

放□1  

注□1  

抑□1  

設備仕様 仕様表にて記載する。 e 

３．事業変更許可申請書の添六のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

放◇1  
注◇1  
抑◇1  

重複記載 
事業変更許可申請書本文又は添付書類の記載と重複する

内容である。 
－ 

放◇2  
注◇2  
抑◇2  

保安規定（除雪及び除灰）に関

する事項 

保安規定（除雪及び除灰）に関する事項は第 36条「重大

事故等対処設備」にて明確にするため，記載しない。 
－ 

放◇3  
注◇3  
抑◇3  

仕様表の呼び込み 
仕様表の呼び込み場所の記載であるため基本設計方針に

記載しない。 
－ 

４．添付書類等 

№ 書類名 

a Ⅵ-1-1-3 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

b Ⅵ-1-1-4-2 重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する説明書 

c Ⅵ-1-8-2 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備に関する説明書 

d 

Ⅵ-2-2 平面図及び断面図 

Ⅵ-2-3 系統図 

Ⅵ-2-4 配置図 

Ⅵ-2-5 構造図 

e 仕様表（設計条件及び仕様） 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（1/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

(ａ) 臨界事故への対処 

(ト) 必要な要員及び資源 

 

 

１） 要員 

臨界事故の拡大防止対策として実施する可溶

性中性子吸収材の自動供給，臨界事故により発

生する放射線分解水素の掃気及び廃ガス貯留設

備による放射性物質の貯留に必要な要員は10人

（実施責任者を含む。）である。さらに，臨界

事故発生時に実施する大気中への放出状況の監

視等及び電源の確保に必要な要員は，前処理建

屋における臨界事故においては11人（実施責任

者を除く。），精製建屋における臨界事故にお

いては14人（実施責任者を除く。）である。□1  

上記より，臨界事故の拡大防止対策に要する

実施組織要員は，前処理建屋における臨界事故

においては21人，精製建屋における臨界事故に

おいては24人である。これに対し実施組織要員

は，前処理建屋における臨界事故においては 28

人，精製建屋における臨界事故においては41人

であるため，実施組織要員の要員数は，必要な

要員数を上回っており，臨界事故への対応が可

能である。□1  

 

２） 資源 

 

 

 

 

 

臨界事故への対処には，水源を要せず，ま

た，軽油等の燃料を消費する電気設備を用いな

い。□1  

 

ⅰ) 可溶性中性子吸収材 

 臨界事故への対処で使用する可溶性中性子吸

収材は，臨界事故が発生した機器を未臨界に移

行し，及び未臨界を維持するために必要な量を

内包することとし，具体的には，重大事故時可

溶性中性子吸収材供給供給槽（溶解槽における

臨界事故の場合は，代替可溶性中性子吸収材緊

急供給槽）において，臨界事故が発生した機器

を未臨界に移行するために必要な量及び配管へ

の滞留量を考慮した量を内包することから，臨

界事故が発生した場合に確実に未臨界に移行す

7.1.2 臨界事故の拡大防止対策に必要な要員及

び資源 

 臨界事故の拡大防止対策に必要な要員及び資

源を以下に示す。◇1  

(１) 必要な要員の評価 

 臨界事故の拡大防止対策として実施する可溶

性中性子吸収材の自動供給，臨界事故により発

生する放射線分解水素の掃気及び廃ガス貯留設

備による放射性物質の貯留に必要な要員は 10 人

（実施責任者を含む。）である。さらに，臨界

事故発生時に実施する大気中への放出状況の監

視等及び電源の確保に必要な要員は，前処理建

屋における臨界事故においては 11人（実施責任

者を除く。），精製建屋における臨界事故にお

いては 14人（実施責任者を除く。）である。◇1  

上記より，臨界事故の拡大防止対策に要する

実施組織要員は，前処理建屋における臨界事故

においては 21人，精製建屋における臨界事故に

おいては 24 人である。 これに対し実施組織要

員は，前処理建屋における臨界事故においては

28 人，精製建屋における臨界事故においては 41

人であるため，実施組織要員の要員数は，必要

な要員数を上回っており，臨界事故への対応が

可能である。◇1  

 

 (２) 必要な資源の評価 

 「7.1.1.2.1 (５) 機能喪失の条件」に記載

したとおり，臨界事故は，内的事象の「動的機

器の多重故障」の組み合わせを要因として発生

することから，電源等については平常運転時と

同様に使用可能である。◇1  

臨界事故への対処には，水源を要せず，ま

た，軽油等の燃料を消費する電気設備を用いな

い。◇1  

 

ａ．可溶性中性子吸収材 

 臨界事故への対処で使用する可溶性中性子吸

収材は，臨界事故が発生した機器を未臨界に移

行し，及び未臨界を維持するために必要な量を

内包することとし，具体的には，重大事故時可

溶性中性子吸収材供給系の可溶性中性子吸収材

供給槽（溶解槽における臨界事故の場合は，代

替可溶性中性子吸収材緊急供給系の代替可溶性

中性子吸収材緊急供給槽）において，臨界事故

の発生を仮定する機器を未臨界に移行するため

に必要な量及び配管への滞留量を考慮した量を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□1 ， ◇1 ： 臨 界

（SA）00-01 別紙

１①別添（第三十

八条臨界事故の拡

大を防止するため

の設備）において

示すため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】 

灰色ハッチング：設工認申請書（本文）に関連しない事項 

  ：事業変更許可申請書本文八号，添付書類八を踏まえた 

設工認申請書（本文）に関する補足事項 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（2/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

ることが可能である。□1  

 

 

ⅱ) 圧縮空気 

 放射線分解水素の掃気に使用する一般圧縮空

気系は，有効性評価の機器の条件とした圧縮空

気流量である，平常運転時に供給される圧縮空

気流量に加え，臨界事故の対処において供給す

る圧縮空気流量６ｍ３／ｈ[normal]を十分上回

る供給能力を有しているため，水素濃度をドラ

イ換算４ｖｏｌ％未満に維持できる。上記以外

の圧縮空気については，平常運転時においても

継続的に重大事故等対処設備に供給されている

ものであり，臨界事故への対処においても平常

運転時と同様に使用可能である。□1  

 

 

ⅲ) 電源 

 電気設備が廃ガス貯留設備の空気圧縮機の起

動及び運転に必要な電気容量を有することか

ら，廃ガス貯留設備の空気圧縮機への給電は可

能である。□6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ) 冷却水 

 冷却水については，平常運転時においても継

続的に常設重大事故等対処設備に供給されてい

るものであり，臨界事故への対処においても平

常運転時と同様に使用可能である。□1  

 

 

 

 

 

 

 

 

内包することから，臨界事故が発生した場合に

確実に未臨界に移行することが可能である。◇1  

 

ｂ．圧縮空気 

 放射線分解水素の掃気に使用する一般圧縮空

気系は，有効性評価の機器の条件とした圧縮空

気流量である，平常運転時に供給される圧縮空

気流量に加え，臨界事故の対処において供給す

る圧縮空気流量６ｍ３／ｈ[normal]を十分上回

る供給能力を有しているため，水素濃度をドラ

イ換算４ｖｏｌ％未満に低減できる。上記以外

の圧縮空気については，平常運転時においても

継続的に重大事故等対処設備に供給されている

ものであり，臨界事故への対処においても平常

運転時と同様に使用可能である。◇1  

 

 

ｃ．電  源 

 臨界事故への対処に必要な負荷は，前処理建

屋において，460Ｖ非常用母線の最小余裕約 160

ｋＶＡに対し【◇6 】最大でも廃ガス貯留設備の

空気圧縮機の約 40ｋＶＡである。【◇1 】また，

廃ガス貯留設備の空気圧縮機の起動時を考慮し

ても約 80ｋＶＡであり【◇1 】最小余裕に対して

余裕があることから，必要な電源容量を確保で

きる。【◇6 】精製建屋においては，460Ｖ非常用

母線の最小余裕約 110ｋＶＡに対し【◇6 】最大

でも廃ガス貯留設備の空気圧縮機の約 40ｋＶＡ

である。【◇1 】また，廃ガス貯留設備の空気圧

縮機の起動時を考慮しても約 80ｋＶＡであり

【◇1 】最小余裕に対して余裕があることから，

必要な電源容量を確保できる。◇6  

 

ｄ．冷却水 

 冷却水については，平常運転時においても継

続的に重大事故等対処設備に供給されているも

のであり，臨界事故への対処においても平常運

転時と同様に使用可能である。◇1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□1 ， ◇1 ： 臨 界

（SA）00-01 別紙

１①別添（第三十

八条臨界事故の拡

大を防止するため

の設備）において

示すため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□6 ，◇6 ：電源 00-

01 別紙 1①別添

（第四十六条電源

設備）において示

すため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（3/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

(ｂ) 冷却機能の喪失による蒸発乾固への対処 

 (ト) 必要な要員及び資源 

外的事象の「地震」及び「火山の影響」を要

因として冷却機能が喪失した場合には，「ハ．

(３) (ⅰ) (ａ) 重大事故の発生を仮定する際

の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機

器の特定」に示すとおり，「放射線分解により

発生する水素による爆発」及び「使用済燃料貯

蔵槽における燃料損傷」に対しても同時に対処

することとなる。このため，重大事故等が同時

発生した場合の重大事故等対処に必要な要員及

び燃料等の成立性については，それぞれの対処

で必要な数量を重ね合わせて評価する必要があ

り，「ハ．(３) (ⅱ) (ｈ) 必要な要員及び資

源の評価」において評価している。□2  

 

 １)  要員 

本重大事故における発生防止対策及び拡大防

止対策に必要な要員は，冷却機能の喪失を受け

て，各建屋で並行して対応することとなってお

り，外的事象の「地震」を要因とした場合，５

建屋の合計で 141 人である。なお，外的事象の

「火山の影響」を要因とした場合には，降灰予

報を受けて建屋外での可搬型建屋外ホースの敷

設等の準備作業に入ることから，建屋外の作業

に要する要員数が外的事象の「地震」を要因と

した場合を上回ることはなく，外的事象の「火

山の影響」を要因とした場合，全建屋の合計で

140 人で対応できる。□2  

また，内的事象を要因とした場合は，作業環

境が外的事象の「地震」を要因とした場合に想

定される環境条件より悪化することが想定され

ず，対処内容にも違いがないことから，必要な

要員は外的事象の「地震」を要因とした場合の

必要な人数以下である。□2  

 

事業所内に常駐している実施組織要員は 164

人であり，必要な作業対応が可能である。□2  

 

 

 

 

 ２)  資源 

 

 

 

7.2.3 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対

策に必要な要員及び資源 

 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に

必要な要員及び資源を以下に示す。◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (１) 必要な要員の評価 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に

おいて，外的事象の「地震」を要因とした場合

の蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に

必要な要員は 141 人である。外的事象の「地

震」とは異なる環境条件をもたらす可能性のあ

る外的事象の「火山の影響」を要因とした場合

の蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に

必要な要員は 140 人である。◇2  

 

 

 

 

また，内的事象の「長時間の全交流動力電源

の喪失」及び「動的機器の多重故障」を要因と

した場合は，外的事象の「地震」を要因とした

場合に想定される環境条件より悪化することが

想定されず，重大事故等対策の内容にも違いが

ないことから，必要な要員は合計 141 人以内で

ある。◇2  

以上より，蒸発乾固の発生防止対策及び拡大

防止対策に必要な要員は，最大でも 141 人であ

るが，事業所内に常駐している実施組織要員は

164 人であり，必要な作業が可能である。◇2  

 

 

 (２) 必要な資源の評価 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に

必要な水源，燃料及び電源を以下に示す。◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□2 ，◇2 ：蒸発乾固

00-01 別紙１①別

添（第三十九条代

替安全冷却水系）

において示すた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（4/67）  
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 ⅰ)  水源 

 

冷却コイル等への通水を開始し，高レベル廃

液等が未沸騰状態に移行するまでに貯槽等への

注水によって消費される水量は，合計で約 26ｍ
３である。また，内部ループへの通水，凝縮器

への通水及び冷却コイル等への通水の実施にお

いて，代替安全冷却水系と第１貯水槽間を循環

させるために必要な水量は，約 3,000ｍ３であ

る。□2  

水源として，第１貯水槽の貯水槽Ａ及び貯水

槽Ｂにそれぞれ約 10,000ｍ３の水を保有してお

り，蒸発乾固への対処については，このうち一

区画を使用し，他方の区画は使用済燃料貯蔵槽

の燃料損傷への対処に使用する。【□7 】これに

より必要な水源は確保可能である。また，内部

ループへの通水，凝縮器への通水及び冷却コイ

ル等への通水は，水源である第１貯水槽へ排水

経路を構成して循環させることから，基本的に

水量に変化はなく，継続が可能である。□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，５建屋の高レベル廃液等の総崩壊熱が

第１貯水槽の一区画に負荷された場合の１日あ

たりの第１貯水槽の一区画の温度上昇は，安全

側に断熱で評価した場合においても３℃程度で

あり，第１貯水槽を最終ヒートシンクとして考

慮することに問題はない。□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ａ．水源 

【7.2.3(２)ａ．(ｂ) 水の使用量の評価】 

 貯槽等への注水によって消費される水量は，

冷却コイル等への通水を開始し，高レベル廃液

等が未沸騰状態に移行するまでの期間を考慮す

ると，外的事象の「地震」又は「火山の影響」

の想定によらず，合計約 26ｍ３の水が必要であ

る。また，内部ループへの通水，凝縮器への通

水及び冷却コイル等への通水の実施において，

代替安全冷却水系と第１貯水槽間を循環させる

ために必要な水量は，約 3,000ｍ３である。◇2  

水源として，第１貯水槽の貯水槽Ａ及び貯水

槽Ｂにそれぞれ約 10,000ｍ３の水を保有してお

り，蒸発乾固への対処については，このうち一

区画を使用し，他方の区画は使用済燃料貯蔵槽

の燃料損傷への対処に使用する。【◇7 】これに

より必要な水源は確保可能である。◇2  

貯槽等への注水によって消費される水量につ

いての詳細を以下に示す。 

前処理建屋          約 0.0ｍ３ 

分離建屋           約 1.4ｍ３ 

精製建屋           約 2.1ｍ３ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約 0.2ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋  約 23ｍ３ 

全建屋合計          約 26ｍ３ 

◇2  

 (ａ) 内部ループへの通水，冷却コイル等へ

の通水及び凝縮器への通水による水の温度影響

評価 

 第１貯水槽の一区画及び通水経路からの放熱

を考慮せず断熱を仮定した場合であっても，内

部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び

凝縮器への通水で使用する第１貯水槽の一区画

の水温の上昇は１日あたり約 3.1℃であり，実

際の放熱を考慮すれば冷却を維持することは可

能である。◇2  

水の温度影響評価の詳細を以下に示す。◇2  

内部ループへの通水，冷却コイル等への通水

及び凝縮器への通水に使用した排水は，第１貯

水槽の一区画へ戻し再利用する。◇2  

この場合，第１貯水槽の水量は，貯槽等への

注水並びに第１貯水槽及び可搬型排水受槽の開

口部からの自然蒸発によって減少するが，第１

貯水槽及び可搬型排水受槽の開口部は小さく，

自然蒸発の影響は小さいことから，貯槽等への

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□2 ，◇2 ：蒸発乾固

00-01 別紙１①別

添（第三十九条代

替安全冷却水系）

において示すた

め。 

 

 

 

 

 

 

 

□7 ，◇7 ：水供給

00-01別紙1①別添

（第四十五条重大

事故等への対処に

必要となる水の供

給設備）において

示すため。 
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注水による減少分を考慮した第１貯水槽の一区

画の温度上昇を算出するとともに，冷却への影

響を分析した。◇2  

第１貯水槽の水の温度への影響の評価の条件

は，外的事象の「地震」又は「火山の影響」の

想定によらず同じである。◇2  

第１貯水槽の水温の上昇は以下の仮定により

算出した。◇2  

冷却対象貯槽の総熱負荷：1,470ｋＷ 

第１貯水槽の水量 ：9,970ｍ３※１ 

第１貯水槽の初期水温 ：29℃ 

第１貯水槽の水の密度  ：996ｋｇ／ｍ３※２ 

第１貯水槽の水の比熱 ： 4,179Ｊ／ｋ

ｇ／Ｋ※２ 

※１ 貯槽等に内包する溶液が沸騰することに

よって消費する蒸発量約 26ｍ３を切り上げて 30

ｍ３とし，第１貯水槽の一区画分の容積約

10,000ｍ３から減じて設定。 

※２ 伝熱工学資料第４版 300Ｋの水の物性を

引用◇2  

貯槽等から回収した熱量はそのまま第１貯水

槽の水に与えられることから，第１貯水槽の１

日あたりの水温上昇⊿Ｔは次のとおり算出され

る。◇2  

 

⊿Ｔ[℃／日]  ＝  1,470,000[Ｊ／ｓ]×

86,400[ｓ／日]／（9,970[ｍ３]×996[ｋｇ／ｍ
３]×4,179[Ｊ／ｋｇ／Ｋ]＝ 約 3.1℃／日◇2  

 なお，上記に示したとおり，自然蒸発による

第１貯水槽の水の減少は，第１貯水槽及び可搬

型排水受槽の開口部の構造上の特徴から，有意

な量の水が蒸発することは考え難いが，自然蒸

発による第１貯水槽の水の減少が第１貯水槽の

水の温度に与える影響を把握する観点から，現

実的には想定し得ない条件として，冷却対象貯

槽等の総熱負荷により第１貯水槽の水が蒸発す

る想定を置いた場合の第１貯水槽の水の温度上

昇を評価する。◇2  

本想定における第１貯水槽の水の蒸発量は約

310ｍ３となる。これを考慮し，第１貯水槽の水

量を 9,690ｍ３と設定した場合，第１貯水槽の温

度上昇は約 3.2℃／日であり，自然蒸発による

第１貯水槽の水の減少が第１貯水槽の水の温度

に与える影響は小さいと判断できる。◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条代替

安全冷却水系）に

おいて示すため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41



 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（6/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

ⅱ)  電源 

電動の可搬型排風機への給電は，可搬型排風

機の起動及び運転に必要な容量を有する可搬型

発電機を敷設するため，対応が可能である。□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【7.2.3(２)ｃ．電源】 

前処理建屋可搬型発電機の電源負荷は，前処

理建屋における蒸発乾固の拡大防止対策に必要

な負荷として，可搬型排風機の約 5.2ｋＶＡで

あり，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動

時を考慮しても約 39ｋＶＡである。◇2  

前処理建屋可搬型発電機の供給容量は，約 80

ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。◇6  

分離建屋可搬型発電機の電源負荷は，分離建

屋における蒸発乾固の拡大防止対策に必要な負

荷として，可搬型排風機の約 5.2ｋＶＡであ

り，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時

を考慮しても約 39ｋＶＡである。◇2  

分離建屋可搬型発電機の供給容量は，約 80ｋ

ＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可

能である。◇6  

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発

電機の電源負荷は，精製建屋及びウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の拡大

防止対策に必要な負荷として，精製建屋及びウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風

機の約 11ｋＶＡである。精製建屋の可搬型排風

機の起動は，冷却機能の喪失から６時間 40 分

後，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬

型排風機の起動は，冷却機能の喪失から 15時間

後であり，可搬型排風機の起動タイミングの違

いを考慮すると，約 45ｋＶＡの給電が必要であ

る。◇2  

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発

電機の供給容量は，約 80ｋＶＡであり，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。◇6  

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の

電源負荷は，高レベル廃液ガラス固化建屋にお

ける蒸発乾固の拡大防止対策に必要な負荷とし

て，可搬型排風機の約 5.2ｋＶＡであり，必要

な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮し

ても約 39ｋＶＡである。◇2  

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の

供給容量は，約 80ｋＶＡであり，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。◇6  

可搬型排気モニタリング用発電機の電源負荷

は，主排気筒を介した大気中への放射性物質の

放出状況の監視に必要な負荷として，約 1.8ｋ

ＶＡであり，対象負荷の起動時を考慮しても約

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙１①別添（第四

十六条電源設備）

において示すた

め。 

 

□2 ，◇2 ：蒸発乾固

00-01 別紙１①別

添（第三十九条代

替安全冷却水系）

において示すた

め。 
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   ⅲ)  燃料 

５建屋の冷却機能の喪失による蒸発乾固の発

生防止対策及び拡大防止対策を７日間継続して

実施するために必要な軽油は合計で約 63ｍ３で

ある。□2  

 

 

これに対し，軽油貯槽にて約800ｍ３の軽油を

確保していることから，外部支援を考慮しなく

とも７日間の対処の継続が可能である。□6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.8ｋＶＡである。◇8  

代替モニタリング設備の可搬型排気モニタリ

ング用発電機の供給容量は，約３ｋＶＡであ

り，必要負荷に対しての電源供給が可能であ

る。◇8  

 

 ｂ．燃料 

全ての建屋の蒸発乾固の発生防止対策及び拡

大防止対策を７日間継続して実施するのに必要

な軽油は, 外的事象の「地震」を想定した場

合，合計で約 62ｍ３である。また，外的事象の

「火山の影響」を想定した場合，合計で約 63ｍ
３である。◇2  

軽油貯槽にて合計約 800ｍ３の軽油を確保して

いることから，外部支援を考慮しなくとも７日

間の対処の継続が可能である。◇6  

必要な燃料についての詳細を以下に示す。◇2  

 

 (ａ) 内部ループへの通水，貯槽等への注

水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水

に使用する可搬型中型移送ポンプ 

 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に

使用する可搬型中型移送ポンプによる各建屋の

水の給排水については，可搬型中型移送ポンプ

の起動から７日間の対応を考慮すると，外的事

象の「地震」又は「火山の影響」の想定によら

ず，運転継続に合計約 40ｍ３の軽油が必要であ

る。◇2  

前処理建屋 約 12ｍ３ 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋 約 14ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 14ｍ３ 

全建屋合計 約 40ｍ３◇2  

 

 (ｂ) 可搬型排風機の運転に使用する可搬型

発電機 

 蒸発乾固の拡大防止対策に使用する可搬型発

電機は，可搬型発電機の起動から７日間の対応

を考慮すると，外的事象の「地震」又は「火山

の影響」の想定によらず，運転継続に合計約 12

ｍ３の軽油が必要である。◇2  

前処理建屋 約 2.9ｍ３ 

分離建屋 約 3.0ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋 約 3.0ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 3.0ｍ３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇8 ：監視 00-01 別

紙１①別添（第四

十九条監視設備）

において示すた

め。 

 

□2 ，◇2 ：蒸発乾固

00-01 別紙１①別

添（第三十九条代

替安全冷却水系）

において示すた

め。 

 

□6 ,◇6 ：電源 00-01

別紙１①別添（第

四十六条電源設

備）において示す

ため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43



 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（8/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全建屋合計 約 12ｍ３◇2  

 

 (ｃ) 可搬型排気モニタリング用発電機 

 可搬型排気モニタリング用発電機による電源

供給は，可搬型排気モニタリング用発電機の起

動から７日間の運転を想定すると，外的事象の

「地震」又は「火山の影響」の想定によらず，

運転継続に合計約 0.22ｍ３の軽油が必要であ

る。◇8  

 

 (ｄ) 可搬型空気圧縮機 

 可搬型貯槽液位計への圧縮空気の供給に使用

する可搬型空気圧縮機は，可搬型空気圧縮機の

起動から７日間の対応を考慮すると，外的事象

の「地震」又は「火山の影響」の想定によら

ず，運転継続に合計約 5.9ｍ３の軽油が必要であ

る。◇3  

前処理建屋 約 1.4ｍ３ 

分離建屋 約 1.7ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋 約 1.4ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 1.6ｍ３ 

全建屋合計 約 5.9ｍ３◇3  

 

 (ｅ) 蒸発乾固対応時の運搬等に必要な車両 

 燃料の運搬，可搬型重大事故等対処設備の運

搬及び敷設並びにアクセスルートの整備等に使

用する軽油用タンクローリ【◇6 】，可搬型中型

移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車

【◇3 】並びにホイールローダ【◇11 】は，外的事

象の「地震」を想定した場合，車両の使用開始

から７日間の対応を考慮すると，運転継続に合

計約 4.7ｍ３の軽油が必要となる。また，外的事

象の「火山の影響」を想定した場合，車両の使

用開始から７日間の対応を考慮すると，運転継

続に合計約 4.8ｍ３の軽油が必要である。◇3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇8 ：監視 00-01 別

紙１①別添（第四

十九条監視設備）

において示すた

め。 

 

◇3 水素爆発 00-01

別紙１①別添（第

四十条放射線分解

により発生する水

素による爆発に対

処するための設

備）において示す

ため。 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙１①別添（第四

十六条電源設備）

において示すた

め。 

 

◇11 ：資源の評価結

果を説明したもの

であるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44



 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（9/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

(ｃ) 放射線分解により発生する水素による爆

発への対処 

(ト) 必要な要員及び資源 

外的事象の「地震」及び「火山の影響」を要

因として水素掃気機能の喪失が発生した場合に

は，「ハ．（３) (ⅰ) (ａ) 重大事故の発生を

仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を

仮定する機器の特定」に示すとおり，「冷却機

能の喪失による蒸発乾固」及び「使用済燃料貯

蔵槽における燃料損傷」に対しても同時に対処

することとなる。このため，重大事故等対処に

必要な要員及び燃料等の成立性については，そ

れぞれの対処で必要な数量を重ね合わせて評価

する必要があり，「ハ．（３) (ⅱ) (ｈ) 必要

な要員及び資源の評価」において評価してい

る。□3  

 

１） 要員 

本重大事故における発生防止対策及び拡大防

止対策に必要な要員は，水素掃気機能の喪失を

受けて，各建屋で並行して対応することとなっ

ており，外的事象の「地震」を要因とした場

合，全建屋の合計で 143 人である。外的事象の

「火山の影響」を要因とした場合，降灰予報を

受けて建屋外でのホース敷設等の準備作業に入

ることから，建屋外の作業に要する要員数が外

的事象の「地震」の場合を上回ることはなく，

外的事象の「地震」と同じ人数で対応できる。

□3  

 

また，内的事象を要因とした場合は，作業環

境が外的事象の「地震」で想定される環境条件

より悪化することが想定されず，対処内容にも

違いがないことから，必要な要員は外的事象の

「地震」の場合の必要な人数以下である。□3  

 

 

事業所内に常駐している実施組織要員は 164

人であり，必要な作業対応が可能である。□3  

 

 

 

 

 

 

 

7.3.3 水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対

策に必要な要員及び資源 

 

水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に

必要な要員及び資源を以下に示す。◇3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 必要な要員の評価 

水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に

必要な要員は，水素掃気機能の喪失を受けて，

各建屋で並行して対応することとなっており，

外的事象の「地震」を要因とした場合の水素爆

発の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要

員は 143 人である。外的事象の「火山の影響」

を要因とした場合，降灰予報（「やや多量」以

上）を受けて建屋外でのホース敷設等の準備作

業に入ることから，建屋外の作業に要する要員

数が外的事象の「地震」の場合を上回ることは

なく，外的事象の「地震」と同じ人数で対応で

きる。◇3  

また，内的事象の「長時間の全交流動力電源

の喪失」及び「動的機器の多重故障」を要因と

した場合は，外的事象の「地震」を要員とした

場合に想定される環境条件より悪化することが

想定されず，重大事故等対策の内容にも違いが

ないことから，必要な要員は合計 143 人以内で

ある。◇3  

以上より，水素爆発の発生防止対策及び拡大

防止対策に必要な要員は最大でも 143 人である

が，事業所内に常駐している実施組織要員は

164 人であり，必要な作業が可能である。◇3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□3 ，◇3 ：水素爆発

00-01 別紙１①別

添（第四十条放射

線分解により発生

する水素による爆

発に対処するため

の設備）において

示すため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（10/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

２） 資源 

 

 

 

ⅰ） 電源 

電動の可搬型排風機への給電は，可搬型排風

機の起動及び運転に必要な容量を有する可搬型

発電機を敷設するため，対応が可能である。□3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 必要な資源の評価 

水素爆発の発生防止対策及び拡大防止対策に

必要な燃料及び電源を以下に示す。◇3  

 

ｂ．電源 

前処理建屋可搬型発電機の電源負荷は，前処

理建屋における水素爆発の拡大防止対策に必要

な負荷として，可搬型排風機の約 5.2ｋＶＡで

あり，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動

時を考慮しても約 39ｋＶＡである。◇3  

前処理建屋可搬型発電機の供給容量は，約 80

ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。◇6  

分離建屋可搬型発電機の電源負荷は，分離建

屋における水素爆発の拡大防止対策に必要な負

荷として，可搬型排風機の約 5.2ｋＶＡであ

り，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時

を考慮しても約 39ｋＶＡである。◇3  

分離建屋可搬型発電機の供給容量は，約 80ｋ

ＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可

能である。◇6  

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発

電機の電源負荷は，精製建屋及びウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋における水素爆発の拡大

防止対策に必要な負荷として，精製建屋及びウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風

機の約 11ｋＶＡである。精製建屋の可搬型排風

機の起動は，水素掃気機能の喪失から６時間 40

分後，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可

搬型排風機の起動は，水素掃気機能の喪失から

15 時間後であり，可搬型排風機の起動タイミン

グの違いを考慮すると，約 45ｋＶＡの給電が必

要である。◇3  

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発

電機の供給容量は，約 80ｋＶＡであり，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。◇6  

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の

電源負荷は，高レベル廃液ガラス固化建屋にお

ける水素爆発の拡大防止対策に必要な負荷とし

て，可搬型排風機の約 5.2ｋＶＡであり，必要

な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮し

ても約 39ｋＶＡである。◇3  

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の

供給容量は，約 80ｋＶＡであり，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。◇6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□3 ，◇3 ：水素爆発

00-01 別紙１①別

添（第四十条放射

線分解により発生

する水素による爆

発に対処するため

の設備）において

示すため。 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙１①別添（第四

十六条電源設備）

において示すた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（11/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

ⅱ） 燃料 

全ての建屋の水素爆発の発生防止対策及び拡

大防止対策を７日間継続して実施するのに必要

な軽油は合計で約 22ｍ３である。□3  

 

 

 

これに対し，軽油貯槽にて約800ｍ３の軽油を

確保していることから，外部支援を考慮しなく

とも７日間の対処の継続が可能である。□6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．燃料 

全ての建屋の水素爆発の発生防止対策及び拡

大防止対策を７日間継続して実施するのに必要

な軽油は, 外的事象の「地震」を想定した場

合，合計で約 22ｍ３である。また，外的事象の

「火山の影響」を想定した場合，合計で約 22ｍ
３である。◇3  

軽油貯槽にて約 800ｍ３の軽油を確保している

ことから，外部支援を考慮しなくとも７日間の

対処の継続が可能である。◇6  

必要な燃料についての詳細を以下に示す。◇3  

 

(ａ) 可搬型空気圧縮機 

可搬型空気圧縮機は，水素爆発の発生防止対

策の水素爆発を未然に防止するための空気の供

給に使用する設備の代替安全圧縮空気系への圧

縮空気の供給及び拡大防止対策の水素爆発の再

発を防止するための空気の供給に使用する設備

の代替安全圧縮空気系並びに計装設備への圧縮

空気の供給に使用する可搬型空気圧縮機は，可

搬型空気圧縮機の起動から７日間の対応を考慮

すると，外的事象の「地震」又は「火山の影

響」の想定によらず，運転継続に合計約 5.9ｍ３

の軽油が必要である。◇3  

前処理建屋 約 1.4ｍ３ 

分離建屋 約 1.7ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋 約 1.4ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 1.6ｍ３ 

全建屋合計 約 5.9ｍ３◇3  

 

(ｂ) 可搬型排風機の運転に使用する可搬型発

電機 

 水素爆発の拡大防止対策に使用する可搬型発

電機は，可搬型発電機の起動から７日間の対応

を考慮すると，外的事象の「地震」又は「火山

の影響」の想定によらず，運転継続に合計約 12

ｍ３の軽油が必要である。◇3  

前処理建屋 約 2.8ｍ３ 

分離建屋 約 3.0ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋 約 3.0ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 3.0ｍ３ 

全建屋合計 約 12ｍ３◇3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□3 ,◇3 ：水素 00-01

別紙１①別添（第

四十条放射線分解

により発生する水

素による爆発に対

処するための設

備）において示す

ため。 

 

□6 ,◇6 ：電源 00-01

別紙１①別添（第

四十六条電源設

備）において示す

ため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（12/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｃ) 水素爆発対応時の運搬等に必要な車両 

燃料の運搬，可搬型重大事故等対処設備の運

搬及び設置並びにアクセスルートの整備等に使

用する軽油用タンクローリ【◇6 】及び運搬車

【◇2 】並びにホイールローダ【◇11 】は，外的事

象の「地震」を想定した場合，車両の使用開始

から７日間の対応を考慮すると，運転継続に合

計約 3.9ｍ３の軽油が必要となる。また，外的事

象の「火山の影響」を想定した場合，車両の使

用開始から７日間の対応を考慮すると，運転継

続に合計約 3.9ｍ３の軽油が必要となる。◇3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条電源設備）

において示すた

め。 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条冷却

機能の喪失による

蒸発乾固に対処す

るための設備）に

おいて示すため。 

 

◇11 ：資源の評価方

針を説明したもの

であるため。 

 

◇3 ：水素爆発 00-

01 別紙１①別添

（第四十条放射線

分解により発生す

る水素による爆発

に対処するための

設備）において示

すため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（13/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

(ｄ) 有機溶媒等による火災又は爆発（ＴＢＰ

等の錯体の急激な分解反応）への対処 

(ト) 必要な要員及び資源 

 

 

１） 要  員 

 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に対する拡

大防止対策として実施するプルトニウム濃縮缶

への供給液の供給停止，プルトニウム濃縮缶の

加熱の停止及び廃ガス貯留設備による放射性物

質の貯留に必要な要員は８人（実施責任者を含

む）である。さらに，重大事故等の発生時に実

施する大気中への放出状況監視等及び電源の確

保に必要な要員は14人（実施責任者を除く）で

ある。□4  

上記より，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

の拡大防止対策に要する実施組織要員数は22人

である。これに対し実施組織要員は41人である

ため，実施組織要員の要員数は，必要な要員数

を上回っており，必要な作業が可能である。□4  

 

２） 資  源 

 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処に

は，水源を要せず，また，軽油等の燃料を消費

する電気設備を用いない。□4  

 

 

 

 

 

 

ⅰ） 電  源 

 電気設備が廃ガス貯留設備の空気圧縮機の起

動及び運転に必要な電気容量を有することか

ら，廃ガス貯留設備の空気圧縮機への給電は可

能である。□6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.4.2 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大

防止対策に必要な要員及び資源 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の拡大防止

対策に必要な要員及び資源を以下に示す。◇4  

 

(１) 必要な要員の評価 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応に対する拡

大防止対策として実施するプルトニウム濃縮缶

への供給液の供給停止，プルトニウム濃縮缶の

加熱の停止及び廃ガス貯留設備による放射性物

質の貯留に必要な要員は８人（実施責任者を含

む）である。さらに，重大事故等の発生時に実

施する大気中への放出状況監視等及び電源の確

保に必要な要員は 14 人（実施責任者を除く）で

ある。◇4  

上記より，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

の拡大防止対策に要する実施組織要員数は 22 人

である。これに対し実施組織要員は 41人である

ため，実施組織要員の要員数は，必要な要員数

を上回っており，必要な作業が可能である。◇4  

 

(２) 必要な資源の評価 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応は，動的機

器の多重故障及び誤作動並びに運転員等の多重

誤操作を発生の起因とした内的事象により発生

することから，電源，圧縮空気及び冷却水につ

いては平常運転時と同様に使用可能である。Ｔ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処には，

水源を要せず，また，軽油等の燃料を消費する

電気設備を用いない。◇4  

 

ａ．電源 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処に

必要な負荷は，460ｋＶＡ非常用母線の最小余裕

約 110ｋＶＡに対し【◇6 】最大でも廃ガス貯留

設備の空気圧縮機の約 40ｋＶＡである。【◇4 】 

また，廃ガス貯留設備の空気圧縮機の起動時

を考慮しても約 80ｋＶＡであり【◇4 】最小余裕

に対して余裕があることから，必要電源容量を

確保できる。◇6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□4 ，◇4 ：有機溶媒

00-01 別紙１①別

添（第四十一条有

機溶媒等による火

災又は爆発に対処

するための設備）

において示すた

め。 

 

□6 ，◇6 ：電源 00-

01 別紙 1①別添

（第四十六条電源

設備）において示

すため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（14/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

ⅱ） 圧縮空気 

 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処と

して水素掃気，圧力及び液位の測定に圧縮空気

が必要になる。これらの圧縮空気は，平常運転

時においても継続的に常設重大事故等対処設備

に供給されているものであり，ＴＢＰ等の錯体

の急激な分解反応への対処においても平常運転

時と同様に使用可能である。□4  

 

 

ⅲ） 冷却水 

冷却水については，平常運転時においても継

続的に常設重大事故等対処設備に供給されてい

るものであり，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反

応への対処においても平常運転時と同様に使用

可能である。□4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．圧縮空気 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処と

して水素掃気，圧力及び液位の監視に圧縮空気

が必要になる。これらの圧縮空気は，平常運転

時においても継続的に常設重大事故等対処設備

に供給されているものであり，ＴＢＰ等の錯体

の急激な分解反応への対処においても平常運転

時と同様に使用可能である。◇4  

 

 

ｃ．冷却水 

冷却水については，平常運転時においても継

続的に常設重大事故等対処設備に供給されてい

るものであり，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反

応への対処においても平常運転時と同様に使用

可能である。◇4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□4 ，◇4 ：有機溶媒

00-01 別紙１①別

添（第四十一条有

機溶媒等による火

災又は爆発に対処

するための設備）

において示すた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（15/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

(ｅ) 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷防止

に係る対処 

(ト) 必要な要員及び資源 

 

外的事象の「地震」及び「火山の影響」を要

因として想定事故１及び想定事故２の燃料損傷

防 止 対 策 を 実 施 す る 場 合 に は ， 「 ハ ．

(３)(ⅰ)(ａ) 重大事故の発生を仮定する際の

条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器

の特定」に示すとおり，「冷却機能の喪失によ

る蒸発乾固」及び「放射線分解により発生する

水素による爆発」に対しても同時に対処するこ

ととなる。このため，重大事故等対処に必要な

要員及び燃料等の成立性については，それぞれ

の対処で必要な数量を重ね合わせて評価する必

要があり，「ハ．(３)(ⅱ)(ｈ) 必要な要員及

び資源の評価」において評価している。□5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 要員 

想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員

は，燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失を受

けて対応することとなっており，外的事象の

「火山の影響」を要因とした場合，合計で71人

である。内的事象を要因とした場合は，作業環

境が外的事象の「火山の影響」を要因とした場

合に想定する環境条件より悪化することが想定

されず，対処内容にも違いがないことから，必

要な要員は外的事象の「火山の影響」を要因と

した場合に必要な人数以下である。□5  

 

 

 

 

 

 

 

7.5.3 想定事故１及び想定事故２の燃料損傷防

止対策に必要な要員及び資源 

7.5.3.1 想定事故１の燃料損傷防止対策に必要

な要員及び資源 

 想定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員

及び資源を以下に示す。また，要員及び資源の

有効性評価については，他の同時に又は連鎖し

て発生する事象の影響を考慮する必要があるた

め，「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生

した場合の対処」において示す。◇5  

 

 

 

 

 

 

 

【7.5.3.2 想定事故２の燃料損傷防止対策に必

要な要員及び資源】 

想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員

及び資源を以下に示す。また，要員及び資源の

有効性評価については，他の同時に又は連鎖し

て発生する事象の影響を考慮する必要があるた

め，「7.7 重大事故が同時に又は連鎖して発生

した場合の対処」において示す。◇5  

 

【7.5.3.1 想定事故１の燃料損傷防止対策に必

要な要員及び資源】 

(１) 必要な要員の評価 

想定事故１の燃料損傷防止対策において，外

的事象の「火山の影響」を要因とした場合の想

定事故１の燃料損傷防止対策に必要な要員は71

人である。また，内的事象を要因とした場合

は，作業環境が外的事象の「火山の影響」を要

因とした場合に想定する環境条件より悪化がす

ることが想定されず，対処内容にも違いがない

ことから，必要な要員は外的事象の「火山の影

響」を要因とした場合に必要な人数以下であ

る。以上より，想定事故１の燃料損傷防止対策

に必要な要員は最大でも71人であるが，事業所

内に常駐している実施組織要員は164人であり，

必要な作業対応が可能である。◇5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□5 ，◇5 ：プール

00-01 別紙１①別

添（第四十二使用

済燃料貯蔵槽の冷

却等のための設

備）において示す

ため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（16/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

想定事故２の燃料損傷防止対策に必要な要員

は，燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失を受

けて対応することとなっており，外的事象の

「地震」を要因とした場合，合計で 73 人であ

る。内的事象を要因とした場合は，作業環境が

外的事象の「地震」を要因とした場合に想定す

る環境条件より悪化することが想定されず，対

処内容にも違いがないことから，必要な要員は

外的事象の「地震」を要因とした場合に必要な

人数以下である。事業所内に常駐している実施

組織要員は 164 人であり，必要な作業対応が可

能である。□5  

 

 

２） 資源 

 

 

 

 

 

ⅰ） 水源 

想定事故１の場合，燃料貯蔵プール等への注

水に必要な水量は，７日間の対応を考慮する

と，合計約 1,600ｍ３の水が必要となる。□5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定事故２の場合，燃料貯蔵プール等への注

水に必要な水量は，７日間の対応を考慮する

と，合計約2,300ｍ３の水が必要となる。【□5 】 

水源として，第１貯水槽の貯水槽Ａ及び貯水槽

Ｂにそれぞれ約 10,000ｍ３の水を保有してお

 

【7.5.3.2 想定事故２の燃料損傷防止対策に必

要な要員及び資源】 

(１)  必要な要員の評価 

想定事故２の燃料損傷防止対策において，外

的事象の「地震」を要因とした場合の想定事故

２の燃料損傷防止対策に必要な要員は73人であ

る。また，内的事象を要因とした場合は，作業

環境が外的事象の「地震」を要因とした場合に

想定する環境条件より悪化することが想定され

ず，対処内容にも違いがないことから，必要な

要員は外的事象の「地震」を要因とした場合に

必要な要員以下である。以上より，想定事故２

の燃料損傷防止対策に必要な要員は最大でも73

人であるが，事業所内に常駐している実施組織

要員は164人であり，必要な作業対応が可能であ

る。◇5  

 

【7.5.3.1 想定事故１の燃料損傷防止対策に必

要な要員及び資源】 

(２) 必要な資源の評価 

想定事故１の対処に必要な水源，燃料及び電

源を以下に示す。◇5  

 

ａ．水  源 

燃料貯蔵プール等への注水に必要な水量は，

７日間の対応を考慮すると，合計約 1,600ｍ３の

水が必要となる。【◇5 】水源として，第１貯水

槽の貯水槽Ａ及び貯水槽Ｂにそれぞれ約 10,000

ｍ３の水を保有しており，燃料貯蔵プール等へ

の注水については，このうち一区画を使用する

ため，これにより必要な水源は確保可能であ

る。他区画については，蒸発乾固への対処に使

用する。◇7  

 

【7.5.3.2 想定事故２の燃料損傷防止対策に必

要な要員及び資源】 

想定事故２の対処に必要な水源，燃料及び電

源を以下に示す。◇5  

 

ａ．水  源 

燃料貯蔵プール等への注水に必要な水量は，

７日間の対応を考慮すると，合計約 2,300ｍ３の

水が必要となる。【◇5 】水源として，第１貯水

槽の貯水槽Ａ及び貯水槽Ｂにそれぞれ約 10,000

ｍ３の水を保有しており，燃料貯蔵プール等へ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□5 ，◇5 ：プール

00-01 別紙１①別

添（第四十二使用

済燃料貯蔵槽の冷

却等のための設

備）において示す

ため。 

 

◇7 ：水供給 00-01

別紙 1①別添（第

四十五条重大事故

等への対処に必要

となる水の供給設

備）において示す

ため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（17/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

り，燃料貯蔵プール等への注水については，こ

のうち一区画を使用するため，これにより必要

な水源は確保可能である。他区画については，

蒸発乾固への対処に使用する。□7  

 

 

 

ⅱ） 電源 

監視設備及び空冷設備への給電は，専用の可

搬型発電機を敷設するため，対応が可能であ

る。□6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ） 燃料 

 

 

 

 

 

 

の注水については，このうち一区画を使用する

ため，これにより必要な水源は確保可能であ

る。【◇5 】他区画については，蒸発乾固への対

処に使用する。◇7  

 

【7.5.3.1 想定事故１の燃料損傷防止対策に必

要な要員及び資源】 

ｃ．電  源 

想定事故１の燃料損傷防止対策において必要

な電源負荷として，可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等温度

計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状

態監視カメラ，可搬型空冷ユニット及び可搬型

燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）の

合計は約99ｋＶＡであり，必要な給電容量は対

象負荷の起動時を考慮しても約150ｋＶＡであ

る。◇12  

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型

発電機の供給容量は，約 200ｋＶＡであり，必

要負荷に対しての電源供給が可能である。◇6  

 

【7.5.3.2 想定事故２の燃料損傷防止対策に必

要な要員及び資源】 

ｃ．電  源 

想定事故２の燃料損傷防止対策において必要

な電源負荷として，可搬型燃料貯蔵プール等水

位計（電波式），可搬型燃料貯蔵プール等温度

計（測温抵抗体），可搬型燃料貯蔵プール等状

態監視カメラ，可搬型空冷ユニット及び可搬型

燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）の

合計は約99ｋＶＡであり，必要な給電容量は対

象負荷の起動時を考慮しても約150ｋＶＡであ

る。◇12  

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型

発電機の供給容量は，約 200ｋＶＡであり，必

要負荷に対しての電源供給が可能である。◇6  

 

【7.5.3.1 想定事故１の燃料損傷防止対策に必

要な要員及び資源】 

ｂ．燃  料 

想定事故１の燃料損傷防止対策に使用する可

搬型中型移送ポンプ【◇5 】，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機【◇6 】，可搬

型計測ユニット用空気圧縮機【◇12 】及び燃料損

傷防止対策時の運搬等に必要な車両【◇2 ◇6◇11

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇5 ：プール 00-01

別紙１①別添（第

四十二使用済燃料

貯蔵槽の冷却等の

ための設備）にお

いて示すため。 

 

□7 ，◇7 ：水供給

00-01別紙1①別添

（第四十五条重大

事故等への対処に

必要となる水の供

給設備）において

示すため。 

 

□6 ，◇6 ：電源 00-

01 別紙 1①別添

（第四十六条電源

設備）において示

すため。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条計装設備）

において示すた

め。 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条代替

安全冷却水系）に

おいて示すため。 

 

◇11 ：資源の評価方

針を説明したもの

であるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（18/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定事故１の燃料損傷防止対策を７日間継続

して実施するのに必要な軽油は，合計で約 22ｍ
３である。□5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定事故２の燃料損傷防止対策を７日間継続

して実施するのに必要な軽油は，合計で約 22ｍ
３である。□5  

軽油貯槽にて約800ｍ３の軽油を確保しているこ

とから，外部支援を考慮しなくとも７日間の対

処の継続が可能である。□6  

 

 

 

 

◇12 】は，７日間の対応を考慮すると，運転継続

に以下の軽油が必要である。◇5  

・可搬型中型移送ポンプ 約7.2ｍ３◇5  

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬

型発電機 約5.3ｍ３◇6  

・可搬型計測ユニット用空気圧縮機 

約4.6ｍ３◇12  

・燃料損傷防止対策時の運搬等に必要な車 

約4.5ｍ３◇2 ◇6◇11 ◇12  
合計 約22ｍ３◇5  

以上より，想定事故１の燃料損傷防止対策を

７日間継続して実施するのに必要な軽油は合計

で約 22ｍ３である。◇5  

軽油貯槽にて約 800ｍ３の軽油を確保している

ことから，外部支援を考慮しなくとも７日間の

対処の継続が可能である。◇6  

 

【7.5.3.2 想定事故２の燃料損傷防止対策に必

要な要員及び資源】 

ｂ．燃  料 

想定事故２の燃料損傷防止対策に使用する可

搬型中型移送ポンプ【◇5 】，使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機【◇6 】，可搬

型計測ユニット用空気圧縮機【◇12 】及び燃料損

傷防止対策時の運搬等に必要な車両【◇2 ◇6◇11

◇12 】は，７日間の対応を考慮すると，運転継続

に以下の軽油が必要である。◇5  

・可搬型中型移送ポンプ 約7.2ｍ３◇5  

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬

型発電機 約5.3ｍ３◇6  

・可搬型計測ユニット用空気圧縮機 約4.6ｍ
３◇12  

・燃料損傷防止対策時の運搬等に必要な車両 

約4.5ｍ３◇2 ◇6◇11 ◇12  
合計 約22ｍ３◇5  

以上より，想定事故２の燃料損傷防止対策を

７日間継続して実施するのに必要な軽油は合計

で約 22ｍ３である。◇5  

軽油貯槽にて約 800ｍ３の軽油を確保している

ことから，外部支援を考慮しなくとも７日間の

対処の継続が可能である。◇6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条計装設備）

において示すた

め。 

 

□5 ，◇5 ：プール

00-01 別紙１①別

添（第四十二使用

済燃料貯蔵槽の冷

却等のための設

備）において示す

ため。 

 

□6 ，◇6 ：電源 00-

01 別紙 1①別添

（第四十六条電源

設備）において示

すため。 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条代替

安全冷却水系）に

おいて示すため。 

 

◇11 ：資源の評価方

針を説明したもの

であるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（19/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

(ｈ) 必要な要員及び資源の評価 

(イ) 必要な要員及び資源の評価の条件 

 

 必要な要員及び資源の評価は，対処に必要な

要員及び資源が最も多くなる重大事故等の同時

発生に対して成立性を確認する。重大事故等の

同時発生の有効性評価は，外的事象の地震を代

表事例としているため，必要な要員及び資源の

評価についても外的事象の地震を要因とした場

合に同時発生を仮定する各重大事故等対策及び

対策に必要な付帯作業を含めた重大事故等の同

時発生への対処を対象に実施する。□14  

 

なお，重大事故等の連鎖は，「(ｇ) 重大事

故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」

に記載したとおり，発生が想定されない。□14  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.8 必要な要員及び資源の評価 

7.8.1 必要な要員及び資源の評価の条件 

 

 必要な要員及び資源の評価は，対処に必要な

要員及び資源が最も多くなる重大事故等の同時

発生に対して成立性を確認する。重大事故等の

同時発生の有効性評価は，外的事象の地震を代

表事例としているため，必要な要員及び資源の

評価についても外的事象の地震を要因とした場

合に同時発生を仮定する各重大事故等対策及び

対策に必要な付帯作業を含めた重大事故等の同

時発生への対処を対象に実施する。◇14  
 

なお，重大事故等の連鎖は，「7.7 重大事故

が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」に

記載したとおり，発生が想定されない。◇14  
 

(１) 要員の評価の条件 

 重大事故等への対処について，事業所内に常

駐している実施組織要員の164人にて，対応期間

の７日間の必要な作業対応が可能であることを

評価する。◇14  
また，要員の評価は，必要人数が最も多くな

る重大事故等の同時発生に対して成立性を確認

する。◇14  
 

(２) 資源の評価の条件 

ａ．全  般 

 重大事故等対策の有効性評価において，通常

系統からの給水及び給電が不可能となる事象に

ついての水源，燃料及び電源に関する評価を実

施する。◇14  
前提として，有効性評価の条件（各重大事故

等への対処特有の評価の条件）を考慮する。ま

た，資源の評価は，必要量が最も多くなる重大

事故等の同時発生に対して成立性を確認する。

◇14  
ｂ．水源  

(ａ) 冷却機能喪失による蒸発乾固の発生防止

対策及び拡大防止対策において，水源となる第

１貯水槽の一区画の保有水量（約10,000ｍ３）

が，枯渇しないことを評価する。◇14  
(ｂ) 冷却機能喪失による蒸発乾固の発生防止

対策及び拡大防止対策において，内部ループへ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□14，◇14 ：要員及び

資源の評価方針を

示したものである

ため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（20/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への

通水で使用した水を貯水槽へ戻し，再利用する

際の温度上昇を想定しても，冷却の維持が可能

なことを評価する。◇14  
(ｃ) 使用済燃料貯蔵プール等への注水におい

て，水源となる第１貯水槽の一区画の保有水量

（約10,000ｍ３）が，枯渇しないことを評価す

る。◇14  
(ｄ)  冷却機能喪失による蒸発乾固の発生防止

対策及び拡大防止対策で使用する第１貯水槽の

区画と使用済燃料貯蔵プール等への注水で使用

する第１貯水槽の区画は，異なる区画を使用す

る。◇14  
ｃ．燃料 

(ａ) 可搬型発電機（緊急時対策建屋電源設備

の緊急時対策建屋用発電機は除く）【◇6 ◇8 ◇12

◇13 】，可搬型空気圧縮機【◇5 】，可搬型計測ユ

ニット用空気圧縮機【◇12 】，可搬型中型移送ポ

ンプ【◇2 ◇5 】，軽油用タンクローリ【◇6 】，可

搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運

搬車【◇2 】，監視測定用運搬車【◇8 】，ホイー

ルローダ【◇11 】及びけん引車の【◇12 】うち，対

処に必要な設備を考慮し消費する燃料（軽油）

が備蓄している軽油量に対して，対応期間の７

日間の運転継続が可能であることを評価する。

◇14  
(ｂ) 緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建

屋用発電機で消費する燃料（重油）が備蓄して

いる重油量に対して，対応期間の７日間の運転

継続が可能であることを評価する。◇13 

(ｃ) 可搬型発電機（緊急時対策建屋電源設備

の緊急時対策建屋用発電機は除く）【◇6 ◇8 ◇12

◇13 】，可搬型空気圧縮機【◇5 】，可搬型計測ユ

ニット用空気圧縮機【◇12 】，可搬型中型移送ポ

ンプ【◇2 ◇5 】，軽油用タンクローリ【◇6 】，可

搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運

搬車【◇2 】，監視測定用運搬車【◇8 】，ホイー

ルローダ【◇11 】及びけん引車【◇12 】の使用を想

定する事故の条件については，可搬型発電機

【◇6 ◇8 ◇12 ◇13 】，可搬型空気圧縮機【◇5 】，可

搬型計測ユニット用空気圧縮機【◇12 】，可搬型

中型移送ポンプ【◇2 ◇5 】，軽油用タンクローリ

【◇6 】，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇14 ：要員及び資源

の評価方針を示し

たものであるた

め。 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条電源設備）

において示すた

め。 

◇8 ：監視 00-01 別

紙１①別添（第四

十九条監視設備）

において示すた

め。 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 

◇13：緊対 00-01 別

紙１①別添（第三

十条、第五十条緊

急時対策所）にお

いて示すため。 

◇5 ：プール 00-01

別紙 1①別添（第

四十二条使用済燃

料貯蔵槽の冷却等

のための設備）に

おいて示すため。 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条冷却

機能の喪失による

蒸発乾固に対処す

るための設備）に

おいて示すため。 

◇11 ：資源の評価方

針を説明したもの

であるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（21/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

展張車，運搬車【◇2 】，監視測定用運搬車

【◇8 】，ホイールローダ【◇11 】及びけん引車

【◇12 】の燃料消費量の評価を行う。◇14  
この場合，燃料（軽油）の備蓄量として，軽

油貯槽（約800ｍ３）の容量を考慮する。◇6  

(ｄ) 緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建

屋用発電機の使用を想定する事故の条件につい

ては，緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建

屋用発電機の燃料消費量の評価を行う。◇13 

この場合，燃料（重油）の備蓄量として，重

油貯槽（約200ｍ３）の容量を考慮する。◇13 

(ｅ) 燃料の必要量は，燃料を使用する設備の

燃費（公称値）及び最大稼働時間に基づき算出

する。◇14  
ｄ．電源 

(ａ) 前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬

型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

可搬型発電機，高レベル廃液ガラス固化建屋可

搬型発電機及び制御建屋可搬型発電機により，

有効性評価で考慮する設備に電源供給を行い，

その最大負荷が各可搬型発電機の給電容量（約

80ｋＶＡ）未満となることを評価する。◇6  

(ｂ) 可搬型排気モニタリング用発電機，可搬

型環境モニタリング用発電機及び可搬型気象観

測用発電機により，有効性評価で考慮する設備

に電源供給を行い，その最大負荷が可搬型発電

機の給電容量（約３ｋＶＡ）未満となることを

評価する。◇8  

(ｃ) 環境モニタリング用可搬型発電機によ

り，有効性評価で考慮する設備に電源供給を行

い，その最大負荷が可搬型発電機の給電容量

（約５ｋＶＡ）未満となることを評価する。◇8  

(ｄ) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可

搬型発電機により，有効性評価で考慮する設備

に電源供給を行い，その最大負荷が可搬型発電

機の給電容量（約200ｋＶＡ）未満となることを

評価する。◇6  

(ｅ) 緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型

発電機により，有効性評価で考慮する設備に電

源供給を行い，その最大負荷が可搬型発電機の

給電容量（約３ｋＶＡ）未満となることを評価

する。◇13 

(ｆ) 緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建

屋用発電機により，有効性評価で考慮する設備

に電源供給を行い，その最大負荷が可搬型発電

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条冷却

機能の喪失による

蒸発乾固に対処す

るための設備）に

おいて示すため。 

 

◇8 ：監視 00-01 別

紙１①別添（第四

十九条監視設備）

において示すた

め。 

 

◇11 ：資源の評価方

針を説明したもの

であるため。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 

 

◇14 ：要員及び資源

の評価方針を示し

たものであるた

め。 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条電源設備）

において示すた

め。 

 

◇13：緊対 00-01 別

紙１①別添（第三

十条、第五十条緊

急時対策所）にお

いて示すため。 
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(ロ) 重大事故等の同時発生時に必要な要員の

評価 

 

 外的事象の地震を要因とした場合の重大事故

等の同時発生では，同時に作業している要員数

の最大値は，130 人であり，重大事故等の同時

発生の対処に必要な要員は 161 人である。□2 □3

□5  

事業所内に常駐している実施組織要員は 164 人

であり，必要な作業対応が可能である。□2 □3 □5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機の給電容量（約1,700ｋＶＡ）未満となること

を評価する。◇13 

(ｇ) 電源においては，それぞれ必要な負荷を

積み上げるとともに，その負荷の起動順序並び

に動的負荷の起動時を考慮し評価する。◇14  
 

 

 

 

 

 

 

7.8.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結

果 

 

重大事故等が同時発生した場合において，重

大事故等対策実施時の操作項目，必要な要員数

及び移動時間を含めた各操作の所要時間につい

て確認した。◇2 ◇3 ◇5  

重大事故等対策時に必要な要員数が最も多い

のは，外的事象の地震を要因とした場合であっ

て，重大事故等の同時発生の対処に必要な要員

は161人である。◇2 ◇3 ◇5  

事業所内に常駐している実施組織要員は164人

であり，必要な作業対応が可能であることを確

認した。◇2 ◇3 ◇5  

外的事象の地震を要因とした重大事故等が同

時発生した場合の必要な要員及び作業項目を第

7.8－１図～第7.8－10図に示す。また，外的事

象の火山の影響を要因とした重大事故等が同時

発生した場合の必要な要員及び作業項目を第7.8

－11図～第7.8－20図に示す。◇2 ◇3 ◇5  

また，各要因での必要な要員について以下に

示す。◇2 ◇3 ◇5  

外的事象の地震を要因として重大事故等が同

時発生した場合の，重大事故等の同時発生の対

処に必要な要員は161人である。◇2 ◇3 ◇5  

外的事象の火山の影響を要因として重大事故

等が同時発生した場合の，重大事故等の同時発

生の対処に必要な要員は160人である。◇2 ◇3 ◇5  

内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪

失」を要因として重大事故等が同時発生した場

合は，外的事象の地震の場合を想定する環境条

件より悪化することを想定せず，対処内容にも

違いがないことから，必要な要員は合計161人以

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇13：緊対 00-01 別

紙１①別添（第三

十条、第五十条緊

急時対策所）にお

いて示すため。 

 

◇14 ：要員及び資源

の評価方針を示し

たものであるた

め。 

 

□2 ，◇2 ：蒸発乾固

00-01 別紙１①別

添（第三十九条冷

却機能の喪失によ

る蒸発乾固に対処

するための設備）

において示すた

め。 

 

□3 ，◇3 ：水素爆発

00-01 別紙 1①別

添（第四十条放射

線分解により発生

する水素による爆

発に対処するため

の設備）において

示すため。 

 

□5 ，◇5 ：プール

00-01 別紙 1①別

添（第四十二条使

用済燃料貯蔵槽の

冷却等のための設

備）において示す

ため。 
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い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 重大事故等の同時発生時に必要な水源の

評価 

 外的事象の地震を要因とした場合の重大事故

等の同時発生時に水源を必要とする対策として

は，冷却機能の喪失による蒸発乾固への重大事

故等対策及び使用済燃料貯蔵プール等への注水

（想定事故２）であり，【◇2 ◇5 】それぞれ第１

貯水槽の異なる区画を水源として使用する。□7  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冷却機能の喪失による蒸発乾固の重大事故等

対策に必要な水量は，冷却コイル等への通水を

開始し，高レベル廃液等が未沸騰状態に移行す

るまでの期間を考慮すると，合計約 26ｍ３の水

が必要である。また，代替安全冷却水系と第１

貯水槽間を循環させるために必要な水量は，約

3,000ｍ３である。【□2 】水源として，第１貯水

槽の一区画に約 10,000ｍ３の水を保有してお

り，これにより，必要な水源は確保可能であ

る。□7  

使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定事故

２）に必要な水量は，７日間の対応を考慮する

と，合計約 2,300ｍ３の水が必要である。

内である。◇2 ◇3 ◇5  

 

7.8.3 重大事故等対策時に必要な水源，燃料及

び電源の評価結果 

 重大事故等が同時発生した場合において，７

日間の重大事故等対策の継続に必要な水源，燃

料及び電源を評価し，対応期間の７日間は，外

部からの支援がない場合においても，必要量以

上の水源，燃料及び電源が確保されていること

を確認した。◇2 ◇3 ◇5  

重大事故等の同時発生時の対処に必要な水

源，燃料及び電源についての評価の詳細を以下

に示す。◇2 ◇3 ◇5  

 

7.8.3.1 水源の評価結果 

 

 重大事故等の同時発生時に水源を使用する対

処は，冷却機能の喪失による蒸発乾固対策の内

部ループへの通水，冷却コイル等への通水，凝

縮器への通水及び貯槽等への注水並びに使用済

燃料貯蔵プール等への注水（想定事故２）であ

る。◇2 ◇5  

冷却機能の喪失による蒸発乾固対策の内部ル

ープへの通水，冷却コイル等への通水，凝縮器

への通水及び貯槽等への注水で使用する第１貯

水槽の区画と使用済燃料貯蔵プール等への注水

（想定事故２）で使用する第１貯水槽の区画は

異なるものを使用することを想定し評価する。

◇7  

 

 

 (２) 水の使用量の評価 

 貯槽等への注水に必要な水量は，冷却コイル

等へ通水開始し，高レベル廃液等が未沸騰状態

に移行するまでの期間を考慮すると，外的事象

の地震又は火山の影響の想定によらず，合計約

26ｍ３の水が必要である。【◇2 】水源として，

第１貯水槽の一区画に約10,000m３の水を保有し

ており，これにより，必要な水源は確保可能で

ある。◇7  

 

 

使用済燃料貯蔵プール等への注水（想定事故

２）に必要な水量は，対応期間である７日間の

対応を考慮すると，合計約2,300ｍ３の水が必要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□2 ，◇2 ：蒸発乾固

00-01 別紙１①別

添（第三十九条冷

却機能の喪失によ

る蒸発乾固に対処

するための設備）

において示すた

め。 

 

◇3 ：水素爆発 00-

01 別紙 1①別添

（第四十条放射線

分解により発生す

る水素による爆発

に対処するための

設備）において示

すため。 

 

□5 ，◇5 ：プール

00-01 別紙 1①別

添（第四十二条使

用済燃料貯蔵槽の

冷却等のための設

備）において示す

ため。 

 

□7 ，◇7 ：水供給

00-01別紙1①別添

（第四十五条重大

事故等への対処に

必要となる水の供

給設備）において

示すため。 
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【□5 】水源として，第１貯水槽の一区画に約

10,000ｍ３の水を保有しており，これにより，

必要な水源は確保可能である。□7  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

である。【◇5 】水源として，第１貯水槽の一区

画に約10,000m３の水を保有しており，これによ

り必要な水源は確保可能である。◇7  

また，重大事故等の同時発生時の水源として

は，第１貯水槽のみでの対処が可能であるが，

万が一第１貯水槽で保有する水が不足した場

合，第２貯水槽からの第１貯水槽への供給も可

能である。◇7  

水の使用量の評価の詳細を以下に示す。◇2 ◇5  

 (ａ) 貯槽等への注水 

 貯槽等への注水よって消費する水量は，冷却

コイル等へ通水開始し，高レベル廃液等が未沸

騰状態に移行するまでの期間を考慮すると，外

的事象の地震又は火山の影響の想定によらず，

合計約26ｍ３の水が必要である。【◇2 】水源と

して，第１貯水槽の一区画に約10,000m３の水を

保有しており，これにより，必要な水源は確保

可能である。◇7  

貯槽等への注水によって消費する水量につい

ての詳細を以下に示す。 

前処理建屋   約０ｍ３ 

分離建屋    約1.4ｍ３ 

精製建屋    約2.1ｍ３ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約0.2ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋  約23ｍ３ 

全建屋合計    約26ｍ３ 

 また，代替安全冷却水系と第１貯水槽間を循

環させるために必要な水量は，約3,000ｍ３であ

る。◇2  

 (b) 燃料貯蔵プール等への注水 

 燃料貯蔵プール等への注水に必要な水量は，

７日間の対応を考慮すると，以下に示す量の水

が必要である。◇5  

外的事象の火山の影響を要因とした場合の想定

事故１ 

必要水量      約1,600ｍ３◇5  

外的事象の地震を要因とした場合の想定事故２ 

必要水量    約2,300ｍ３◇5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□5 ，◇5 ：プール

00-01 別紙 1①別

添（第四十二条使

用済燃料貯蔵槽の

冷却等のための設

備）において示す

ため。 

 

□7 ，◇7 ：水供給

00-01別紙1①別添

（第四十五条重大

事故等への対処に

必要となる水の供

給設備）において

示すため。 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条冷却

機能の喪失による

蒸発乾固に対処す

るための設備）に

おいて示すため。 
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また，冷却機能の喪失による蒸発乾固の重大事

故等対策で冷却に使用した水を貯水槽へ戻し再

利用するが，それに伴う水温の上昇は１日あた

り約 3.1℃であり，実際の放熱を考慮すれば冷

却を維持することは可能である。□2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【7.8.3.1(１) 内部ループへの通水，冷却コイ

ル等への通水及び凝縮器への通水による水の温

度影響評価】 

 第１貯水槽の一区画及び通水経路からの放熱

を考慮せず断熱を仮定した場合であっても，内

部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び

凝縮器への通水で使用する第１貯水槽の一区画

の水温の上昇は１日当たり約3.1℃であり，実際

の放熱を考慮すれば冷却を維持することは可能

である。◇2  

水の温度影響評価の詳細を以下に示す。◇2  

内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及

び凝縮器への通水に使用した排水は，第１貯水

槽の一区画へ戻し再利用する。この場合，第１

貯水槽の水量は，貯槽等への注水並びに第１貯

水槽及び可搬型排水受槽の開口部からの自然蒸

発によって減少するが，第１貯水槽及び可搬型

排水受槽の開口部は小さく，自然蒸発の影響は

小さいことから，貯槽等への注水による減少分

を考慮した第１貯水槽の一区画の温度上昇を算

出するとともに，冷却への影響を分析した。◇2  

第１貯水槽の水の温度への影響の評価の条件

は，外的事象の地震又は火山の影響の想定によ

らず同じである。◇2  

 

第１貯水槽の一区画の水温の上昇は以下の仮定

により算出した。◇2  

    冷却対象貯槽の総熱負荷 ：

 1,470ｋＷ 

    第１貯水槽の水量  ： 

 9,970ｍ３ ※１ 

    第１貯水槽の初期水温 ：

 29℃ 

    第１貯水槽の水の密度 ：

 996ｋｇ／ｍ３ ※２ 

    第１貯水槽の水の比熱 ：

 4,179Ｊ／ｋｇ／Ｋ ※２ 

※１ 貯槽等に内包する溶液が沸騰することに

よって消費する蒸発量約26ｍ３を切り上げて30

ｍ３とし，第１貯水槽の一区画分の容積10,000

ｍ３から減じて設定。◇2  

※２ 伝熱工学資料第４版 300Ｋの水の物性を

引用◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□2 ，◇2 ：蒸発乾固

00-01 別紙１①別

添（第三十九条冷

却機能の喪失によ

る蒸発乾固に対処

するための設備）

において示すた

め。 
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い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ニ) 重大事故等の同時発生時に必要な燃料の

評価 

 外的事象の地震を要因とした場合の重大事故

等の同時発生時に必要な燃料（軽油）は，合計

約87ｍ３であり【□2 □3 □5 】，軽油貯槽にて約800

ｍ３の軽油を確保していることから，外部支援

を考慮しなくとも７日間の対処の継続が可能で

ある【□6 】。また，外的事象の地震を要因とし

た場合の重大事故等の同時発生時に必要な燃料

（重油）は，合計約 69ｍ３であり，重油貯槽に

て約200ｍ３の重油を確保していることから，外

部支援を考慮しなくとも７日間の対処の継続が

可能である。 

なお，必要な燃料（軽油）の量については，

外的事象の火山の影響を要因とした場合につい

ても，合計約 87ｍ３であり【□2 □3 □5 】，軽油貯

槽にて約 800ｍ３の軽油を確保していることか

ら，外的事象の火山の影響を要因とした場合で

も外部支援を考慮しなくとも７日間の対処の継

続が可能である。□6  

貯槽等から回収した熱量はそのまま第１貯水

槽の水に与えられることから，第１貯水槽の１

日当たりの水温上昇⊿Ｔを次のとおり算出す

る。◇2  

 

    ⊿Ｔ[℃／日] ＝ 1,470,000[Ｊ／ｓ]

×86,400[ｓ／日]／（9,970[ｍ３]×996[ｋｇ／

ｍ３]×4,179[Ｊ／ｋｇ／Ｋ]）＝ 約3.1℃／日

◇2  

 なお，上記に示したとおり，自然蒸発による

第１貯水槽の水の減少は，第１貯水槽及び可搬

型排水受槽の開口部の構造上の特徴から，有意

な量の水が蒸発することは考え難いが，自然蒸

発による第１貯水槽の水の減少が第１貯水槽の

水の温度に与える影響を把握する観点から，現

実的には想定し得ない条件として，冷却対象貯

槽等の総熱負荷により第１貯水槽の水が蒸発す

る想定を置いた場合の第１貯水槽の水の温度上

昇を評価する。◇2  

本想定における第１貯水槽の水の蒸発量は約310

ｍ３となる。これを考慮し，第１貯水槽の水量

を9,690ｍ３と設定した場合，第１貯水槽の温度

上昇は約3.2℃／日であり，自然蒸発による第１

貯水槽の水の減少が第１貯水槽の水の温度に与

える影響は小さいと判断できる。◇2  

 

7.8.3.2 燃料の評価結果 

 重大事故等の同時発生時に必要な燃料（軽

油）は，合計約87ｍ３であり【◇2 ◇3 ◇5 】，軽油

貯槽にて約800ｍ３の軽油を確保していることか

ら，外部支援を考慮しなくとも７日間の対処の

継続が可能である。◇6  

重大事故等の同時発生時に必要な燃料（重

油）は，合計約69ｍ３であり，重油貯槽にて約

200ｍ３の重油を確保していることから，外部支

援を考慮しなくとも７日間の対処の継続が可能

である。◇13  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□2 ，◇2 ：蒸発乾固

00-01 別紙１①別

添（第三十九条冷

却機能の喪失によ

る蒸発乾固に対処

するための設備）

において示すた

め。 

 

□3 ，◇3 ：水素爆発

00-01 別紙 1①別

添（第四十条放射

線分解により発生

する水素による爆

発に対処するため

の設備）において

示すため。 

 

□5 ，◇5 ：プール

00-01 別紙 1①別

添（第四十二条使

用済燃料貯蔵槽の

冷却等のための設

備）において示す

ため。 

 

□6 ，◇6 ：電源 00-

01 別紙 1①別添

（第四十六条電源

設備）において示

すため。 

 

◇13：緊対 00-01 別

紙１①別添（第三

十条、第五十条緊

急時対策所）にお

いて示すため。 
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事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料の評価の詳細を以下に示す。 

 (１) 内部ループへの通水，貯槽等への注

水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水

に使用する可搬型中型移送ポンプ 

 冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生防止対

策及び拡大防止対策に使用する可搬型中型移送

ポンプによる各建屋の水の給排水については，

可搬型中型移送ポンプの起動から７日間の対応

を考慮すると，外的事象の地震又は火山の影響

の想定によらず，運転継続に合計約40ｍ３の軽

油が必要である。◇2  

 【第１貯水槽から建屋への水供給及び建屋か

ら第１貯水槽への排水】 

前処理建屋 約12ｍ３ 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋  約14ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋  約14ｍ３ 

全建屋合計  約40ｍ３◇2  

 

 (２) 使用済燃料貯蔵プール等への注水に使

用する可搬型中型移送ポンプ 

 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の燃料貯蔵プー

ル等への注水に使用する可搬型中型移送ポンプ

による貯水槽から使用済燃料貯蔵プール等への

水の注水は，可搬型中型移送ポンプの起動から

７日目までの運転を想定すると，外的事象の地

震又は火山の影響の想定によらず，運転継続に

合計約7.2ｍ３の軽油が必要となる。◇5  

 

 (３) 各建屋の可搬型排風機の運転等に使用

する可搬型発電機 

 冷却機能の喪失による蒸発乾固及び水素掃気

機能の喪失による水素爆発が発生した際に，大

気中への放射性物質の放出量を低減するために

使用する前処理建屋の可搬型排風機等は，前処

理建屋可搬型発電機から，分離建屋の可搬型排

風機等は，分離建屋可搬型発電機から，精製建

屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可

搬型排風機等は，ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋可搬型発電機から，高レベル廃液ガラス

固化建屋の可搬型排風機等は，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋可搬型発電機からそれぞれ必要な

電源を供給する。◇2 ◇4  

可搬型発電機による電源供給は，可搬型発電

機の起動から７日目までの運転を想定すると，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条冷却

機能の喪失による

蒸発乾固に対処す

るための設備）に

おいて示すため。 

 

◇5 ：プール 00-01

別紙 1①別添（第

四十二条使用済燃

料貯蔵槽の冷却等

のための設備）に

おいて示すため。 

 

◇4 ：有機溶媒 00-

01 別紙１①別添

（第四十一条有機

溶媒等による火災

又は爆発に対処す

るための設備）に

おいて示すため。

において示すた

め。 
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外的事象の地震又は火山の影響の想定によら

ず，運転継続に合計約12ｍ３の軽油が必要とな

る。◇2 ◇4  

前処理建屋   約2.9ｍ３ 

分離建屋   約3.0ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋  約3.0ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋   約3.0ｍ３ 

全建屋合計   約12ｍ３◇2 ◇4  

 

 (４) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

可搬型発電機 

 使用済燃料貯蔵プール等への注水時に使用す

る使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型

発電機による電源供給は，可搬型発電機の起動

から７日目までの運転を想定すると，外的事象

の地震又は火山の影響の想定によらず，運転継

続に合計約5.3ｍ３の軽油が必要となる。◇5  

 

 (５) 制御建屋可搬型発電機 

 制御建屋可搬型発電機による電源供給は，可

搬型発電機の起動から７日目までの運転を想定

すると，外的事象の地震又は火山の影響の想定

によらず，運転継続に合計約3.0ｍ３の軽油が必

要となる。◇15  
 

 (６) 緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬

型発電機 

 緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境

モニタリング設備の可搬型発電機による電源供

給は，重大事故等の発生直後から７日目までの

運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の

影響の想定によらず，運転継続に合計約0.3ｍ３

の軽油が必要となる。◇13  
 

 (７) 緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策

建屋用発電機 

 緊急時対策建屋用発電機による電源供給は，

外部電源の喪失後から７日目までの運転を想定

すると，外的事象の地震又は火山の影響の想定

によらず，運転継続に合計約69ｍ３の重油が必

要となる。◇13  
 

 (８) 可搬型排気モニタリング用発電機 

 可搬型排気モニタリング用発電機による電源

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条冷却

機能の喪失による

蒸発乾固に対処す

るための設備）に

おいて示すため。 

 

◇4 ：有機溶媒 00-

01 別紙１①別添

（第四十一条有機

溶媒等による火災

又は爆発に対処す

るための設備）に

おいて示すため。

において示すた

め。 

 

◇5 ：プール 00-01

別紙 1①別添（第

四十二条使用済燃

料貯蔵槽の冷却等

のための設備）に

おいて示すため。 

 

◇15 ：制御室（Ｓ

Ａ）00-01別紙1①

別添（第四十八条

制御室等）におい

て示すため。 

 

◇13 ：緊対 00-01 別

紙１①別添（第三

十条、第五十条緊

急時対策所）にお

いて示すため。 
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供給は，可搬型発電機の起動から７日目までの

運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の

影響の想定によらず，運転継続に合計約0.3ｍ３

の軽油が必要となる。◇8  

 

 (９) 可搬型環境モニタリング用発電機 

 可搬型環境モニタリング用発電機による電源

供給は，可搬型発電機の起動から７日目までの

運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の

影響の想定によらず，運転継続に合計約2.0ｍ３

の軽油が必要となる。◇8  

モニタリングポスト及びダストモニタが機能

維持している場合は，モニタリングポスト及び

ダストモニタにより監視を継続するため，可搬

型環境モニタリング用発電機は使用しない。◇8  

 

 (10) 可搬型気象観測用発電機 

 可搬型気象観測用発電機による電源供給は，

可搬型発電機の起動から７日目までの運転を想

定すると，外的事象の地震又は火山の影響の想

定によらず，運転継続に合計約0.3ｍ３の軽油が

必要となる。◇8  

 

 (11) 環境モニタリング用可搬型発電機 

 環境モニタリング用可搬型発電機による電源

供給は，可搬型発電機の起動から７日目までの

運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の

影響の想定によらず，運転継続に合計約4.0ｍ３

の軽油が必要となる。 

モニタリングポスト及びダストモニタが機能喪

失した場合は，可搬型環境モニタリング設備に

より監視を行うため，環境モニタリング用可搬

型発電機は使用しない。◇8  

 

 (12) 情報把握計装設備の可搬型発電機 

情報把握計装設備の可搬型発電機による電源

供給は，可搬型発電機の起動から７日目までの

運転を想定すると，外的事象の地震又は火山の

影響の想定によらず，運転継続に合計約0.5ｍ３

の軽油が必要となる。◇12  
 

 (13) 可搬型空気圧縮機 

 前処理建屋可搬型空気圧縮機，分離建屋可搬

型空気圧縮機，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋可搬型空気圧縮機，高レベル廃液ガラス固

化建屋可搬型空気圧縮機による水素掃気用の圧

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇8 ：監視 00-01 別

紙１①別添（第四

十九条監視設備）

において示すた

め。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（30/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ホ) 重大事故等の同時発生時に必要な電源の

評価 

 

 

 

 

 

 

 

縮空気供給及び計装設備の可搬型貯槽液位計へ

の圧縮空気の供給は，可搬型空気圧縮機の起動

から７日目までの運転を想定すると，外的事象

の地震又は火山の影響の想定によらず，運転継

続に合計約5.9ｍ３の軽油が必要となる。◇3  

前処理建屋  約1.4ｍ３ 

分離建屋   約1.7ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋  約1.4ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋   約1.6ｍ３ 

全建屋合計  約5.9ｍ３◇3  

 

 (14) 可搬型計測ユニット用空気圧縮機 

 可搬型計測ユニット用空気圧縮機による監視

設備の保護のため冷却空気の供給は，可搬型計

測ユニット用空気圧縮機の起動から７日目まで

の運転を想定すると，外的事象の地震又は火山

の影響の想定によらず，運転継続に合計約4.6ｍ
３の軽油が必要となる。◇12  
 

 (15) 冷却機能の喪失による蒸発乾固，水素

掃気機能の喪失による水素爆発及び使用済燃料

貯蔵プール等への注水対応時の運搬等に必要な

車両 

 軽油用タンクローリ【◇6 】，可搬型中型移送

ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車【◇2 】，

監視測定用運搬車【◇8 】，ホイールローダ

【◇11 】及びけん引車【◇12 】による燃料及び可搬

型重大事故等対処設備の運搬及び設置並びにア

クセスルートの整備については，外的事象の地

震を想定した場合，７日間の運転継続に合計約

5.0ｍ３の軽油が必要となる。【◇2 ◇6 ◇8 ◇11 ◇12 】
また，外的事象の火山の影響を想定した場合，

７日間の運転継続に合計約5.0ｍ３の軽油が必要

となる。◇2 ◇6 ◇8 ◇11 ◇12  
 

7.8.3.3 電源の評価結果 

 (１) 各建屋の可搬型排風機等の運転に使用

する可搬型発電機 

 ａ．前処理建屋可搬型発電機 

 前処理建屋可搬型発電機の電源負荷は，前処

理建屋における冷却機能の喪失による蒸発乾固

及び水素掃気機能の喪失による水素爆発時の大

気中への放射性物質の放出量の低減のために使

用する可搬型排風機等の運転に必要な負荷とし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇3 ：水素爆発 00-

01 別紙１①別添

（第四十条放射線

分解により発生す

る水素による爆発

に対処するための

設備）において示

すため。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条電源設備）

において示すた

め。 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条冷却

機能の喪失による

蒸発乾固に対処す

るための設備）に

おいて示すため。 

 

◇8 ：監視 00-01 別

紙１①別添（第四

十九条監視設備）

において示すた

め。 

 

◇11 ：資源の評価方

針を説明したもの

であるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（31/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て約21ｋＶＡであり，可搬型排風機の起動時を

考慮すると約55ｋＶＡの給電が必要である。◇2

◇3 ◇12  
 

前処理建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋ

ＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可

能である。◇6  

 ｂ．分離建屋可搬型発電機 

 分離建屋可搬型発電機の電源負荷は，分離建

屋における冷却機能の喪失による蒸発乾固及び

水素掃気機能の喪失による水素爆発時の大気中

への放射性物質の放出量の低減のために使用す

る可搬型排風機等の運転に必要な負荷として約

22ｋＶＡであり，可搬型排風機の起動時を考慮

すると約55ｋＶＡの給電が必要である。◇2 ◇3 ◇12  
分離建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶ

Ａであり，必要負荷に対しての電源供給が可能

である。◇6  

 ｃ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬

型発電機 

 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発

電機の電源負荷は，精製建屋及びウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋における冷却機能の喪失

による蒸発乾固及び水素掃気機能の喪失による

水素爆発時の大気中への放射性物質の放出量の

低減のために使用する精製建屋及びウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機等の運

転に必要な負荷として約39ｋＶＡであり，可搬

型排風機の起動時を考慮すると約73ｋＶＡの給

電が必要である。◇2 ◇3 ◇12  
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発

電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。◇6  

 ｄ．高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電

機 

 高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の

電源負荷は，高レベル廃液ガラス固化建屋にお

ける冷却機能の喪失による蒸発乾固及び水素掃

気機能の喪失による水素爆発時の大気中への放

射性物質の放出量の低減のために使用する可搬

型排風機等の運転に必要な負荷として約19ｋＶ

Ａであり，可搬型排風機の起動時を考慮すると

約53ｋＶＡの給電が必要である。◇2 ◇3 ◇12  
高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の

供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負荷に対

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙１①別添

（第三十九条冷却

機能の喪失による

蒸発乾固に対処す

るための設備）に

おいて示すため。 

 

◇3 ：水素爆発 00-

01 別紙１①別添

（第四十条放射線

分解により発生す

る水素による爆発

に対処するための

設備）において示

すため。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条電源設備）

において示すた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（32/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

外的事象の地震を要因とした場合の重大事故等

の同時発生時に必要な電源で，電源負荷と供給

容量で最も安全余裕が小さい可搬型排気モニタ

リング用発電機でも，必要負荷約 1.8ｋＶＡに

対し【□8 】，供給容量約３ｋＶＡであり，必要

負荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しての電源供給が可能である。◇6  

 

 (２) 可搬型排気モニタリング用発電機 

 可搬型排気モニタリング用発電機の電源負荷

は，主排気筒を介して，大気中への放射性物質

の放出状況の監視に必要な負荷として，約1.8ｋ

ＶＡであり，対象負荷の起動時を考慮しても約

1.8ｋＶＡである。◇8  

可搬型排気モニタリング用発電機の供給容量

は，約３ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電

源供給が可能である。◇8  

 

 (３) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

可搬型発電機 

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型

発電機の電源負荷は，使用済燃料貯蔵プール等

への注水に必要な負荷として，約109ｋＶＡであ

り，対象負荷の起動時を考慮すると約158ｋＶＡ

の給電が必要である。◇8 ◇12 ◇15 ◇16  
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型

発電機の供給容量は約200ｋＶＡあり，必要負荷

に対しての電源供給が可能である。◇6  

 

 (４) 制御建屋可搬型発電機 

 制御建屋可搬型発電機の電源負荷は，制御建

屋の中央制御室にとどまるための換気機能を確

保する際に，中央制御室の空気を清浄に保つた

めに使用する制御建屋の可搬型送風機の運転等

に必要な負荷として約24ｋＶＡであり，可搬型

送風機の起動時を考慮すると約52ｋＶＡの給電

が必要である。◇12 ◇15 ◇16  
制御建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋ

ＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可

能である。◇6  

 

 (５) 可搬型環境モニタリング用発電機 

 可搬型環境モニタリング用発電機の電源負荷

は，周辺監視区域における放射性物質の濃度及

び線量の測定に必要な負荷として，約0.8ｋＶＡ

であり，対象負荷の起動時を考慮しても約0.8ｋ

ＶＡである。◇8  

可搬型環境モニタリング用発電機の供給容量

は，約３ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電

源供給が可能である。◇8  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条電源設備）

において示すた

め。 

 

□8 ，◇8 ：監視 00-

01 別紙１①別添

（第四十九条監視

設備）において示

すため。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 

 

◇15 ：制御室（Ｓ

Ａ）00-01別紙1①

別添（第四十八条

制御室等）におい

て示すため。 

 

◇16 ：通信（ＳＡ）

00-01別紙1①別添

（第五十一条通信

連絡を行うために

必要な設備）にお

いて示すため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（33/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (６) 可搬型気象観測用発電機 

 可搬型気象観測用発電機の電源負荷は，敷地

内において風向，風速その他の気象条件の測定

に必要な負荷として，約0.8ｋＶＡであり，対象

負荷の起動時を考慮しても約0.8ｋＶＡである。 

可搬型気象観測用発電機の供給容量は，約３ｋ

ＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可

能である。◇8  

 

 (７) 環境モニタリング用可搬型発電機 

 環境モニタリング用可搬型発電機の電源負荷

は，周辺監視区域における放射性物質の濃度及

び線量の測定に必要な負荷として，約2.4ｋＶＡ

であり，対象負荷の起動時を考慮しても約2.4ｋ

ＶＡである。◇8  

環境モニタリング用可搬型発電機の供給容量

は，約５ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電

源供給が可能である。◇8  

 

 (８) 緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬

型発電機 

 緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電

機の電源負荷は，重大事故等に伴う大気中への

放射性物質の放出状況の監視に必要な負荷とし

て，約0.8ｋＶＡであり，対象負荷の起動時を考

慮しても約0.8ｋＶＡである。◇13  
緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型発電

機の供給容量は，約３ｋＶＡであり，必要負荷

に対しての電源供給が可能である。◇13  
 

 (９) 緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策

建屋用発電機 

 緊急時対策建屋の電源設備は，非常用電源系

統とは異なる代替電源として独立した設計とし

ている。◇13  
緊急時対策建屋用発電機の電源負荷は，緊急

時対策建屋の居住性を確保するための設備，重

大事故等に対処するために必要な指示及び通信

連絡に関わる設備の機能を維持するために必要

な負荷として約1,200ｋＶＡの給電が必要であ

る。◇13 ◇16  
緊急時対策建屋用発電機の供給容量は，約

1,700ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供

給が可能である。◇13  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇8 ：監視 00-01 別

紙１①別添（第四

十九条監視設備）

において示すた

め。 

 

◇13 ：緊対 00-01 別

紙１①別添（第三

十条、第五十条緊

急時対策所）にお

いて示すため。 

 

◇16 ：通信（ＳＡ）

00-01別紙1①別添

（第五十一条通信

連絡を行うために

必要な設備）にお

いて示すため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（34/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 情報把握計装設備の可搬型発電機 

 情報把握計装設備の可搬型発電機の電源負荷

は，パラメータの伝送に必要な負荷として約1.7

ｋＶＡであり，可搬型送風機の起動時を考慮す

ると約1.7ｋＶＡの給電が必要である。◇12  
制御建屋可搬型発電機の供給容量は，約3ｋＶＡ

であり，必要負荷に対しての電源供給が可能で

ある。◇12  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（35/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

第５表 重大事故等対処における手順の概要（8

／15） 

 

1.7 工場等外への放射性物質等の放出を抑制す

るための手順等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針目的 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいそ

の他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が異

常に低下し，燃料貯蔵プール等の水位が維持で

きない場合において，重大事故等が進展して継

続的に生じる有意な放射性物質の放出経路以外

の経路からの放出及び放射線の放出に至るおそ

れがある。前処理建屋，分離建屋，精製建屋，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋において，重大事故等が

 

 

 

 

 

 

添付１ 重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力 

 

6. 工場等外への放射性物質等の放出を抑制す

るための手順等 

 

【要求事項】 

再処理事業者において、重大事故が発生した

場合において工場等外への放射性物質及び放射

線の放出を抑制するために必要な手段等が適切

に整備されているか、又は整備される方針が適

切に示されていること。 

 

【解釈】 

１ 「工場等外への放射性物質及び放射線の放

出を抑制するために必要な手順等」とは、以下

に規定する措置又はこれらと同等以上の効果を

有する措置を行うための手順等をいう。 

ａ）重大事故が発生した場合において、放水

設備により、工場等外への放射性物質及び放射

線の放出を抑制するために必要な手順等を整備

すること。 

ｂ）海洋、河川、湖沼等への放射性物質の流

出を抑制する手順等を整備すること。 

重大事故が発生した場合において工場等外へ

の放射性物質及び放射線の放出を抑制するため

の設備を整備しており，ここでは，この設備を

活用した手順等について説明する。 

 

ａ．対応手段と設備の選定 

(ａ)対応手段と設備の選定の考え方 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいそ

の他の要因により燃料貯蔵プール等の水位が異

常に低下し，燃料貯蔵プール等の水位が維持で

きない場合において，重大事故等が進展して継

続的に生じる有意な放射性物質の放出経路以外

の経路からの放出及び放射線の放出に至るおそ

れがある。前処理建屋，分離建屋，精製建屋，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋において，重大事故等が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｉ）工場等外への放射性物質等の放出を

抑制するための設備 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建

屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及

び高レベル廃液ガラス固化建屋において重

大事故等が発生した場合において，工場等

外への放射性物質等の放出を抑制するため

に必要な重大事故等対処設備を設置及び保

管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3.7 放出抑制設備 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋において重大事故等が

発生した場合において，工場等外への放射性

物質等の放出を抑制するために必要な重大事

故等対処設備として，放出抑制設備を設ける

設計とする。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（36/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

進展して継続的に生じる有意な放射性物質の放

出経路以外の経路からの放出に至るおそれがあ

る。また，建物に放水した水が再処理施設の敷

地を通る排水路及びその他の経路を通じて，再

処理施設の敷地に隣接する尾駮沼から海洋への

放射性物質の流出に至るおそれがある。上記に

おいて工場等外への放射性物質等の放出を抑制

するための対応手段と重大事故等対処設備を選

定する。 

また，再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災が発生

した場合において，消火活動を行うための対応

手段と重大事故等対処設備を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進展して継続的に生じる有意な放射性物質の放

出経路以外の経路からの放出に至るおそれがあ

る。また，建物に放水した水が再処理施設の敷

地を通る排水路及びその他の経路を通じて，再

処理施設の敷地に隣接する尾駮沼から海洋への

放射性物質の流出に至るおそれがある。上記に

おいて工場等外への放射性物質等の放出を抑制

するための対応手段と重大事故等対処設備を選

定する。 

また，再処理施設の各建物周辺における航空

機衝突による航空機燃料火災，化学火災が発生

した場合において，泡消火又は放水による消火

活動を行うための対応手段と重大事故等対処設

備を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工場等外への放射性物質等の放出を抑制

するための設備は，放水設備，注水設備及

び抑制設備で構成する。 

 

リ．その他再処理設備の附属施設の構造及

び設備 

(ロ) 重大事故等対処設備 

(ⅷ) 放出抑制設備 

(ａ) 放水設備 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建

屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及

び高レベル廃液ガラス固化建屋において重

大事故等が発生し，大気中への放射性物質

の放出に至るおそれがある場合，建物に放

水し，放射性物質の放出を抑制するために

必要な重大事故等対処設備を設置及び保管

する。 

再処理施設の各建物周辺における航空機

衝突による航空機燃料火災，化学火災が発

生した場合，泡消火又は放水による消火活

動を実施するために必要な重大事故等対処

設備を設置及び保管する。 

 

(ｂ) 注水設備 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋において重大事故等が発生し，工場

等外への放射線の放出に至るおそれがある

場合，燃料貯蔵プール等へ注水し，放射線

の放出を抑制するために必要な重大事故等

対処設備を設置及び保管する。 

 

(ｃ) 抑制設備 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建

屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及

び高レベル廃液ガラス固化建屋において重

大事故等が発生し，再処理施設の敷地に隣

接する尾駮沼及び海洋へ放射性物質が流出

するおそれがある場合，放射性物質の流出

を抑制するために必要な重大事故等対処設

備を設置及び保管する。 

 

 

 

 

放出抑制設備は，放水設備，注水設備及び

抑制設備で構成する。 

 

 

 

 

 

7.3.7.1 放水設備 

7.3.7.1.1 放出抑制設備の基本的な設計 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋において重大事故等が

発生し，大気中への放射性物質の放出に至る

おそれがある場合，建物に放水し，放射性物

質の放出を抑制するために必要な重大事故等

対処設備として，放水設備を設ける設計とす

る。 

再処理施設の各建物周辺における航空機衝

突による航空機燃料火災，化学火災が発生し

た場合，泡消火又は放水による消火活動を実

施するために必要な重大事故等対処設備とし

て，放水設備を設ける設計とする。 

7.3.7.2 注水設備 

7.3.7.2.1 注水設備の基本的な設計 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋において重大事故等が発生し，工場等外

への放射線の放出に至るおそれがある場合，

燃料貯蔵プール等へ注水し，放射線の放出を

抑制するために必要な重大事故等対処設備と

して，注水設備を設ける設計とする。 

7.3.7.3 抑制設備 

7.3.7.3.1 抑制設備の基本的な設計 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋において重大事故等が

発生し，大気中へ放出した放射性物質が建物

への放水によって再処理施設の敷地に隣接す

る尾駮沼及び海洋へ流出するおそれがある場

合，放射性物質の流出を抑制するために必要

な重大事故等対処設備として,抑制設備を設

ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書（添付書類八）の各 SA 事象の対処に必要となる対応手段及び重大事故

等対処設備の選定方針は、事業変更許可申請書（本文四号）と同じ内容であり、設工認基

本設計方針に反映済みである。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（37/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対

応を行うための対応手段及び自主対策設備を選

定する。◇9  

選定した重大事故等対処設備により，技術的

能力審査基準だけでなく，事業指定基準規則第

四十条及び技術基準規則第四十四条の要求事項

を満足する設備を網羅することを確認するとと

もに，自主対策設備との関係を明確にする。◇9  

 

(ｂ)対応手段と設備の選定の結果 

技術的能力審査基準及び事業指定基準規則第

四十条並びに技術基準規則第四十四条からの要

求により選定した対応手段とその対応に使用す

る重大事故等対処設備及び自主対策設備を以下

に示す。◇9  

なお，対応に使用する重大事故等対処設備及

び自主対策設備と整備する手順についての関係

を第 6－１表に整理する。◇9  

 

ⅰ．大気中への放射性物質の放出を抑制するた

めの対応手段及び設備 

(ⅰ)放水設備による大気中への放射性物質の放

出抑制 

重大事故等時，使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃

液ガラス固化建屋に放水することで放射性物質

の放出を抑制する手段がある。また，本対処で

使用する設備を用いて，セル又は建物へ注水す

ることで，大気中への放射性物質の放出を抑制

することも可能である。◇9  

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

放水設備◇10 
・大型移送ポンプ車 

・可搬型放水砲 

・ホイールローダ 

・可搬型建屋外ホース 

代替安全冷却水系◇10 
・ホース展張車 

・運搬車 

水供給設備 

・第１貯水槽 

・第２貯水槽 

補機駆動用燃料補給設備◇10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 

 

 

◇10：一連の対応手

順において使用す

る設備を列記して

いる項であり、重

大事故等対処設備

に対する設計要求

ではないことから

記載しない。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（38/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・軽油貯槽 

・軽油用タンクローリ 

計装設備◇10 
・可搬型放水砲流量計 

・可搬型放水砲圧力計 

・可搬型建屋内線量率計 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（サーベイメータ） 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（線量率計） 

放射線監視設備◇10 
・ガンマ線エリアモニタ 

・建屋内線量率計 

重大事故等が発生している建物への放水の対

処を継続するために必要となる第２貯水槽及び

敷地外水源から第１貯水槽に水を補給する対応

手段と設備は，「7.重大事故等への対処に必要

となる水の供給手順等」で整備する。◇7  

なお，第２貯水槽を水源とした場合でも対処

が可能である。◇9  

本対応を継続するために必要となる燃料給油

の対応手段と設備は，「8.電源の確保に関する

手順等」で整備する。◇6  

 

(ⅱ)主排気筒内への散水 

重大事故等時，主排気筒を介して大気中へ

「7.7.1.3 重大事故等が同時発生した場合の拡

大防止対策の有効性評価」の放出量で定める有

効性評価の放出量を超える異常な水準の放射性

物質の放出を主排気筒内に散水することにより

抑制する手段がある。◇9  

本対応で使用する設備は以下のとおり。◇10 
・可搬型中型移送ポンプ 

・スプレイノズル 

・建屋外ホース（スプレイノズル用） 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型中型移送ポンプ吐出圧力計 

代替安全冷却水系◇10 
・可搬型中型移送ポンプ運搬車 

・ホース展張車 

・運搬車 

水供給設備◇10 
・第１貯水槽 

計装設備◇10 
・可搬型建屋供給冷却水流量計 

主排気筒内に散水した水は主排気筒底部か

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇10：一連の対応手

順において使用す

る設備を列記して

いる項であり、重

大事故等対処設備

に対する設計要求

ではないことから

記載しない。 

 

◇7 ：水供給 00-01

別紙 1①別添（第

四十五条 重大事

故等への対処に必

要となる水の供給

設備）において示

すため。 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条 電源設

備）において示す

ため。 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（39/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ら，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポ

ンプを使用して重大事故等の対象とならない建

物の地下又は洞道に排水することができる。◇9  

 

(ⅲ)重大事故等対処設備と自主対策設備 

放水設備による大気中への放射性物質の放出

抑制に使用する設備のうち，水供給設備の第１

貯水槽及び第２貯水槽【◇7 】並びに補機駆動用

燃料補給設備の軽油貯槽【◇6 】を常設重大事故

等対処設備として設置する。放水設備の大型移

送ポンプ車，可搬型放水砲，ホイールローダ及

び可搬型建屋外ホース，代替安全冷却水系のホ

ース展張車及び運搬車【◇2 】，補機駆動用燃料

補給設備の軽油用タンクローリ【◇6 】並びに計

装設備の可搬型放水砲流量計，可搬型放水砲圧

力計，可搬型建屋内線量率計，可搬型燃料貯蔵

プール等空間線量率計（サーベイメータ）及び

可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率

計）【◇12】を可搬型重大事故等対処設備として

配備する。 

主排気筒内への散水に使用する設備のうち，

水供給設備の第１貯水槽を常設重大事故等対処

設備として設置する。代替安全冷却水系の可搬

型中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車及び運

搬車並びに計装設備の可搬型建屋供給冷却水流

量計を可搬型重大事故等対処設備として配備す

る。◇9  

これらの設備で，技術的能力審査基準及び事

業指定基準規則第四十条並びに技術基準規則第

四十四条に要求される設備が全て網羅されてい

る。◇9  

以上の重大事故等対処設備により大気中への

放射性物質の放出を抑制することができる。◇9  

技術的能力審査基準及び事業指定基準規則第

四十条並びに技術基準規則第四十四条の要求に

よる，工場等外への放射性物質の放出を抑制す

るために必要な対処は，重大事故等が発生し，

通常の放出経路が確保されない状態で放射性物

質の放出に至るおそれがある建物への放水設備

による放水である。◇9  

主排気筒内への散水は，通常の放出経路であ

る主排気筒を経由して大気中へ「7.7.1.3 重大

事故等が同時発生した場合の拡大防止対策の有

効性評価」の放出量を超える異常な水準の放射

性物質が放出されるおそれがある場合に，放射

 

 

 

 

 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建

屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及

び高レベル廃液ガラス固化建屋において重

大事故等が発生し，大気中への放射性物質

の放出に至るおそれがある場合，建物に放

水し，放射性物質の放出を抑制するために

必要な重大事故等対処設備を設置及び保管

する。 

放水設備は，大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲，ホイールローダ及び可搬型建屋外

ホースで構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋において重大事故等が

発生し，大気中への放射性物質の放出に至る

おそれがある場合，建物に放水し，放射性物

質の放出を抑制するために必要な重大事故等

対処設備として，放水設備を設ける設計とす

る。 

放水設備は，大型移送ポンプ車，可搬型放

水砲，ホイールローダ及び可搬型建屋外ホー

スで構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 

 

◇7 ：水供給 00-01
別紙 1①別添（第

四十五条 重大事

故等への対処に必

要となる水の供給

設備）において示

すため。 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条 電源設

備）において示す

ため。 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙 1①別添

（第三十九条 冷

却機能の喪失によ

る蒸発乾固に対処

するための設備）

において示すた

め。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書（添付書類八）に記載している，大気中への放射性物質の放出抑制に

使用する設備のうち可搬型重大事故等対処設備として位置付ける設備は、事業変更許可申

請書（本文四号）と同じ内容であり、設工認基本設計方針に反映済みである。 

75



 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（40/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性物質の放出を抑制するために実施する対策で

ある。◇9  

「主排気筒内への散水」に使用する設備

(ａ.(ｂ)ⅰ.(ⅱ) 主排気筒内への散水)は，主排

気筒に設置しているスプレイノズルへの水の供

給経路の耐震性の確保及び水の供給経路に対し

て竜巻防護対策を講ずることができないため，

自主対策設備として位置づける。本対応を実施

するための具体的な条件は，水の供給経路が健

全でありスプレイノズルに水を供給することが

できる場合，主排気筒を経由した大気中への

「7.7.1.3 重大事故等が同時発生した場合の拡

大防止対策の有効性評価」の放出量を超える異

常な水準の放射性物質の放出を抑制する手段と

して選択することができる。◇9  

ガンマ線エリアモニタは基準地震動の 1.2 倍

の地震力を考慮しても機能を維持できる設計と

しておらず，外的事象の「地震」により機能喪

失するおそれがあるため，重大事故等対処設備

とは位置付けないが，プラント状況によっては

事故対応に有効な設備であることから，自主対

策設備として位置付ける。本設備を使用するた

めの具体的な条件は，外的事象の「地震」によ

り機能喪失をしていない場合に，燃料貯蔵プー

ル等空間線量率を測定する手段として選択する

ことができる。◇9  

建屋内線量率計は基準地震動の 1.2 倍の地震

力を考慮しても機能を維持できる設計としてお

らず，外的事象の「地震」により機能喪失する

おそれがあるため，重大事故等対処設備とは位

置付けないが，プラント状況によっては事故対

応に有効な設備であることから，自主対策設備

として位置付ける。本設備を使用するための具

体的な条件は，外的事象の「地震」により機能

喪失をしていない場合に，建屋内線量率を測定

する手段として選択することができる。◇9  

 

ⅱ．工場等外への放射線の放出を抑制するた

めの対応手段及び設備 

(ⅰ)燃料貯蔵プール等への大容量の注水によ

る工場等外への放射線の放出抑制 

重大事故等が発生している使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋から，工場等外への放射線の放出

を燃料貯蔵プール等へ大容量の注水を行うこと

により抑制する手段がある。◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76



 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（41/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

注水設備◇10 
・大型移送ポンプ車 

・可搬型建屋外ホース 

・可搬型建屋内ホース 

代替安全冷却水系◇10 
・ホース展張車 

・運搬車 

水供給設備◇10 
・第１貯水槽 

・第２貯水槽 

補機駆動用燃料補給設備◇10 
・軽油貯槽 

・軽油用タンクローリ 

計装設備◇10 
・可搬型放水砲流量計 

・可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（サーベイメータ） 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計

（線量率計） 

計測制御設備◇10 
・燃料貯蔵プール等水位計 

・燃料貯蔵プール等状態監視カメラ 

放射線監視設備◇10 
・ガンマ線エリアモニタ 

燃料貯蔵プール等への大容量の注水による工

場等外への放射線の放出を抑制する対処を継続

するために必要となる第２貯水槽及び敷地外水

源から第１貯水槽に水を補給する対応手段と設

備は，「7. 重大事故等への対処に必要となる水

の供給手順等」にて整備する。◇7  

なお，第２貯水槽を水源とした場合でも対処

が可能である。◇9  

本対応を継続するために必要となる燃料給油

の対応手段と設備は，「8.電源の確保に関する

手順等」で整備する。◇6  

 

(ⅱ)重大事故等対処設備と自主対策設備 

工場等外への放射線の放出を抑制するための

対応手段及び設備で使用する設備のうち，水供

給設備の第１貯水槽及び第２貯水槽【◇7 】並び

に補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽【◇6 】を

常設重大事故等対処設備として設置する。注水

設備の大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋において重大事故等が発生し，工場

等外への放射線の放出に至るおそれがある

場合，燃料貯蔵プール等へ注水し，放射線

の放出を抑制するために必要な重大事故等

対処設備を設置及び保管する。 

注水設備は，大型移送ポンプ車，可搬型

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋において重大事故等が発生し，工場等外

への放射線の放出に至るおそれがある場合，

燃料貯蔵プール等へ注水し，放射線の放出を

抑制するために必要な重大事故等対処設備と

して，注水設備を設ける設計とする。 

注水設備は，大型移送ポンプ車，可搬型建

 

◇10：一連の対応手

順において使用す

る設備を列記して

いる項であり、重

大事故等対処設備

に対する設計要求

ではないことから

記載しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇7 ：水供給 00-01
別紙 1①別添（第

四十五条 重大事

故等への対処に必

要となる水の供給

設備）において示

すため。 
 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条 電源設

備）において示す

ため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（42/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

及び可搬型建屋内ホース，代替安全冷却水系の

ホース展張車及び運搬車【◇2 】，補機駆動用燃

料補給設備の軽油用タンクローリ【◇6 】並びに

計装設備の可搬型放水砲流量計，可搬型燃料貯

蔵プール等状態監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プ

ール等空間線量率計（サーベイメータ）及び可

搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率

計）【◇12】を可搬型重大事故等対処設備として

配備する。 

これらの設備で，技術的能力審査基準及び事

業指定基準規則第四十条並びに技術基準規則第

四十四条に要求される設備が全て網羅されてい

る。◇9  

以上の重大事故等対処設備により，燃料貯蔵

プール等への大容量の注水により工場等外への

放射線の放出を抑制することができる。 

燃料貯蔵プール等水位計は基準地震動の 1.2

倍の地震力を考慮しても機能を維持できる設計

としておらず，外的事象の「地震」により機能

喪失するおそれがあるため，重大事故等対処設

備とは位置付けないが，プラント状況によって

は事故対応に有効な設備であることから，自主

対策設備として位置付ける。本設備を使用する

ための具体的な条件は，外的事象の「地震」に

より機能喪失をしていない場合に，燃料貯蔵プ

ール等水位を測定する手段として選択すること

ができる。◇9  

燃料貯蔵プール等状態監視カメラは基準地震

動の 1.2 倍の地震力を考慮しても機能を維持で

きる設計としておらず，外的事象の「地震」に

より機能喪失するおそれがあるため，重大事故

等対処設備とは位置付けないが，プラント状況

によっては事故対応に有効な設備であることか

ら，自主対策設備として位置付ける。本設備を

使用するための具体的な条件は，外的事象の

「地震」により機能喪失をしていない場合に，

燃料貯蔵プール等状態を測定する手段として選

択することができる。◇9  

ガンマ線エリアモニタは基準地震動の 1.2 倍

の地震力を考慮しても機能を維持できる設計と

しておらず，外的事象の「地震」により機能喪

失するおそれがあるため，重大事故等対処設備

とは位置付けないが，プラント状況によっては

事故対応に有効な設備であることから，自主対

策設備として位置付ける。本設備を使用するた

建屋外ホース及び可搬型建屋内ホースで構

成する。 

大型移送ポンプ車及び可搬型建屋外ホー

スは，放水設備と兼用し，可搬型建屋内ホ

ースはスプレイ設備と兼用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外ホース及び可搬型建屋内ホースで構成す

る。 

大型移送ポンプ車及び可搬範型建屋外ホー

スは，放水設備と兼用し，可搬型建屋内ホー

スは「1.2.1 使用済燃料貯蔵設備」のスプレ

イ設備と兼用する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙 1①別添

（第三十九条 冷

却機能の喪失によ

る蒸発乾固に対処

するための設備）

において示すた

め。 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条 電源設

備）において示す

ため。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書（添付書類八）に記載している，燃料貯蔵プール等への大容量の注水

による工場等外への放射線の放出を抑制するための設備のうち可搬型重大事故等対処設備

として位置付ける設備は、事業変更許可申請書（本文四号）と同じ内容であり、設工認基

本設計方針に反映済みである。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（43/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めの具体的な条件は，外的事象の「地震」によ

り機能喪失をしていない場合に，燃料貯蔵プー

ル等空間線量率を測定する手段として選択する

ことができる。◇9  

 

ⅲ．海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流

出を抑制するための対応手段及び設備 

(ⅰ)海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流

出抑制 

重大事故等が発生している建物に放水した水

に放射性物質が含まれていることを考慮し，再

処理施設の敷地に隣接する尾駮沼及び尾駮沼か

ら海洋へ放射性物質が流出するおそれがある場

合には，可搬型汚濁水拡散防止フェンス及び放

射性物質吸着材を排水路及び尾駮沼に設置する

ことにより流出を抑制する手段がある。◇9  

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

抑制設備◇10 
・可搬型汚濁水拡散防止フェンス 

・放射性物質吸着材 

・小型船舶 

・運搬車 

水供給設備◇10 
・ホース展張車 

代替安全冷却水系◇10 
・可搬型中型移送ポンプ運搬車 

補機駆動用燃料補給設備◇10 
・軽油貯槽 

本対応を継続するために必要となる燃料給油

の対応手段と設備は，「8.電源の確保に関する

手順等」で整備する。◇6  

なお，小型船舶はガソリンを燃料として使用

する。小型船舶で使用するガソリンは，容器に

より運搬し，補給する。◇9  

(ⅱ)重大事故等対処設備 

海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流出を

抑制するための対応手段及び設備のうち，補機

駆動用燃料補給設備の軽油貯槽【◇6 】を常設重

大事故等対処設備として設置する。抑制設備の

可搬型汚濁水拡散防止フェンス，放射性物質吸

着材，小型船舶及び運搬車，水供給設備のホー

ス展張車並びに代替安全冷却水系の可搬型中型

移送ポンプ運搬車【◇2 】を可搬型重大事故等対

処設備として配備する。 

これらの設備で，技術的能力審査基準及び事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建

屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及

び高レベル廃液ガラス固化建屋において重

大事故等が発生し，大気中へ放出した放射

性物質が建物への放水によって再処理施設

の敷地に隣接する尾駮沼及び海洋へ流出す

るおそれがある場合，放射性物質の流出を

抑制するために必要な重大事故等対処設備

として,抑制設備を設置及び保管する。 

抑制設備は，可搬型汚濁水拡散防止フェ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設のうち使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋において重大事故等が

発生し，大気中へ放出した放射性物質が建物

への放水によって再処理施設の敷地に隣接す

る尾駮沼及び海洋へ流出するおそれがある場

合，放射性物質の流出を抑制するために必要

な重大事故等対処設備として,抑制設備を設

ける設計とする。 

抑制設備は，可搬型汚濁水拡散防止フェン

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 

 

◇10：一連の対応手

順において使用す

る設備を列記して

いる項であり、重

大事故等対処設備

に対する設計要求

ではないことから

記載しない。 

 

 

 

 

 

 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条 電源設

備）において示す

ため。 

 

 

 

 

 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙 1①別添

（第三十九条 冷

却機能の喪失によ

る蒸発乾固に対処

するための設備）

において示すた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（44/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業指定基準規則第四十条並びに技術基準規則第

四十四条に要求される設備が全て網羅されてい

る。◇9  

以上の重大事故等対処設備により，海洋，河

川，湖沼等への放射性物質の流出を抑制するこ

とができる。 

 

ⅳ．再処理施設の各建物周辺における航空機衝

突による航空機燃料火災，化学火災に対応する

ための対応手段及び設備 

(ⅰ)初期対応における延焼防止措置 

再処理施設の各建物周辺における航空機燃料

火災，化学火災が発生した場合には，初期対応

における延焼防止措置により火災に対応する手

段がある。◇9  

本対応で使用する設備は以下のとおり。◇10 
・大型化学高所放水車 

・消防ポンプ付水槽車 

・化学粉末消防車 

・屋外消火栓 

・防火水槽 

(ⅱ)航空機衝突による航空機燃料火災，化学

火災への対応 

再処理施設の各建物周辺における航空機燃料

火災，化学火災が発生した場合には，再処理施

設の各建物周辺における航空機衝突による航空

機燃料火災，化学火災へ泡消火又は放水による

消火活動により対応する手段がある。◇9  

本対応で使用する設備は以下のとおり。 

放水設備◇10 
・大型移送ポンプ車 

・可搬型放水砲 

・ホイールローダ 

・可搬型建屋外ホース 

代替安全冷却水系◇10 
・ホース展張車 

・運搬車 

水供給設備◇10 
・第１貯水槽 

補機駆動用燃料補給設備◇10 
・軽油貯槽 

・軽油用タンクローリ 

計装設備◇10 
・可搬型放水砲流量計 

・可搬型放水砲圧力計 

本対応を継続するために必要となる燃料給油

ンス，放射性物質吸着材，小型船舶及び運

搬車で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス，放射性物質吸着材，小型船舶及び運搬車

で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 

 

◇10：一連の対応手

順において使用す

る設備を列記して

いる項であり、重

大事故等対処設備

に対する設計要求

ではないことから

記載しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書（添付書類八）に記載している，海洋，河川，湖沼等への放射性物質

の流出を抑制するための対応手段及び設備のうち可搬型重大事故等対処設備として位置付

ける設備は、事業変更許可申請書（本文四号）と同じ内容であり、設工認基本設計方針に

反映済みである。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（45/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応手段等 

大気中への放射性物質の放出抑制 

 

放水設備による大気中への放射性物質の放出抑

制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の対応手段と設備は，「8.電源の確保に関する

手順等」で整備する。◇6  

(ⅲ)重大事故等対処設備と自主対策設備 

再処理施設の各建物周辺における航空機衝突

による航空機燃料火災，化学火災に対応するた

めの対応手段及び設備で使用する設備のうち，

水供給設備の第１貯水槽【◇7 】及び補機駆動用

燃料補給設備の軽油貯槽【◇6 】を常設重大事故

等対処設備として設置する。放水設備の大型移

送ポンプ車，可搬型放水砲，ホイールローダ及

び可搬型建屋外ホース，代替安全冷却水系のホ

ース展張車及び運搬車【◇2 】，補機駆動用燃料

補給設備の軽油用タンクローリ【◇6 】並びに計

装設備の可搬型放水砲流量計及び可搬型放水砲

圧力計【◇12】を可搬型重大事故等対処設備とし

て配備する。 

これらの設備で，技術的能力審査基準及び事

業指定基準規則第四十条並びに技術基準規則第

四十四条に要求される設備が全て網羅されてい

る。◇9  

以上の重大事故等対処設備により，航空機衝

突による航空機燃料火災，化学火災へ対応する

ことができる。 

「初期対応における延焼防止措置」に使用す

る設備（a.(ｂ)ⅳ.(ⅰ)初期対応における延焼防

止措置）は，航空機燃料火災への対応手段とし

ては放水量が少ないため，放水設備と同等の放

水効果は得られにくいことから自主対策設備と

して位置付ける。本対応を実施するための具体

的な条件は，早期に消火活動が可能な場合，航

空機燃料の飛散によるアクセスルート及び建物

への延焼拡大防止の手段として選択することが

できる。◇9  

 

ⅴ．手順等 

上記「a.(ｂ)ⅰ．大気中への放射性物質の放

出を抑制するための対応手段及び設備」，

「a.(ｂ)ⅱ．工場等外への放射線の放出を抑制

するための対応手段及び設備」，「a.(ｂ)ⅲ．

海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流出を抑

制するための対応手段及び設備」及び「a.(ｂ)

ⅳ．再処理施設の各建物周辺における航空機衝

突による航空機燃料火災，化学火災に対応する

ための対応手段及び設備」により選定した対応

手段に係る手順を整備する。これらの手順は，

 

 

 

再処理施設の各建物周辺における航空機

衝突による航空機燃料火災，化学火災が発

生した場合，泡消火又は放水による消火活

動を実施するために必要な重大事故等対処

設備を設置及び保管する。 

放水設備は，大型移送ポンプ車，可搬型

放水砲，ホイールローダ及び可搬型建屋外

ホースで構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再処理施設の各建物周辺における航空機衝

突による航空機燃料火災，化学火災が発生し

た場合，泡消火又は放水による消火活動を実

施するために必要な重大事故等対処設備とし

て，放水設備を設ける設計とする。 

放水設備は，大型移送ポンプ車，可搬型放

水砲，ホイールローダ及び可搬型建屋外ホー

スで構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇6 ：電源 00-01 別

紙 1①別添（第四

十六条 電源設

備）において示す

ため。 

 

◇7 ：水供給 00-01
別紙 1①別添（第

四十五条 重大事

故等への対処に必

要となる水の供給

設備）において示

すため。 
 

◇2 ：蒸発乾固 00-

01 別紙 1①別添

（第三十九条 冷

却機能の喪失によ

る蒸発乾固に対処

するための設備）

において示すた

め。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書（添付書類八）に記載している，再処理施設の各建物周辺における航

空機衝突による航空機燃料火災，化学火災に対応するための対応手段及び設備のうち可搬

型重大事故等対処設備として位置付ける設備は、事業変更許可申請書（本文四号）と同じ

内容であり、設工認基本設計方針に反映済みである。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（46/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大型移送ポンプ車を第１貯水槽近傍及びアク

セスルート上に，可搬型放水砲を放水対象の建

屋近傍に設置し，大型移送ポンプ車から可搬型

放水砲まで可搬型建屋外ホースを敷設し，可搬

型放水砲との接続を行い，大型移送ポンプ車で

第１貯水槽の水を取水し，中継用の大型移送ポ

ンプ車を経由して，可搬型放水砲により，使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分離建

屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に放水す

る又はセル若しくは建物へ注水ことで放射性物

質の放出を抑制する。建物への放水及び注水に

ついては，臨界安全に及ぼす影響をあらかじめ

考慮し，実施する。□9  

配慮すべき事項 

作業性 

ホースの敷設ルートは，各作業時間を考慮

し，送水開始までの時間が最短になる組合せを

優先して確保する。□9  

可搬型放水砲の設置場所は，建物放水の対象

消火専門隊及び当直（運転員）の対応として

「火災防護計画」に，実施組織要員による対応

として各建屋及び建屋外等共通の「防災施設課 

重大事故等発生時対応手順書」に定める（第６

－１表）。◇9  

また，重大事故等時に監視が必要となる計装

設備についても整備する（第６－２表）。◇12 
 

ｂ．重大事故等時の手順 

(ａ)大気中への放射性物質の放出を抑制する

ための対応手順 

ⅰ．放水設備による大気中への放射性物質の

放出抑制 

可搬型放水砲による建物への放水は，以下の

考え方を基本とする。◇9  

・重大事故が進展して継続的に生じる有意な放

射性物質の放出経路以外の経路からの放出に繋

がる事象が生じた建物への対処を最優先に実施

する。◇9  

・可搬型放水砲による放水開始後は，第１貯水

槽を水源として水の供給が途切れることなく，

放水を継続するため，第２貯水槽及び敷地外水

源から水の補給を実施する（水の補給について

は，「7.重大事故等への対処に必要となる水の

供給手順等」にて整備する。）。◇7  

重大事故等時，大気中へ放射性物質が放出さ

れることを想定し，大型移送ポンプ車を第１貯

水槽近傍及びアクセスルート上に，可搬型放水

砲を放水対象の建屋近傍に設置し，大型移送ポ

ンプ車から可搬型放水砲まで可搬型建屋外ホー

スを敷設し，可搬型放水砲との接続を行い，大

型移送ポンプ車で第１貯水槽の水を取水し，中

継用の大型移送ポンプ車を経由して，可搬型放

水砲により建物へ放水する手段がある。また，

放水設備の一部を使用し，セル又は建物へ注水

する手段がある。◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 

 

◇7 ：水供給 00-01

別紙 1①別添（第

四十五条 重大事

故等への対処に必

要となる水の供給

設備）において示

すため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（47/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

となる建物の開口部及び風向きにより決定す

る。□9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

線量率が上昇し，建屋内での作業継続が困難

であると判断した場合，又は他の要因により重

大事故等への対処を行うことが困難になり，大

気中への放射性物質の放出に至るおそれがある

と判断した場合。□9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型放水砲の設置場所は，建物放水の対象

となる建物の開口部及び風向きにより決定す

る。◇9  

建物への放水については，臨界安全に及ぼす

影響をあらかじめ考慮し，実施する。◇9  

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」

以上）が確認された場合は，事前の対応作業と

して，可搬型建屋外ホースの敷設を行い，除灰

作業の準備を実施する。また，降灰が確認され

たのち必要に応じ，除灰作業を実施する。◇9  

 

(ⅰ)手順着手の判断基準 

セル又は建物へ注水するための着手判断は以

下のとおり。◇9  

・各重大事故等時の対策にて使用する主要パラ

メータを確認し,対策実施の効果が確認できない

と判断した場合。◇9  

可搬型放水砲を用いた大気中への放射性物質

の放出を抑制するための着手判断は以下のとお

り。◇9  

・線量率の上昇又は他の要因により重大事故等

への対処を行うことが困難になり，大気中への

放射性物質の放出に至るおそれがあると判断し

た場合。◇9  

 

(ⅱ)操作手順 

放水設備による大気中への放射性物質の放出

抑制の概要は以下のとおり。◇9  

本対策の手順の成否は，可搬型放水砲の流量

が所定の流量になったこと及び可搬型放水砲の

圧力が所定の圧力となったことにより確認す

る。◇9  

手順の対応フローを第６－１図，タイムチャ

ートを第６－２図，ホース敷設ルート図を第６

－３図に示す。◇9  

①実績責任者は，セル又は建物の状況を確認

し，セル又は建物へ注水が可能であれば，手順

着手の判断基準に基づき，可搬型放水砲による

建物への放水の対処を行う前に，セル又は建物

への注水準備の開始を建屋外対応班の班員に指

示する。◇9  

②実施責任者は，手順着手の判断基準に基づ

き，第１貯水槽から大気中への放射性物質の放

出を抑制するために可搬型放水砲による建物へ

の放水準備の開始を，建屋外対応班の班員に指

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（48/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

示する。◇9  

１～３建物までは以下の手順の③～⑭までを繰

り返し行うことで，各建物への放水が可能であ

る。４～６建物までは，１～３建物までの作業

で設置した大型移送ポンプ車を使用することで

対処可能であることから，以下の手順の⑦～⑭

を繰り返し行うことで建物への放水が可能であ

る。なお，第２貯水槽及び敷地外水源から第１

貯水槽に水を補給する対応手順は，「7. 重大事

故等への対処に必要となる水の供給手順等」に

て整備する。◇9  

③建屋外対応班の班員は，資機材の確認を行

う。◇9  

④建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車を

第１貯水槽近傍に移動及び設置する。◇9  

⑤建屋外対応班の班員は，第１貯水槽近傍に設

置した大型移送ポンプ車の運転準備を行い大型

移送ポンプ車付属の水中ポンプ（ポンプユニッ

ト）※１を第１貯水槽の取水箇所に設置する。◇9  

※１大型移送ポンプ車の取水ポンプを示す。取

水ポンプの吸込部には，ストレーナを設置して

おり，異物の混入を防止することができる。な

お，ストレーナが目詰まりをした場合は，清掃

を行う。◇9  

⑥建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車を

中継地点に移動及び設置する。◇9  

⑦建屋外対応班の班員は，可搬型放水砲をホイ

ールローダにより，放水対象の建屋近傍に運搬

し，設置する。◇9  

⑧建屋外対応班の班員は，運搬車で運搬する可

搬型建屋外ホース（金具類，可搬型放水砲流量

計及び可搬型放水砲圧力計）を第１貯水槽から

放水対象の建屋近傍まで設置する。◇9  

⑨建屋外対応班の班員は，可搬型建屋外ホース

をホース展張車により，第１貯水槽から放水対

象の建屋近傍まで敷設し，可搬型建屋外ホー

ス，大型移送ポンプ車，可搬型放水砲流量計及

び可搬型放水砲圧力計と接続する。◇9  

⑩建屋外対応班の班員は，敷設した可搬型建屋

外ホースと可搬型放水砲を接続する。また，セ

ル又は建物へ注水を行う場合，対象の建屋内ま

で可搬型建屋外ホースを敷設する。◇9  

⑪大型移送ポンプ車を起動し，敷設した可搬型

建屋外ホースの状態及び可搬型放水砲から放水

されることを確認する。◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

84



 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（49/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫建屋外対応班の班員は，可搬型放水砲による

建物への放水又はセル若しくは建物への注水準

備が完了したことを実施責任者に報告する。◇9  

⑬実施責任者は，大気中への放射性物質の放出

を抑制する建物への送水開始を建屋外対応班の

班員に指示する。◇9  

⑭建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車に

よる送水を行い，可搬型放水砲による建物への

放水又はセル若しくは建物への注水を開始す

る。◇9  

⑮建屋外対応班の班員は，建物への放水又はセ

ル若しくは建物への注水中は，可搬型放水砲流

量計及び可搬型放水砲圧力計で放水砲流量及び

放水砲圧力を確認し，大型移送ポンプ車の回転

数及び弁開度を操作する。◇9  

⑯実施責任者は，建屋外対応班の班員から可搬

型放水砲流量計が所定の流量，及び可搬型放水

砲圧力計が所定の圧力で可搬型放水砲による放

水を行っていることの報告を受け，放水設備に

て建物に放水することで，大気中への放射性物

質の放出抑制の対処が行われていることを確認

する。放水設備による大気中への放射性物質の

放出を抑制していることを確認するのに必要な

監視項目は，可搬型放水砲流量計及び可搬型放

水砲圧力計の放水砲流量及び放水砲圧力であ

る。◇9  

⑰実施責任者は，通常の放出経路が確保されな

い状態で放射性物質の放出に至った原因を特定

し，原因への対策が完了した場合，対処終了の

判断を行う。◇9  

 

(ⅲ)操作の成立性  

放水設備による大気中への放射性物質の放出

抑制の対応は，実施責任者，建屋外対応班長及

び情報管理班（以下6.では「実施責任者等」と

いう。）の要員５人，建屋外対応班の班員26人

の合計31人にて作業を実施した場合，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋では，本対策の実施判断後

４時間以内に対処可能である。その他の建屋の

対処に必要な時間は以下のとおり。◇9  

なお，建屋外対応班の班員26人は全ての建屋

の対応において共通の要員である。◇9  

精製建屋は，本対策の実施判断後11時間以内

に対処可能である。◇9  

分離建屋は，本対策の実施判断後15時間以内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（50/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。□9  

放射線防護，放射線管理 

線量管理については，個人線量計を着用し，

１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に

管理する。□9  

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及

び作業においては，作業場所の線量率の把握及

び状況に応じた対応を行うことにより，実施組

織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。□9  

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処時においては，中央制御室

等との連絡手段を確保する。夜間及び停電時に

おいては，確実に運搬及び移動ができるよう

に，可搬型照明を配備する。□9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に対処可能である。◇9  

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋は，本対

策の実施判断後19時間以内に対処可能である。 

高レベル廃液ガラス固化建屋は，本対策の実

施判断後23時間以内に対処可能である。◇9  

前処理建屋は，本対策の実施判断後26時間以

内に対処可能である。◇9  

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。線量管理について

は，個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍＳ

ｖ以下とすることを目安に管理する。◇9  

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及

び作業においては，作業場所の線量率の把握及

び状況に応じた対応を行うことにより，実施組

織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重

大事故等の対処時においては，中央制御室等と

の連絡手段を確保する。夜間及び停電時におい

ては，確実に運搬及び移動ができるように，可

搬型照明を配備する。◇9  
 

 

 

 

ⅱ．主排気筒内への散水 

重大事故等時，主排気筒を介して大気中へ

「7.7.1.3重大事故等が同時発生した場合の拡大

防止対策の有効性評価」の放出量を超える異常

な水準の放射性物質が放出される場合を想定

し，可搬型中型移送ポンプを第１貯水槽近傍と

主排気筒近傍に設置し，第１貯水槽近傍に設置

した可搬型中型移送ポンプから主排気筒に設置

しているスプレイノズルに接続されている建屋

外ホース（スプレイノズル用）の接続口まで可

搬型建屋外ホースを敷設する。可搬型中型移送

ポンプとスプレイノズルに接続されている建屋

外ホース（スプレイノズル用）を可搬型建屋外

ホースで接続し，可搬型中型移送ポンプで第１

貯水槽の水を取水し，中継用の可搬型中型移送

ポンプを経由して，主排気筒に設置しているス

プレイノズルから主排気筒内への散水を行う手

段がある。◇9  

 

(ⅰ)手順着手の判断基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（51/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主排気筒を介した大気中への放射性物質の放

出状況として，「7.7.1.3 重大事故等が同時発

生した場合の拡大防止対策の有効性評価」の放

出量を超える放出の可能性があると判断した場

合（排気モニタリング設備又は可搬型排気モニ

タリング設備による確認。）。◇9  

なお，本対応は，重大事故等対処設備を用い

た対応に係る要員及び時間とは別に，本対応を

実施するための要員及び時間を確保可能な場合

に着手する。◇9  

 

(ⅱ)操作手順 

主排気筒内への散水の概要は以下のとおり。 

本対策の手順の成否は，可搬型建屋外ホース

の建屋給水流量が所定の流量となったこと及び

可搬型中型移送ポンプの吐出圧力が所定の圧力

となったことにより確認する。◇9  

手順の対応フローを第６－４図，タイムチャ

ートを第６－５図に示す。◇9  

 

①実施責任者は，手順着手の判断基準に基づ

き，第１貯水槽を水源とし，主排気筒に設置し

ているスプレイノズルから主排気筒内への散水

の対処開始を，建屋外対応班の班員に指示す

る。◇9  

②建屋外対応班の班員は，使用する資機材の確

認を行う。◇9  

③建屋外対応班の班員は，運搬車で運搬する可

搬型建屋外ホース(金具類，可搬型建屋供給冷却

水流量計及び可搬型中型移送ポンプ吐出圧力計)

の設置を行う。◇9  

④建屋外対応班の班員は，可搬型中型移送ポン

プを可搬型中型移送ポンプ運搬車により，第１

貯水槽近傍へ運搬及び設置する。併せて，第１

貯水槽に設置した可搬型中型移送ポンプ付属の

水中ポンプ（ポンプユニット）※１を第１貯水槽

の取水箇所に設置する。◇9  

※１水中ポンプの吸込部には，ストレーナを

設置しており，異物の混入を防止することがで

きる。なお，ストレーナが目詰まりをした場合

は，清掃を行う。◇9  

⑤建屋外対応班の班員は，可搬型中型移送ポン

プを可搬型中型移送ポンプ運搬車により，主排

気筒近傍へ運搬及び設置する。◇9  

⑥建屋外対応班の班員は，可搬型建屋外ホース

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（52/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

をホース展張車により，第１貯水槽近傍の可搬

型中型移送ポンプから主排気筒近傍の可搬型中

型移送ポンプまで敷設し，可搬型中型移送ポン

プと接続する。◇9  

⑦建屋外対応班の班員は，主排気筒近傍の可搬

型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬

型建屋供給冷却水流量計，可搬型中型移送ポン

プ吐出圧力計及びスプレイノズルに接続されて

いる建屋外ホース（スプレイノズル用）を接続

する。建屋外ホース（スプレイノズル用）と可

搬型建屋外ホースは主排気筒の下部で接続す

る。また，建屋外対応班の班員は，第１貯水槽

近傍に設置した送水用の可搬型中型移送ポンプ

を起動し，試運転を行う。◇9  

⑧建屋外対応班の班員は，スプレイノズルによ

る主排気筒内への散水準備が完了したことを実

施責任者に報告する。◇9  

⑨実施責任者は,主排気筒内への散水開始を建屋

外対応班の班員に指示する。◇9  

⑩建屋外対応班の班員は，送水を開始する。送

水中は，可搬型中型移送ポンプ吐出圧力計で可

搬型中型移送ポンプの吐出圧力を，可搬型建屋

供給冷却水流量計で建屋給水流量を確認しなが

ら可搬型中型移送ポンプの回転数を操作する。

主排気筒内に散水した水は主排気筒底部にある

設備から，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型

移送ポンプを使用して，重大事故等の対象とな

らない建物の地下又は洞道に排水する。◇9  

⑪実施責任者は，建屋外対応班の班員から可搬

型建屋供給冷却水流量計が所定の流量であるこ

と及び可搬型中型移送ポンプの吐出圧力が所定

の圧力以上であることの報告を受け，主排気筒

内への散水が行われていることを確認する。主

排気筒内への散水が行われていることを確認す

るために必要な監視項目は，可搬型中型移送ポ

ンプ吐出圧力計の可搬型中型移送ポンプ吐出圧

力及び可搬型建屋供給冷却水流量計の建屋給水

流量である。◇9  

⑫実施責任者は，主排気筒を介して大気中へ

「7.7.1.3 重大事故等が同時発生した場合の拡

大防止対策の有効性評価」の放出量を超える異

常な水準の放射性物質が放出された原因を特定

し，原因への対策が完了した場合，対処終了の

判断を行う。◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（53/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。□9  

放射線防護，放射線管理 

線量管理については，個人線量計を着用し，

１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に

管理する。□9  

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及

び作業においては，作業場所の線量率の把握及

び状況に応じた対応を行うことにより，実施組

織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。□9  

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処時においては，中央制御室

等との連絡手段を確保する。夜間及び停電時に

おいては，確実に運搬及び移動ができるよう

に，可搬型照明を配備する。□9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅲ)操作の成立性 

主排気筒内への散水の対応は，実施責任者等

の要員５人，建屋外対応班の班員12人の合計17

人にて作業を実施した場合，主排気筒への散水

開始は，本対策の実施判断後２時間30分以内で

対処可能である。◇9  

なお，本対策は，重大事故等対処設備を用い

た対処に係る要員及び時間に加えて，本対策を

実施するための要員及び時間を確保可能な場合

に着手することとしているため，重大事故等対

処設備を用いた対処に悪影響を及ぼすことはな

い。◇9  

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。線量管理について

は，個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍＳ

ｖ以下とすることを目安に管理する。◇9  

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及

び作業においては，作業場所の線量率の把握及

び状況に応じた対応を行うことにより，実施組

織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重

大事故等の対処時においては，中央制御室等と

の連絡手段を確保する。夜間及び停電時におい

ては，確実に運搬及び移動ができるように，可

搬型照明を配備する。◇9  

 

ⅲ．重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下の

とおり。◇9  

重大事故等が発生している使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建

屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高

レベル廃液ガラス固化建屋において，大気中へ

の放射性物質の放出に至るおそれがある場合に

は，対応手順に従い，可搬型放水砲による建物

への放水を行うことで，大気中への放射性物質

の放出を抑制する。また，放水設備の一部を使

用し，セル又は建物へ注水することにより，大

気中への放射性物質の放出を抑制することも可

能である。◇9  

可搬型放水砲による建物への放水の手段は，

以下の考え方を基本とする。◇9  

・第１貯水槽を水源とし，可能な限り早く放水

を開始する。◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（54/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工場等外への放射線の放出抑制 

 

燃料貯蔵プール等への大容量の注水による工場

等外への放射線の放出抑制 

 

 

大型移送ポンプ車を第１貯水槽近傍及びアク

セスルート上に設置する。可搬型建屋外ホース

と可搬型建屋内ホースを接続し，燃料貯蔵プー

ル等まで敷設する。大型移送ポンプ車で第１貯

水槽の水を取水し，中継用の大型移送ポンプ車

を経由して，燃料貯蔵プール等へ注水する。□9  

 

 

 

 

 

 

燃料貯蔵プール等から大量の水が漏えいし，

燃料貯蔵プール等の水位低下が継続し，水遮蔽

による遮蔽が損なわれ，高線量の放射線が放出

するおそれがあり，建屋内作業の継続が困難で

あると判断した場合（プール空間線量，プール

水位及びプール状態監視カメラによる確認）□9  

 

 

 

 

 

 

 

 

・可搬型放水砲による放水開始後は，水の供給

を途切れることなく放水を継続するため，第２

貯水槽及び敷地外水源から水の補給を実施する

（水の補給については，「7. 重大事故等への対

処に必要となる水の供給手順等」にて整備す

る。）。◇9  

この対応手段の他に，主排気筒を経由して大

気中へ「7.7.1.3 重大事故等が同時発生した場

合の拡大防止対策の有効性評価」の放出量を超

える異常な水準の放射性物質の放出を抑制する

ために，主排気筒内への散水の対応手順を選択

することができる。◇9  

 

 

(ｂ)工場等外への放射線の放出を抑制するため

の対応手順 

ⅰ．燃料貯蔵プール等への大容量の注水によ

る工場等外への放射線の放出抑制 

重大事故等時，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

から工場等外へ放射線が放出されることを想定

し，大型移送ポンプ車を第１貯水槽近傍及びア

クセスルート上に設置し，可搬型建屋外ホース

及び建屋内ホースを燃料貯蔵プール等まで敷設

し，大型移送ポンプ車で第１貯水槽の水を取水

し，中継用の大型移送ポンプ車を経由して，燃

料貯蔵プール等へ注水する手段がある。◇9  

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」

以上）が確認された場合は，事前の対応作業と

して，可搬型建屋外ホースの敷設を行い，除灰

作業の準備を実施する。また，降灰が確認され

たのち必要に応じ，除灰作業を実施する。◇9  

(ⅰ)手順着手の判断基準 

燃料貯蔵プール等から大量の水が漏えいし，

燃料貯蔵プール等の水位低下が継続し，水遮蔽

による遮蔽が損なわれ，高線量の放射線が放出

するおそれがあり，建屋内作業の継続が困難で

あると判断した場合（プール空間線量，プール

水位及びプール状態監視カメラによる確

認。）。◇9  

(ⅱ)操作手順 

燃料貯蔵プール等への大容量の注水による工

場等外への放射線の放出抑制の概要は以下のと

おり。◇9  

本対策の手順の成否は，可搬型放水砲の流量

が所定の流量となったことにより確認する。◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（55/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手順の対応フローを第６－６図，タイムチャ

ートを第６－７図，ホース敷設ルート図を第６

－３図及び第６－８図並びに６－９図に示す。

◇9  

①実施責任者は，手順着手の判断基準に基づ

き，第１貯水槽から燃料貯蔵プール等への注水

準備の開始を，建屋外対応班の班員及び建屋対

策班の班員に指示する。◇9  

②建屋外対応班の班員は，資機材の確認を行

う。◇9  

③建屋外対応班の班員は，運搬車で運搬する可

搬型建屋外ホース（金具類及び可搬型放水砲流

量計）を第１貯水槽から使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋近傍に設置する。また，建屋対策班の班

員は，可搬型建屋内ホースを使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋入口扉から建屋内に運搬し，敷設

する。◇9  

なお，可搬型建屋内ホースを燃料貯蔵プール等

近傍へ敷設する際は，止水板の一部を取り外

し，敷設する。◇9  

④建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車を

第１貯水槽近傍へ移動する。◇9  

⑤建屋外対応班の班員は，第１貯水槽近傍に移

動した大型移送ポンプ車付属の水中ポンプ（ポ

ンプユニット）※１を第１貯水槽の取水箇所に設

置する。◇9  

※１大型移送ポンプ車の取水ポンプを示す。取

水ポンプの吸込部には，ストレーナを設置して

おり，異物の混入を防止することができる。な

お，ストレーナが目詰まりをした場合は，清掃

を行う。◇9  

⑥建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車を

中継地点に移動し，設置する。◇9  

⑦建屋外対応班の班員は，可搬型建屋外ホース

をホース展張車により，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋入口扉まで敷設する。可搬型建屋外ホー

スと，大型移送ポンプ車及び可搬型放水砲流量

計を接続する。◇9  

⑧建屋外対応班の班員は，可搬型建屋外ホース

を，車両により敷設が出来ないアクセスルート

部分を敷設する際は，班員が人力で可搬型建屋

外ホースを運搬し，敷設する。併せて運搬車で

運搬した可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホ

ースを接続する。◇9  

⑨建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（56/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。□9  

起動し，試運転を行い，敷設した可搬型建屋外

ホースの状態を確認する。◇9  

⑩建屋外対応班の班員は，燃料貯蔵プール等へ

の注水準備が完了したことを実施責任者に報告

する。◇9  

⑪実施責任者は，燃料貯蔵プール等への注水開

始を建屋外対応班の班員に指示する。◇9  

⑫建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車に

よる送水を開始する。◇9  

⑬実施責任者は，燃料貯蔵プール等への注水中

は，可搬型放水砲流量計，ガンマ線エリアモニ

タ，可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サ

ーベイメータ），可搬型燃料貯蔵プール等空間

線量率計（線量率計），燃料貯蔵プール等状態

監視カメラ，燃料貯蔵プール等水位計及び可搬

型燃料貯蔵プール等状態監視カメラで，放水砲

流量，建屋内線量率及びプールの水位を確認す

る。◇9  

また，建屋外対応班の班員に可搬型放水砲流量

計で送水流量を確認しながら大型移送ポンプ車

の回転数及び弁開度を操作するように指示す

る。◇9  

⑭実施責任者は，建屋外対応班の班員から可搬

型放水砲流量計が所定の流量であることの報告

を受け，燃料貯蔵プール等へ注水が行われてい

ることを確認する。燃料貯蔵プール等へ注水が

行われていることを確認するのに必要な監視項

目は，可搬型放水砲流量計の放水砲流量であ

る。◇9  

⑮実施責任者は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

から工場等外へ放射線が放出された原因を特定

し，原因への対策が完了した場合，対処終了の

判断を行う。◇9  

 

(ⅲ)操作の成立性 

燃料貯蔵プール等への大容量の注水による工

場等外への放射線の放出抑制の対応は，実施責

任者等の要員６人，建屋外対応班の班員14人，

建屋対策班の班員８人の合計28人にて作業を実

施した場合，燃料貯蔵プール等への注水は，本

対策の実施判断後５時間30分以内で対処可能で

ある。◇9  

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（57/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

放射線防護，放射線管理 

線量管理については，個人線量計を着用し，

１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に

管理する。さらに，実施組織要員の作業場所へ

の移動及び作業においては，作業場所の線量率

の把握及び状況に応じた対応を行うことによ

り，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低

減する。□9  

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処時においては，中央制御室

等との連絡手段を確保する。夜間及び停電時に

おいては，確実に運搬及び移動ができるよう

に，可搬型照明を配備する。□9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物に放水した水に放射性物質が含まれてい

ることを考慮し，再処理施設の敷地を通る排水

路を通じて再処理施設の敷地に隣接する尾駮沼

及び海洋へ放射性物質が流出することを想定

し，可搬型汚濁水拡散防止フェンス及び放射性

物質吸着材を使用し，海洋，河川，湖沼等への

放射性物質の流出を抑制する。□9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応じて着用することとする。線量管理について

は，個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍＳ

ｖ以下とすることを目安に管理する。◇9  

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及

び作業においては，作業場所の線量率の把握及

び状況に応じた対応を行うことにより，実施組

織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重

大事故等の対処時においては，中央制御室等と

の連絡手段を確保する。夜間及び停電時におい

ては，確実に運搬及び移動ができるように，可

搬型照明を配備する。◇9  

 

 

 

 

ⅱ．重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下の

とおり。 

重大事故等が発生している使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋において，放射線の放出に至るお

それがある場合には，対応手順に従い，燃料貯

蔵プール等へ注水することにより，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋からの放射線の放出を抑制す

る。◇9  

 

(ｃ)海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流出

を抑制するための対応手順 

ⅰ．海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流

出抑制 

重大事故等時，建物に放水した水に放射性物

質が含まれていることを考慮し，再処理施設の

敷地を通る北東排水路（北側）及び北東排水路

（南側）（以下，６．では「排水路①及び②」

という。）を通じて再処理施設の敷地に隣接す

る尾駮沼へ放射性物質が流出することを抑制す

るために，排水路①及び②の雨水集水桝に運搬

車で放射性物質吸着材及び可搬型汚濁水拡散防

止フェンスを運搬し，設置する手段がある。◇9  

また，放水の到達点で霧状になったものが風

の影響によって流され，その他の再処理施設の

敷地を通る北排水路，東排水路及び南東排水路

（以下，６．では「排水路③，④及び⑤」とい

う。）を通じて再処理施設の敷地に隣接する尾

駮沼へ放射性物質が流出することを抑制するた

めに，排水路③，④及び⑤の雨水集水桝に運搬

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（58/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流出抑

制「対応手段等」の「大気中への放射性物質の

放出を抑制するための対応手段」の「放水設備

による大気中への放射性物質の放出抑制」の判

断に基づき，放水設備による大気中への放射性

物質の放出抑制の対処を開始した場合。□9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車で放射性物質吸着材及び可搬型汚濁水拡散防

止フェンスを運搬し，設置する手段がある。◇9  

各排水路の概要図を第６－10 図に示す。◇9  

加えて，天候の影響により，その他の経路か

ら再処理施設の敷地に隣接する尾駮沼から海洋

へ，放射性物質が流出することを抑制するため

に，尾駮沼出口及び尾駮沼に可搬型中型移送ポ

ンプ運搬車及び小型船舶で可搬型汚濁水拡散防

止フェンスを設置する手段がある。◇9  

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」

以上）が確認された場合は，事前の対応作業と

して，排水路①及び②に可搬型汚濁水拡散防止

フェンスの設置を行い，除灰作業の準備を実施

する。また，降灰が確認されたのち必要に応

じ，除灰作業を実施する。◇9  

 

(ⅰ)手順着手の判断基準 

以下の着手判断を行った場合。◇9  

各重大事故等時の対策にて使用する主要パラ

メータの確認時に，対策実施の効果が確認でき

ないと判断し，セル又は建物へ注水する場合。 

線量率の上昇又は他の要因により重大事故等

への対処を行うことが困難になり，大気中への

放射性物質の放出に至るおそれがあると判断

し，可搬型放水砲を用いた大気中への放射性物

質の放出を抑制する場合。◇9  

(ⅱ)操作手順  

海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流出を

抑制するための対応手順の概要は，以下のとお

り。◇9  

手順の対応フローを第６－１図，設置箇所の

概要を第６－10 図，タイムチャートを第６－11 

図に示す。◇9  

①実施責任者は，手順着手の判断基準に基づ

き，海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流出

を抑制するための対応準備の開始を建屋外対応

班の班員に指示する。◇9  

②建屋外対応班の班員は，使用する資機材の確

認を行う。資機材の確認後，運搬車により，再

処理施設の敷地を通る排水路①及び②の雨水集

水枡近傍に可搬型汚濁水拡散防止フェンス及び

放射性物質吸着材を運搬する。◇9  

排水路①及び②の雨水集水枡へ放射性物質吸着

材を設置し，可搬型汚濁水拡散防止フェンスを

設置する。◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（59/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③建屋外対応班の班員は，排水路①及び②の放

射性物質の流出を抑制するための対処が完了し

たことを実施責任者に報告する。◇9  

④建屋外対応班の班員は，運搬車によりその他

の再処理施設の敷地を通る排水路③，④及び⑤

の雨水集水枡近傍に可搬型汚濁水拡散防止フェ

ンス及び放射性物質吸着材を運搬する。◇9  

排水路③，④及び⑤の雨水集水枡へ放射性物質

吸着材を設置し，可搬型汚濁水拡散防止フェン

スを設置する。◇9  

⑤建屋外対応班の班員は，排水路③，④及び⑤

の放射性物質の流出を抑制するための対処が完

了したことを実施責任者に報告する。◇9  

⑥建屋外対応班の班員は，運搬車により尾駮沼

近傍に小型船舶の運搬を行う。◇9  

⑦建屋外対応班の班員は，可搬型中型移送ポン

プ運搬車により，可搬型汚濁水拡散防止フェン

スを設置箇所近傍に運搬する。◇9  

なお，ホース展張車を用いて運搬することも可

能である。◇9  

⑧建屋外対応班の班員は，小型船舶の組立を行

う。◇9  

⑨建屋外対応班の班員は，小型船舶を尾駮沼に

進水させ，作動確認を行う。◇9  

⑩建屋外対応班の班員は，小型船舶を用いて尾

駮沼の出口に可搬型汚濁水拡散防止フェンスを

運搬し，設置する。◇9  

⑪建屋外対応班の班員は，小型船舶を用いて可

搬型汚濁水拡散防止フェンスのカーテン降ろし

及びアンカー設置を行う。◇9  

⑫建屋外対応班の班員は，可搬型汚濁水拡散防

止フェンスの設置が完了したことを実施責任者

に報告する。◇9  

⑬建屋外対応班の班員は，可搬型中型移送ポン

プ運搬車により，可搬型汚濁水拡散防止フェン

スを設置箇所近傍に運搬する。◇9  

なお，ホース展張車を用いて運搬することも可

能である。◇9  

⑭建屋外対応班の班員は，可搬型汚濁水拡散防

止フェンスの設置準備を行う。◇9  

⑮建屋外対応班の班員は，小型船舶を用いて尾

駮沼に，可搬型汚濁水拡散防止フェンスを設置

する。◇9  

⑯建屋外対応班の班員は，小型船舶を用いて可

搬型汚濁水拡散防止フェンスのカーテン降ろし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（60/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。□9  

放射線防護，放射線管理 

線量管理については，個人線量計を着用し，

１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に

管理する。さらに，実施組織要員の作業場所へ

の移動及び作業においては，作業場所の線量率

の把握及び状況に応じた対応を行うことによ

り，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低

減する。□9  

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処時においては，中央制御室

等との連絡手段を確保する。夜間及び停電時に

おいては，確実に運搬及び移動ができるよう

に，可搬型照明を配備する。□9  

及びアンカー設置を行う。◇9  

⑰建屋外対応班の班員は，可搬型汚濁水拡散防

止フェンスの設置が完了したことを実施責任者

に報告する。◇9  

⑱実施責任者は，再処理施設の敷地に隣接する

尾駮沼及び海洋へ放射性物質が流出する原因を

特定し，原因への対策が完了した場合，対処終

了の判断を行う。◇9  

 

(ⅲ)操作の成立性 

海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流出抑

制の対応のうち，排水路①及び②への可搬型汚

濁水拡散防止フェンスの設置及び放射性物質吸

着材の設置の対応は，実施責任者等の要員５

人，建屋外対応班の班員６人の合計11人にて作

業を実施した場合，本対策の実施判断後４時間

以内に対処可能である。◇9  

排水路③，④及び⑤への可搬型汚濁水拡散防

止フェンスの設置及び放射性物質吸着材の設置

の対応は，実施責任者等の要員５人，建屋外対

応班の班員６人の合計11人にて作業を実施した

場合，本対策の実施判断後10時間以内に対処可

能である。◇9  

尾駮沼出口及び尾駮沼への可搬型汚濁水拡散

防止フェンスの設置の対応は，実施責任者等の

要員５人，建屋外対応班の班員24人の合計29人

にて作業を実施した場合，本対策の実施判断後

58時間以内に対処可能である。◇9  

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。線量管理について

は，個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍＳ

ｖ以下とすることを目安に管理する。◇9  

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及

び作業においては，作業場所の線量率の把握及

び状況に応じた対応を行うことにより，実施組

織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重

大事故等の対処時においては，中央制御室等と

の連絡手段を確保する。夜間及び停電時におい

ては，確実に運搬及び移動ができるように，可

搬型照明を配備する。◇9  

 

ⅱ．重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（61/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とおり。◇9  

重大事故等が発生している使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋，前処理建屋，分離建屋，精製建

屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高

レベル廃液ガラス固化建屋に放水した水が再処

理施設の敷地を通る排水路及びその他の経路を

通じて，再処理施設の敷地に隣接する尾駮沼及

び海洋へ放射性物質を含んで流出するおそれが

ある場合には，対応手順に従い，可搬型汚濁水

拡散防止フェンス及び放射性物質吸着材の設置

を行うことにより，放射性物質の流出抑制を行

う。◇9  

 

(ｄ)再処理施設の各建物周辺における航空機

衝突による航空機燃料火災，化学火災に対応す

るための対応手順 

ⅰ．初期対応における延焼防止措置 

重大事故等時，再処理施設の各建物周辺にお

ける航空機燃料火災，化学火災が発生した場合

を想定し，屋外消火栓又は防火水槽を水源とし

て，大型化学高所放水車，消防ポンプ付水槽車

及び化学粉末消防車を用いて，航空機燃料火

災，化学火災に対して初期対応における消火活

動を行う手段がある。◇9  

 

(ⅰ)手順着手の判断基準 

航空機燃料火災，化学火災が発生し，大型化

学高所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉

末消防車による初期対応が必要な場合。◇9  

なお，本対応は，重大事故等対処設備を用い

た対応に係る要員及び時間とは別に，本対応を

実施するための要員及び時間を確保可能な場合

に着手する。◇9  

 

(ⅱ)操作手順 

初期対応における延焼防止措置の対応手順の

概要は以下のとおり。◇9  

手順の対応フローを第６－12 図，タイムチャ

ートを第６－13 図に示す。◇9  

①実施責任者は，手順着手の判断基準に基づ

き，建物及び建物周辺の状況確認の結果から，

消火活動に使用する消火剤を選定し，航空機の

衝突による航空機燃料火災，化学火災への対処

準備の開始を消火専門隊及び当直（運転員）へ

指示する。◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（62/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。□9  

放射線防護，放射線管理 

線量管理については，個人線量計を着用し，

１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に

管理する。さらに，実施組織要員の作業場所へ

の移動及び作業においては，作業場所の線量率

の把握及び状況に応じた対応を行うことによ

り，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低

減する。□9  

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処時においては，中央制御室

等との連絡手段を確保する。夜間及び停電時に

おいては，確実に運搬及び移動ができるよう

に，可搬型照明を配備する。□9  

 

②消火専門隊及び当直（運転員）は，消火活動

に使用する大型化学高所放水車，消防ポンプ付

水槽車及び化学粉末消防車の準備を行う。◇9  

③消火専門隊及び当直（運転員）は，大型化学

高所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末

消防車を使用して消火活動を実施する。◇9  

④消火専門隊及び当直（運転員）は，適宜，泡

消火剤を運搬し，大型化学高所放水車又は消防

ポンプ付水槽車へ補給を実施する。◇9  

⑤消火専門隊及び当直（運転員）は，初期対応

における延焼防止措置の状況を実施責任者に報

告する。◇9  

 

(ⅲ)操作の成立性 

初期対応における延焼防止措置の対応は，実

施責任者等の要員５人，消火専門隊５人，当直

（運転員）１人，放射線管理員１人の合計12人

にて作業を実施した場合，初期対応における延

焼防止措置は，本対策の実施判断後20分以内で

対処可能である。◇9  

なお，本対策は，重大事故等対処設備を用い

た対処に係る要員及び時間に加えて，本対策を

実施するための要員及び時間を確保可能な場合

に着手することとしているため，重大事故等対

処設備を用いた対処に悪影響を及ぼすことはな

い。◇9  

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。線量管理について

は，個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍＳ

ｖ以下とすることを目安に管理する。◇9  

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及

び作業においては，作業場所の線量率の把握及

び状況に応じた対応を行うことにより，実施組

織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重

大事故等の対処時においては，中央制御室等と

の連絡手段を確保する。夜間及び停電時におい

ては，確実に運搬及び移動ができるように，可

搬型照明を配備する。◇9  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（63/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

再処理施設の各建物周辺における航空機衝突に

よる航空機燃料火災，化学火災の対応 

航空機燃料火災，化学火災が発生し，可搬型

放水砲による火災発生箇所へ泡消火又は放水に

よる消火活動を行う必要がある場合，大型移送

ポンプ車を第１貯水槽近傍に設置し，可搬型放

水砲を再処理施設の各建物周辺における火災の

発生箇所近傍に設置し，可搬型建屋外ホースを

可搬型放水砲近傍まで敷設し，接続を行い，可

搬型放水砲による泡消火又は放水を行う。□9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ．再処理施設の各建物周辺における航空機

衝突による航空機燃料火災，化学火災の対応 

重大事故等時，再処理施設の各建物周辺にお

ける航空機衝突による航空機燃料火災，化学火

災が発生した場合を想定し，大型移送ポンプ車

を第１貯水槽近傍に設置し，可搬型建屋外ホー

スを再処理施設の各建物周辺における火災の発

生箇所近傍まで敷設し，可搬型放水砲との接続

を行い，可搬型放水砲による泡消火及び放水に

よる消火活動を行う。◇9  

可搬型放水砲の設置場所は，再処理施設の各

建物周辺における航空機衝突による航空機燃料

火災，化学火災の発生場所及びに風向きにより

決定する。◇9  
建物及び建物周辺の状況確認の結果から，泡

消火又は放水による消火活動を行うのかを決定

する。◇9  

建物及び建物周辺の状況確認の結果から，消

火活動に使用する消火剤を決定する。◇9  

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」

以上）が確認された場合は，事前の対応作業と

して，可搬型建屋外ホースの敷設を行い，除灰

作業の準備を実施する。また，降灰が確認され

たのち必要に応じ，除灰作業を実施する。◇9  

 

(ⅰ)手順着手の判断基準 

航空機燃料火災，化学火災が発生し，可搬型

放水砲による火災発生箇所へ泡消火又は放水に

よる消火活動を行う必要がある場合。◇9  

 

(ⅱ)操作手順 

再処理施設の各建物周辺における航空機衝突

による航空機燃料火災，化学火災の対応手順の

概要は以下のとおり。◇9  

本対策の手順の成否は，可搬型放水砲の流量

が所定の流量になったこと及び可搬型放水砲の

圧力が所定の圧力となったことにより確認す

る。◇9  

手順の対応フローを第６－12図，タイムチャ

ートを第６－13図に示す。◇9  

①実施責任者は，手順着手の判断基準に基づ

き，第１貯水槽から再処理施設の各建物周辺に

おける航空機衝突による航空機燃料火災，化学

火災へ対応するために，可搬型放水砲による泡

消火又は放水準備の開始を建屋外対応班の班員

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（64/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に指示する。◇9  

②建屋外対応班の班員は，建物及び建物周辺の

状況確認を行う。◇9  

③建屋外対応班の班員は，運搬車で運搬する可

搬型建屋外ホース（金具類，可搬型放水砲流量

計及び可搬型放水砲圧力計）の運搬準備を行

う。◇9  

④建屋外対応班の班員は，資機材の確認を行

う。◇9  

⑤建屋外対応班の班員は，可搬型放水砲をホイ

ールローダにより，航空機衝突による航空機燃

料火災，化学火災の発生箇所近傍に運搬し，設

置する。◇9  

⑥建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車を

第１貯水槽近傍へ移動し，設置する。◇9  

⑦建屋外対応班の班員は，第１貯水槽近傍に設

置した大型移送ポンプ車の運転準備を行い大型

移送ポンプ車付属の水中ポンプ（ポンプユニッ

ト）※１を第１貯水槽の取水箇所に設置する。◇9  

※１大型移送ポンプ車の取水ポンプを示す。取

水ポンプの吸込部には，ストレーナを設置して

おり，異物の混入を防止することができる。な

お，ストレーナが目詰まりをした場合は，清掃

を行う。◇9  

⑧建屋外対応班の班員は，運搬車で運搬する可

搬型建屋外ホース（金具類，可搬型放水砲流量

計及び可搬型放水砲圧力計）を第１貯水槽から

可搬型放水砲近傍まで設置する。◇9  

⑨建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車を

中継地点に移動及び設置する。◇9  

⑩建屋外対応班の班員は，可搬型建屋外ホース

をホース展張車により，第１貯水槽から可搬型

放水砲近傍まで敷設し，可搬型放水砲，可搬型

建屋外ホース，大型移送ポンプ車，可搬型放水

砲流量計及び可搬型放水砲圧力計を接続する。

◇9  

⑪建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車を

起動し，敷設した可搬型建屋外ホースの状態及

び可搬型放水砲から放水されることを確認す

る。◇9  

⑫建屋外対応班の班員は，可搬型放水砲による

火災発生箇所への放水準備が完了したことを実

施責任者に報告する。◇9  

⑬実施責任者は，初期消火による延焼防止措置

で対処が完了しなかった場合，航空機衝突によ

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（65/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。□9  

放射線防護，放射線管理 

線量管理については，個人線量計を着用し，

１作業当たり 10ｍＳｖ以下とすることを目安に

管理する。さらに，実施組織要員の作業場所へ

る航空機燃料火災，化学火災への対処開始を建

屋外対応班の班員に指示する。◇9  

⑭建屋外対応班の班員は，大型移送ポンプ車に

よる送水，可搬型放水砲による火災発生箇所へ

の対処を開始する。◇9  

⑮建屋外対応班の班員は，火災発生箇所への対

処中に泡消火剤を使用している場合は，適宜，

泡消火剤を運搬し，補給する。また，泡消火又

は放水による消火活動中は，可搬型放水砲流量

計及び可搬型放水砲圧力計で，放水砲流量及び

放水砲圧力を確認しながら，大型移送ポンプ車

の回転数及び弁開度を操作する。◇9  

⑯実施責任者は，建屋外対応班の班員から可搬

型放水砲流量計が所定の流量以上あること，及

び可搬型放水砲圧力計が所定の圧力以上あるこ

との報告を受け，航空機衝突による航空機燃料

火災，化学火災への対応が行われていることを

確認する。航空機衝突による航空機燃料火災，

化学火災への対応が行われていることを確認す

るために必要な監視項目は，可搬型放水砲流量

計及び可搬型放水砲圧力計の，放水砲流量及び

放水砲圧力である。◇9  

⑰実施責任者は，再処理施設の各建物周辺にお

ける航空機衝突による航空機燃料火災，化学火

災が鎮火した場合，対処終了の判断を行う。◇9  

 

 

 

 

 

(ⅲ)操作の成立性 

再処理施設の各建物周辺における航空機衝突

による航空機燃料火災，化学火災の対応は，実

施責任者等の要員５人，建屋外対応班の班員16

人の合計21人にて作業を実施した場合，再処理

施設の各建物周辺における航空機衝突による航

空機燃料火災，化学火災へ対応は，本対策の実

施判断後２時間30分以内で対処可能である。◇9  

重大事故等の対処においては，通常の安全対

策に加えて，放射線環境や作業環境に応じた防

護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に

応じて着用することとする。線量管理について

は，個人線量計を着用し，１作業当たり10ｍＳ

ｖ以下とすることを目安に管理する。◇9  

さらに，実施組織要員の作業場所への移動及

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

101



 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（66/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

の移動及び作業においては，作業場所の線量率

の把握及び状況に応じた対応を行うことによ

り，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低

減する。□9  

配慮すべき事項 

作業性 

重大事故等の対処時においては，中央制御室

等との連絡手段を確保する。夜間及び停電時に

おいては，確実に運搬及び移動ができるよう

に，可搬型照明を配備する。□9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

慮すべき事項 

燃料給油 

 

 

 

配慮すべき事項は，第５表（10／15）「電源の

確保に関する手順等」の燃料給油と同様であ

る。□6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

び作業においては，作業場所の線量率の把握及

び状況に応じた対応を行うことにより，実施組

織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。重

大事故等の対処時においては，中央制御室等と

の連絡手段を確保する。夜間及び停電時におい

ては，確実に運搬及び移動ができるように，可

搬型照明を配備する。◇9  

 

ⅲ．重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下の

とおり。◇9  

再処理施設の各建物周辺における航空機衝突

による航空機燃料火災，化学火災が発生した場

合には，対応手順に従い，可搬型放水砲での消

火活動を行うことで，航空機燃料火災，化学火

災の消火活動を行う。◇9  

この対応手段を行う前に，大型化学高所放水

車，消防ポンプ付水槽車又は化学粉末消防車が

使用可能な場合には，初期消火活動を行うため

に，初期対応における延焼防止措置の対応手順

を選択することができる。◇9  

建物及び建物周辺の状況確認の結果から，泡

消火又は放水による消火活動を行うのかを決定

する。◇9  

建物及び建物周辺の状況確認の結果から，消

火活動に使用する消火剤を決定する。◇9  

 

(ｅ)その他の手順項目について考慮する手順 

水源の確保及び水の移送ルートについては

「7.重大事故等への対処に必要となる水の供給

手順等」にて整備する。◇7  

燃料の給油手順については「8.電源の確保に

関する手順等」にて整備する。◇6  

操作の判断，確認に係る計装設備に関する手

順については「9.事故時の計装に関する手順

等」にて整備する。◇12 
各手順で定める，可搬型建屋外ホース及び可

搬型建屋内ホースの敷設，可搬型放水砲及び大

型移送ポンプ車の設置並びに可搬型放水砲と可

搬型建屋外ホースを接続するまでの手順は，ア

クセスルートの状況によって選定されたどの水

の移送ルートにおいても同じである。また，取

水箇所から水の供給先までの水の移送ルートに

より，可搬型建屋外ホース及び可搬型建屋内ホ

ースの数量が決定する。◇9  

◇9 ：対処の具体的

内容を説明したも

のであるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇7 ：水供給 00-01

別紙 1①別添（第

四十五条 重大事

故等への対処に必

要となる水の供給

設備）において示

すため。 

 

□6 ，◇6 ：電源 00-

01 別紙 1①別添

（第四十六条 電

源設備）において

示すため。 

 

◇12：計装 00-01 別

紙 1①別添（第四

十七条 計装設

備）において示す

ため。 
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 別紙１① 別添 

事業変更許可申請書 本文八号及び添付書類八の事業変更許可申請書 本文四号及び設工認申請書（本文）との対応表 

第四十四条 （工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備）（67/67）  

 

事業変更許可申請書（本文八号） 事業変更許可申請書（添付書類八） 事業変更許可申請書（本文四号） 設工認申請書（本文） 設工認に該当しな

い理由 

作業性 

ホースの敷設ルートは，各作業時間を考慮

し，送水開始までの時間が最短になる組合せを

優先して確保する。□9  

 

各手順におけるホースの敷設ルートは，作業

時間を考慮し，送水開始までの時間が最短にな

る組合せを優先して確保する。◇9  

 

□9 ，◇9 ：対処の具

体的内容を説明し

たものであるた

め。 
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令和５年１月５日 Ｒ２ 

 

 

 

 

 

別紙２ 
 

 

 

基本設計方針を踏まえた添付書類の 

記載及び申請回次の展開 

 
※本資料は，以下に示す資料は反映されていない。 

・機能要求②に紐付く機器の再確認（共通 09 の再確認含む） 

・基本設計方針の展開（別紙 1の反映） 

・添付書類記載事項の展開（別紙 4の反映） 

・共通項目記載部分の分割 
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令和５年１月５日 Ｒ０ 
 

 

 

 

 

別紙３ 
 
 
 

基本設計方針の添付書類への展開 
 

※本資料は，以下に示す資料は反映されていない。 
・添付書類記載事項の展開（別紙 4 の反映） 
・補足説明すべき項目の追記 
・共通項目記載部分の分割 
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令和５年１月５日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙４ 
 

 

 

添付書類の発電炉との比較 

 
※本資料は，以下に示す資料は反映されていない。 

・基本設計方針の展開（別紙 1の反映） 

・2/16 ヒアリングにおける蒸発乾固 00-01 への指摘事項の反映 

・本文・添付書類間，添付書類・添付書類間のつながりの比較表の作成。 

・添付書類記載事項の充実（上記のつながりを受けて，根拠の記載を拡充する等の対応） 

・別紙 2 の機能要求②の機器に紐付く設定値根拠の添付。 
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令和５年１月５日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙５ 
 
 
 

補足説明すべき項目の抽出 
 

※本資料は，以下に示す資料は反映されていない。 

・添付書類記載事項を受けた補足説明すべき項目の再洗い出し及び追記。 

・共通項目記載部分の分割 
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令和５年１月５日 Ｒ０ 

 

 

 

 

 

別紙６ 
 
 
 

変更前記載事項の 
既設工認等との紐づけ 

 
※本資料は，以下に示す資料は反映されていない。 

・記載の体裁の確認（変更前の記載がない場合の記載作法） 

・基本設計方針の展開（別紙１の反映） 

・共通項目記載部分の分割 
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